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序     文 

 

ボリビア多民族国は、妊産婦死亡率 190（出生 10 万対）及び 5 歳未満児死亡率 51（出生 1,000 対）

と中南米においてハイチに次いで高い数値を記録しており〔世界保健機関（World Health Organization：

WHO）、2013 年〕、母子保健への取り組み強化が求められています。 

本プロジェクトが対象とするポトシ県は、高地高原地域であり、先住民が多く居住する地域です。

同県の妊産婦死亡率は 255（出生 10 万対）と全国で最も指標が悪い県の一つであり（保健省、2011

年）、国内でも母子保健の状況改善が急務とされています。保健施設へのアクセスが困難であること

から、地域住民が保健医療サービスを享受しにくい環境であるとともに、基本的サービスを提供する

保健医療従事者の技術不足、地域住民自身の健康意識の低さ等が大きな課題とされています。 

このような状況の下、ボリビア多民族国政府は、妊婦と 5 歳未満児の健康リスクを減少させること

を目的とした技術協力プロジェクトをわが国に要請しました。これを受け、独立行政法人国際協力機

構は 2013 年 6 月 28 日から 2017 年 6 月 27 日までの 4 年間にわたる技術協力プロジェクト「ポトシ県

母子保健ネットワーク強化プロジェクト」を実施しています。 

 今般、2017 年 6 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の実績や実施プロセスを確認し、

今後のプロジェクト活動に対する提言及び類似事業への教訓を導くことを目的として、2017 年 2 月

13 日から 3 月 3 日まで終了時評価調査を実施しました。本報告書は、その調査結果を取りまとめた

ものです。 

 ここに、本調査の実施にあたりご協力を頂いた関係者の方々に、深い謝意を表するとともに、プロ

ジェクトの発展に向けて、より一層のご支援を賜りますようお願い申し上げます。 

 

平成 29 年 4 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

ボリビア事務所長 立原 佳和 
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評価調査結果要約表 

 

１．案件の概要 

国名：ボリビア多民族国 案件名：ポトシ県母子保健ネットワーク強化プロジェクト 

分野：保健医療 援助形態：技術協力プロジェクト  

所轄部署：ボリビア事務所 協力金額（評価時点）：2.5 億円 

協力期間 （R/D）： 

2013 年 6 月 28 日～ 

2017 年 6 月 27 日 

先方関係機関：保健省及びポトシ県保健局  

日本側協力機関：順天堂大学  

他の関連協力：  

１－１ 協力の背景と概要 

ボリビア多民族国（以下、「ボリビア」と記す）は、妊産婦死亡率 190（出生 10 万対）及び 5 歳

未満児死亡率 51（出生 1,000 対）と中南米においてハイチに次いで高い数値を記録しており〔世界

保健機関（World Health Organization：WHO）、2013 年〕、特にポトシ県のある高地高原地域では、保

健医療施設へのアクセスが困難であることや、保健医療従事者の技能不足、住民の健康に対する意

識の低さなどの複合的な要因により、母子保健関連指標はボリビア国内でも下位に位置する。 

このような状況下、ボリビア政府の要請に基づき、2013 年から 2017 年までの 4 年間、技術協力

プロジェクトの「ポトシ県母子保健ネットワーク強化プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」）を

実施している。本プロジェクトはポトシ県保健局をカウンターパート機関として、プロジェクト対

象地域のウユニ保健ネットワーク及びトゥピサ保健ネットワークの保健医療事情及び地域性を考慮

しつつ、これまで JICA が他県で協力した類似の保健ネットワーク強化プロジェクト（以下、「FORSA

（Fortalecimiento de las Redes de Salud）プロジェクト」）を先行事例として、保健医療施設における

母子保健サービスの改善、住民参加型ヘルスプロモーション、市レベルにおける保健行政の能力強

化を実施している。 

今回実施する終了時評価調査は、2017 年 6 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の実

績、成果を確認・評価するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び類似事業の実施に

あたっての教訓を導くことを目的として実施された。 

 

１－２ 協力内容 

 本プロジェクトは、ウユニ保健ネットワーク及びトゥピサ保健ネットワークを対象地域として、

保健医療従事者の能力強化を通じた保健医療施設における母子保健サービスの改善、住民参加型の

ヘルスプロモーション、市レベルにおける保健行政の能力強化を行うことにより、妊婦及び 5 歳未

満児の健康リスクの減少を図り、もってポトシ県における母子の健康状態の改善に貢献するもので

ある。 

 

（1）上位目標 

ポトシ県において母子の健康状態が改善される。 
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（2）プロジェクト目標 

プロジェクト対象地域において妊婦と 5 歳未満児の健康リスクが減少される。 

 

（3）成 果 

1）プロジェクト対象地域において、保健人材が妊婦並びに 5 歳未満児のケアに十分な技術力・解

決能力をもつようになる。 

2）プロジェクト対象地域において、保健医療従事者及びコミュニティによって、母子の「より良

く生きる（Vivir Bien）」を追求するプロセスが家族とコミュニティに生まれる。 

3）プロジェクト対象地域において、市レベルの意思決定のために、適時で信頼性のある保健情報

が活用され、適切な分析がなされる。 

 

（4）投入（評価時点） 

日本側： 

長期専門家派遣 2 名（業務調整/住民参加、業務調整/研修管理） 

短期専門家派遣 4 名（チーフアドバイザー/ヘルスプロモーション政策、保健情報分析、新生

児ケア、モニタリング/評価手法） 

機材供与    約 4,547 万 3,000 円 

在外事業強化費 約 8,638 万 8,000 円 

ボリビア側： 

カウンターパート配置 27 名 

施設及び機材提供   プロジェクト事務所スペース（ポトシ県保健局内、ウユニ保健ネット

ワーク事務所内及びトゥピサ市所有敷地内）、PC、オフィス用品など 

ローカルコスト負担  約 836 万 2,000 円（カウンターパート旅費交通費ほか） 

２．評価調査団の概要 

調査者 坪井 創 団長・総括 JICA ボリビア事務所 次長 

青木 美江 協力企画  JICA ボリビア事務所 所員 

Dr. Cesar Miranda 地域保健 JICA ボリビア事務所 ナショナルスタッフ 

井上 洋一 評価分析 ㈱日本開発サービス 調査部 主任研究員 

調査期間 2017 年 2 月 13 日〜2017 年 3 月 3 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果 1 

成果 1 では①母子保健サービスの向上、②母子ケアでのリファラル・カウンターリファラルシ

ステム強化、③医療機材メンテナンスの改善、④医療施設のバイオセーフティの向上、⑤支援型

スーパービジョンの改善、⑥幼児発達コンポーネントの六つのテーマで技術力向上を図った。 

母子保健サービスや医療機材メンテナンス、バイオセーフティ、幼児発達コンポーネント等の

医療技術や医療環境整備に関しては終了時評価時点で一定の向上が認められるものの、今後も継

続した能力強化の必要性がある。リファラル・カウンターリファラルシステムについては、患者

リファラルの評価基準：AJO〔適切性（Adecuado：A）、妥当性（Justificado：J）、適時性（Oportuno：
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O）〕が導入されたことによって、リファラルの質の向上が確認された。今後は、統合スーパービ

ジョンが適切に機能することによって、このような技術、システムがさらに改善していくことが

期待できる。 

以上のことから、終了時評価時点での成果 1 の達成度は許容範囲であると考えられる。 

 

（2）成果 2  

成果 2 では①生活のための教育コンポーネントの導入、②参加型事業の強化、③家族における

幼児発達の三つのテーマで技術力向上や、住民参加型のコミュニティ活動の強化を図った。 

終了時評価調査時点では対象地域内に 153 の生活のための教育チームが組織化され、うち 83

チームがアクションプランを作成、さらにそのうち 21 チームがアクションプランに沿った活動を

完了している。活動が完了した 21 チームのうち 9 チームは既に新たなコミュニティ活動の実施サ

イクルに進捗しており、生活のための教育がコミュニティで定着しつつあることを示唆している。 

一方で、生活のための教育の導入や実施支援を行う保健医療従事者は、日常業務に加えてコミ

ュニティ活動を行うには負担が大きい。勤務時間後の夜や休日にコミュニティを訪問する必要も

あり、保健医療従事者が活発にコミュニティ活動を展開するには限界が生じている。したがって、

今後は、保健医療従事者が日常業務を行いながら効果的・効率的にコミュニティへの生活のため

の教育の導入支援や技術的フォローアップが行えるよう、制度や実施メカニズムの改良が必要に

なると考えられる。 

以上のことから、終了時評価時点で成果 2 はおおむね達成されたと考えられる。 

 

（3）成果 3  

成果 3 では①保健情報の質の改善、②情報分析委員会〔以下、「CAI（Comité de Análisis de 

Información）」〕手法の改善（特に市の CAI と保健事業サイクルの強化）の二つのテーマで技術力

向上が図られた。 

プロジェクトの技術支援によって、住民を含むステークホルダー参加型の活動計画（アクショ

ンプラン）が作成されるようになるとともに、進捗管理も適切に実施されるようになった。また、

本プロジェクトの対象 11 市中 8 市で、保健省の規定に基づいた住民参加型プロセスによる保健計

画が策定された。この 8 市の保健計画は、国が推進する「より良く生きるための統合地域開発計

画（Planes Territoriales de Desarrollo Integral Para Vivir Bien：PTDI）」に位置づけられた。なお、上述

の住民参加型プロセスを通した市保健計画の策定はコミュニティにおける問題分析マトリックス

を用いた分析（成果 2）が反映されている。つまり、PTDI の保健領域はコミュニティの現実的な

ニーズに基づいた計画といえる。 

市保健計画や年間活動計画は、CAI を含む多くの情報ソースの分析に基づいて作成されている

が、分析そのものに改善の余地があることが指摘されており、今後の課題として整理される。 

以上のことから、終了時評価調査で成果 3 はおおむね達成されたと考えられる。 

 

（4）プロジェクト目標 

プロジェクト目標の達成度を測る指標は、本プロジェクトでは直接的に取り扱っていない項目

のため、プロジェクトの介入との因果関係が確認できないものの、成果の達成状況で示したとお
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り、本プロジェクトによって保健医療従事者の技術力や問題解決力が維持・向上するためのメカ

ニズム（AJO 基準や統合スーパービジョンなど）が整備されたと考えられる。生活のための教育

に基づく保健医療従事者とコミュニティの住民活動は定着、広がりを見せつつあり、さらに、住

民のニーズを反映させた市保健計画の策定が実施されるようになっている。また、本プロジェク

トでは「生活のための現地教育ガイド」の改訂や CAI 簡易ガイド、AJO 基準等の作成や導入など

を数多く実施しており、そのなかの幾つかは県令等として承認され、ポトシ県全体に適用されて

いる。このため、終了時評価調査時点では、プロジェクト対象地域の妊婦と 5 歳未満児の健康リ

スクが減少するための基盤が整備されたと考えられ、他の地域への展開や波及も始まりつつある

状況である。 

さらに、本プロジェクトのコミュニティの住民参加活動に関する介入効果を検証したことによ

り、住民の健康関連 QOL（Quality of Life：生活の質）の上昇が確認された。このことはプロジェ

クト目標の達成に貢献したと同時に、その関連性が科学的に証明されたことは、本プロジェクト

による大きな達成事項の一つと認められる。また、プロジェクトではこれらの活動の維持・向上

に向けて多くの研修が保健医療従事者に対して提供され、ファシリテーターも多く養成されてい

る。 

以上のことから、プロジェクトは幾つかの課題がありながらも、将来の母子健康向上のための

基盤が整備されたといえることから、プロジェクト目標はおおむね達成されたと考えられる。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 

ボリビアは妊産婦死亡率、5 歳未満児死亡率ともに高く、特に本プロジェクトの対象地域であ

るポトシ県はボリビア国内でも母子にかかわる健康指標が低く、住民の健康向上や保健医療サー

ビスへのアクセス向上のニーズは依然として高い。係る状況の下、ボリビア保健省は地方・農村

部、母子、先住民などの健康改善に向けた取り組みとして、多文化・コミュニティを尊重しつつ、

従来の医療施設型のアプローチから住民参加型のヘルスプロモーションアプローチ、保健医療

サービスへのアクセス向上をボリビアの保健政策の柱と位置づけ、多文化コミュニティ家族保健

〔以下、「SAFCI（Salud Familiar Comunitaria Intercultural）」〕政策を実施している。本プロジェク

トは SAFCI 政策を直接的に支援するものであることからボリビアの保健基本政策との整合性が

非常に高く、保健省にとって本プロジェクト実施の必要性は高かった。 

他方、わが国の対ボリビア援助方針においても、「平和と健康のための基本方針」のなかで、中

南米における重点方針として「貧困層における保健サービスへのアクセス向上を念頭に置いた協

力」を行うことが挙げられており、特に地方・農村部の住民の保健サービスのアクセス向上をめ

ざす本プロジェクトとの整合性が得られている。 

また、妊産婦や 5 歳未満児の健康リスクの原因として、本対象地域の人材の技術力不足や住民

の健康に対する意識の低さがあるとともに、これら課題への対応を実施するための保健行政マネ

ジメントとなっていないことが挙げられる。このような課題に対して、成果 1 のケアの質向上の

ための保健医療従事者の技術力向上、成果 2 のコミュニティの住民参加活動の向上、成果 3 の信

頼性の高い分析に基づく計画・対策策定能力の向上とその実行（保健サービスの実践）は、上記

の課題にそれぞれ対応するものであるため、支援アプローチとして適切である。 
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（2）有効性：おおむね高い 

成果 1〜3 はおおむね達成されており、また、プロジェクトで支援したヘルスプロモーションが

健康関連生活の質（QOL）指数を向上させたことを科学的に証明するなど、客観的なプロジェク

ト効果も認められている。以上のことから、終了時評価時点でプロジェクト目標「妊婦及び 5 歳

未満児の健康リスクを減少する」ための条件が整えられたことに加えて、統合スーパービジョン

でプロジェクトの効果が維持・向上する基盤が整備されたと考えることができる。したがって、

本プロジェクトの有効性はおおむね高いと判断される。 

本プロジェクトでは問題分析マトリックスを用いたニーズ分析、統合スーパービジョンの結果

の分析などを支援したが、得られた情報やデータを特定の目的のためにどのように整理・統合す

るか、整理されたデータ等がどのような意味をもつのか、データ解釈の結果をどのように活動計

画や対策の実施に反映させるかなどについては、さらなる改善の余地がある。  

 

（3）効率性：おおむね高い 

幾つかのプロジェクト活動はさまざまな外部要因により進捗に影響が生じたものの、プロジェ

クトは関係機関との協議を適宜実施し、状況に応じた計画変更など柔軟に対応したため、プロジ

ェクトの進捗管理、運営管理はおおむね適切に実施されていた。終了時評価時点で、予定されて

いる活動はプロジェクト期間終了までに完了できる見込みである。成果 1 に関する研修の内容や

実施方法は、プロジェクトのローカルコンサルタントが中心となって計画されたが、JICA 専門家

による技術的視点での研修内容や実施方法の点検や、専門家としての技術指導（JICA 専門家の投

入量）が結果的には十分でなかった可能性が考えられる。  

なお、両保健ネットワーク内の幾つかの保健センターやコミュニティには青年海外協力隊員

（Japan Overseas Cooperation Volunteers：JOCV）が派遣されており、適宜、情報共有や活動フォロー

アップなどが緩やかな連携の下、継続され、本プロジェクトの活動の実施・推進に一定程度の貢

献が得られた。 

 

（4）インパクト：正のインパクトが確認または期待されている 

ポトシ県内の非対象地域への展開に関して、プロジェクトで作成した実施指針等が県保健局に

承認され、非対象地域でも適用されるべきものとして、ポトシ県で正式に位置づけられている。

県保健局は、本プロジェクトの支援アプローチの有効性を高く評価し、独自に非対象地域での適

用を推進していることから、プロジェクト期間終了後も継続されることが見込まれている。 

また、本プロジェクトで作成したガイドを用いた他の開発パートナーによる研修実施などの連

携や協調は、本プロジェクトの非対象地域への波及効果と考えられるため、本件はプロジェクト

の正のインパクトとして整理できる。加えて、JICA の他のセクターのプロジェクトとの連携や協

力も確認されている。 

 

（5）持続性：一定程度期待できる 

1）政策的・制度的側面 

SAFCI 政策はボリビアでの保健に関する基本政策であり、プロジェクト期間終了後もその方

針は持続するものと考えられる。また、ポトシ県保健局も本プロジェクトの支援アプローチを
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高く評価し、県内のすべての地域への展開を自助努力や他の開発パートナー機関との連携の下

で進めていることから、本プロジェクトの便益が政策・制度的観点から持続することは大いに

期待できる。しかしながら、プロジェクトの持続性をより確かにするため、保健省や県保健局

は保健医療従事者が効果的にコミュニティ活動を実施できるような仕組みづくりや、保健医療

従事者の高い離職率・異動への対応など、政策・制度的観点での対策が行われることが望まし

い。 

 

2）財政的側面 

県保健局はプロジェクト期間終了後も活動の維持、展開を県保健局のイニシアティブで継続

する強い意志を示している。実際にプロジェクト期間内にも積極的に他の地域への展開が実施

され、必要な活動費も予算化されている。他方、市のレベルではプロジェクトへの十分な財政

的投入が実現せず、医療施設でのバイオセーフティ向上への取り組みに負の影響が生じたケー

スも認められている。プロジェクト対象市では、プロジェクトの支援により根拠に基づく市保

健計画を立案するプロセスが確立しつつあるが、財政面での持続性確保の観点からも、適切な

保健情報やコスト分析に基づいた計画策定（予算計画など）がより強化されることが望ましい。 

 

3）技術的側面 

本プロジェクトによって SAFCI 政策を実行するための指針や基準、教材などが作成され、そ

の多くが県保健局による承認を受けている。県保健局は特に指針等について県内の他の地域で

の適用を進めていることから、指針に示される技術についてはプロジェクト期間終了後も維持

されることが見込まれる。基本的に、研修は現行の規律・プロトコールに沿って実施されてい

るため、研修での学びを継続できれば、技術的な継続が見込まれる。ただし、技術の維持、向

上を持続的に行うには、本プロジェクトで支援した統合スーパービジョンが維持されることが

必要である。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

本プロジェクトは、これまでの FORSA プロジェクトの経験や成果を有効に活用して実施され

ることが想定されていた。実際に、プロジェクトのローカルコンサルタントらは過去の FORSA

プロジェクトで得た知識、経験等を効果的に活用し、本プロジェクトの技術協力を主体的に実施

した。このことはローカルコンサルタントをマスタートレーナーとした技術協力の効果を高めた

一因と考えられ、「有効性」の促進要因と整理できる。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

県保健局の本プロジェクトへのオーナーシップは高く、本プロジェクトの成果品である各種指

針やツール等を県令として承認し、県内全体での適用を推進するなど、プロジェクトへの高いコ

ミットメントを示した。このことは、プロジェクト活動の推進と成果の創出の観点から、本プロ

ジェクトの「有効性」を高めた一因と考えられた。 
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３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

保健医療従事者であるファシリテーターが現場の保健医療従事者に対して研修を提供する必要

があるものの、プロジェクトは具体的にそのようなファシリテーターを活用した研修運営方法（フ

ァシリテーターの日常業務を考慮した実施計画など）を十分検討しないまま活動が開始された。

そのため、ファシリテーターは他業務で多忙のため、現場レベルでの研修活動を実施できず、プ

ロジェクトのローカルコンサルタントが研修を実施した。 

以上のことから、プロジェクトで養成された人材の有効活用や、効率的な研修の計画・実施の

観点で、プロジェクトの「効率性」を一定程度阻害したと考えられる。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

特になし。 

 

３－５ 結 論 

 本プロジェクトは、ボリビアの保健政策や日本の国別援助方針との整合性が高く、対象地域のポ

トシ県南西部は母子保健に関するニーズが高いことから、実施妥当性は非常に高かった。また本プ

ロジェクトは、これまでボリビア国内各地で実施してきた FORSA プロジェクトと同様のアプロー

チを踏襲し、ポトシ県内対象地域における妊産婦及び 5 歳未満児の健康リスクを減少することを目

的としている。プロジェクト対象の 1 次及び 2 次レベルの保健医療施設での保健サービスのほとん

どは、母子のためのものであることから、施設における保健医療従事者の技術力向上、保健医療従

事者による導入支援の下、実施するコミュニティでの住民参加型ヘルスプロモーション、1 次及び 2

次レベルにおいて保健サービス提供を担う市の行政能力向上の三つを柱とした本プロジェクトでの

アプローチは、母子の健康リスクの軽減のために適したアプローチであった。これまで蓄積された

FORSA アプローチの適用や、知見・経験を有したボリビア人コンサルタントを活用したことで、高

い効率性が確保されている。 

 活動の進捗については、終了時点までに、軌道修正後の活動計画に基づいた活動を完了する予定

であり、各成果については、課題が確認されているものの、おおむね達成が見込まれている。プロ

ジェクト目標の指標については、複数の指標について指標としての適切性の課題が確認されており、

プロジェクト目標を測る新たな指標が設定されることが望ましい。しかしながら、本終了時評価時

点では、成果の達成状況等を踏まえて、プロジェクト目標である妊婦及び 5 歳未満児の健康リスク

の減少に貢献できたと判断される。 

 プロジェクト実施運営においては、対象地域が広く、県保健局からの物理的距離もあり、困難が

多かったものの、プロジェクトオフィスを県保健局、及び二つの保健ネットワークの事務所に構え、

カウンターパートと密に連絡・調整を図り、円滑なプロジェクト実施に努めたことが認められた。

プロジェクト開始当初から、県保健局と緊密に協力してプロジェクトを実施してきたため、県保健

局側は本プロジェクトに対する理解が深い。プロジェクトの活動や作成した指針等は県保健局でそ

の有効性を認められ、県保健局で承認されている。また、県保健局から他の開発パートナー機関に

対して、本プロジェクトで実施した活動と同様の手法の適用を求めていることから、ポトシ県全域

への波及効果及び持続性の確保が大いに期待できる。 
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３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（1）保健省 

 プロジェクトで得られた結果は、SAFCI 政策の実施に有効であることが示されたため、保健

省内の関係部局で FORSA モデルの内容について分析し、議論することが推奨される。AJO 基

準に基づくリファラル・カウンターリファラルのシステム改善、CAI を通じた情報の分析の改

善、統合スーパービジョンの 3 点が優先的に議論すべきテーマであると考えられる。 

 

（2）県保健局 

 本プロジェクトの活動の維持・向上のための予算確保を行うこと。 

 技術及び能力の維持・向上のために、本プロジェクトで導入した統合スーパービジョンを継続

的に実施すること。 

 県全域へ本プロジェクトの成果を拡大普及すること。 

 

（3）プロジェクト対象 11 市 

 保健の年間活動計画（Plan Operativo Annual：POA）への予算計上を適宜行い、POA に沿った資

金拠出を行うこと。 

 市保健計画や年間活動計画は、CAI を含むさまざまな情報の分析に基づいて作成されている

が、分析そのものに改善の余地があるため、分析の精度を上げること。 

 

（4）プロジェクトチーム 

 県保健局とともに、適切なプロジェクト目標の指標を検討し、設定すること。 

 

３－７ 教 訓 

（1）プロジェクトのモニタリング体制及び計画の適時見直し 

本プロジェクトは、日本人専門家及び多数のボリビア人コンサルタントによって実施されてい

た。それぞれ担当する活動の進捗状況については把握しているものの、プロジェクト全体のモニ

タリング・進捗状況の確認については、関係者間で十分行われなかった。このため、活動計画の

見直しや修正が適時で行われなかった。プロジェクト活動全体の適切なモニタリングの実施が困

難であった要因の一つとして、非常に多くのボリビア人コンサルタント（計 18 名）が活動してい

たことが考えられる。このような形態のプロジェクトの運営では、関係者間でモニタリングの方

法や頻度、結果の活用について、共通認識をもち、実施していくことが重要である。 

 

（2）県保健局との協働 

プロジェクト開始当初から県保健局との情報共有、協働での活動実施が行われていたことによ

り、県保健局側のオーナーシップが高まった。県保健局は、プロジェクトの活動について深く理

解しており、評価している。県保健局側のイニシアティブで、対象の両保健ネットワークだけで

なく、県全体でプロジェクトの活動を導入しようとの動きがある。カウンターパート側の高いオー

ナーシップは、活動の持続性と波及効果が確保されるため、プロジェクトが実施したプロセスは

効果的で適切であった。 
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（3）過去の協力の活用 

本プロジェクトは、2001 年以降、ボリビア国内各地で実施してきた FORSA プロジェクトを踏

襲している。プロジェクトの枠組みだけでなく、ボリビア人コンサルタントといった人的リソー

スや、過去の案件での協力の成果を有効に活用することにより、効果的、効率的な協力が実施で

きた。 
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Evaluation Summary 

 

1. Outline of the Project 

Country: Plurinational State of 

Bolivia 

Project Title: Maternal and Child Health Network Improvement 

Project in Potosi 

Issue/Sector: Health Cooperation Scheme: Technical Cooperation 

Division in charge: JICA Bolivia 

Office 

Total Cost：250 million JPY 

Period of 

Cooperation 

(R/D):  

June 28, 2013 – June 

27, 2017 

Partner Country’s Implementing Organization: Ministry of Health 

and Department of Health Service in Potosi Prefecture 

Supporting Organization in Japan: Juntendo University 

Other Related Projects: 

1-1. Background 

Among the Latin-American countries, the Plurinational State of Bolivia (hereinafter referred to as 

“Bolivia”) has the second-worst maternal mortality rate and mortality rate of children under 5, beside the 

Republic of Haiti; maternal mortality rate is 190 (per 100,000 live births) and mortality rate of the children 

under 5 is 51 (per 1,000 live births) (WHO, 2013). Especially in the altiplanos of Bolivia where the Potosi 

prefecture is situated, indices of maternal and child health (hereinafter referred to as “MCH”) are even 

worse than other areas of Bolivia, due to the combined factors such as difficulties in accessing to health 

services of health facilities, skill shortage of health personnel, and lack of knowledge and awareness of 

health in community population. 

Under these circumstances and based on the request of the Government of Bolivia, a technical cooperation 

project entitled the “Maternal and Child Health Network Improvement Project in Potosi” (hereinafter 

referred to as “the Project”) has been implemented for four years from 2013 to 2017. Considering the 

regional characteristics of project sites, Uyuni Health Network and Tupiza Health Network, it has been 

implemented activities such as improvement of maternal and child health services at health facilities, health 

promotion activities with community participation, and strengthening health administrative management 

skill at municipality level with a main counterpart of the Department of Health Service of Potosi Prefecture 

(hereinafter referred to as “SEDES-Potosi”) by referencing previous technical cooperation projects of JICA, 

strengthening Health Network Projects (hereinafter referred to as “FORSA projects”).  

As the Project is reaching the closing phase, it is conducted the Terminal Evaluation to review and evaluate 

the project performances and achievements, as well as to extract recommendations and lessons learnt from 

the Project to be utilized in other similar projects in the future.  

 

1-2. Project Overview 

The Project is to contribute to improve the maternal and child health situation in Potosi by reducing the 

health risks of pregnant women and children under age 5 through the improvement of maternal and child 
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health services in primary health facilities, conducting the health promotion activities with community 

participation and the strengthening health administration capacity at municipality level at the two target 

areas of the Uyuni Health Network and the Tupiza Health Network. 

 

(1) Overall Goal 

MCH situation is improved in Potosi. 

 

(2) Project Purpose 

Health risks are reduced in the pregnant women and children under age five at the Project sites. 

 

(3) Outputs 

1) The health human resource at the Project sites has enough skill to care for pregnant women and children 

under age five. 

2) The health staff and community generate a process of finding on “Living Together Well” for pregnant 

women and children under age five at the Project sites. 

3) The health information of the Project sites has timely, reliable and properly analyzed for decision 

making at the municipal level. 

 

(4) Input (at the time of this Evaluation) 

The Japanese Side 

— Dispatch of Experts (Long-term): 2 persons (Project Coordinator/Community Participation and 

Project Coordinator/Training Management); (Short-term)：4 persons (Chief Advisor, Health 

Information Analysis, Neonatal Care, and Evaluation and Analysis) 

— Provided Equipment: approx. USD 395,000 

— Overseas Activities Cost: approx. USD 750,000 

The Bolivian Side 

— Allocation of Counterpart Personnel: 27 persons 

— Facilities, materials and equipment: project office spaces in SEDES-Potosi, Uyuni Health Network 

Office and Tupiza municipal office, personal computers, office supplies, etc. 

— Local Costs: approx. 73,000 USD (domestic travel costs, etc.) 

2. Terminal Evaluation Team 

Members 

Mr. Hajime TSUBOI Leader Senior Representative, JICA Bolivia Office 

Ms. Mie AOKI 
Cooperation 

Planning  
Representative, JICA Bolivia Office 

Dr. Cesar MIRANDA 
Community 

Health 
Program Officer (Health Sector), JICA Bolivia Office 

Dr. Yoichi INOUE  
Evaluation and 

Analysis  

Senior Consultant, Consulting Division, Japan 

Development Service Co., Ltd.  

Period of 

Evaluation 
February 13, 2017 – March 3, 2017 Type of Evaluation: Terminal Evaluation 
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3. Summary of Evaluation Results 

3-1. Achievements 

(1) Output 1 

The Project has strengthened the capacity of heath personnel in the following 6 themes: 1) improvement of 

MCH services; 2) strengthening referral and counter-referral system in maternal and child care; 3) 

improvement of medical equipment maintenance; 4) improvement of biosafety in health facilities; 5) 

improvement of integrated supervision; and 6) early childhood development. 

The medical skills and health environment of health facilities are considered to be improved to some extent 

in the area of MCH services, medical equipment maintenance, biosafety and early childhood development 

as of the Terminal Evaluation and it is necessary to develop capacity continuously. In terms of referral and 

counter-referral system, it is confirmed that the quality of referral has been enhanced by introducing the 

criteria of “AJO” (A stands for “Appropriateness”, J stands for “Relevance” and O is for “Timeliness” in 

Spanish). With proper function of the integrated supervision, it is expected to continuously improve the 

technical skills. 

For these reasons, the achievement level of the Output 1 is acceptable as of the Terminal Evaluation. 

 

(2) Output 2 

The Project has strengthened the capacity of health personnel and enhanced activities with community 

participation in the following 3 themes: 1) introduction of the Education for Life component; 2) 

reinforcement of participatory project; and 3) early childhood development in families. 

A total of 153 teams of Education for Life have been organized. Eighty-three (83) of these teams created 

their own action plans, and 21 completed their activities in accordance with the plans as of the Terminal 

Evaluation. Additionally, 9 teams have already moved on to another activity cycle; thus, it shows that the 

Education for life component is being adopted in community activities. 

Meanwhile, community activities in addition to daily duties can be a huge burden for health personnel. As 

an example, by implementing the Education for Life program and supporting communities to conduct their 

activities, health personnel visit communities after work hours or on weekends, which leads to a limitation 

to expand community activities. Therefore, it is necessary to improve the implementation system or 

mechanisms for health personnel in order to introduce and conduct technical follow-up of Education for 

Life in an effective and efficient manner to the communities performing their daily duties. 

For these reasons, the achievement of the Output 2 is basically appropriate as of the Terminal Evaluation. 

 

(3) Output 3 

The Project developed capacity in the following 2 themes: 1) improvement of the health information 

quality; and 2) improvement of CAI methodology (CAI stands for “health information analysis committee” 

in Spanish) for municipalities to strengthen CAI and health project cycle. 

With the technical assistance of the Project, action plans are created with stakeholders’ participation (i.e. 

community residents), and proper monitoring of their progress. Furthermore, 8 out of 11 target 
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municipalities of the Project created 5-year health plans with community participation in accordance with 

the guidelines of the Ministry of Health. This municipal health plan is based on the result of problem 

analysis matrix. The health plans were referenced in the Integrated Community Development Plan for 

Living Together Well (PTDI: the abbreviation of the plan in Spanish), which is promoted by the 

government of Bolivia; the health-related field of the PTDI is planned on the basis of the realistic needs of 

the community. 

The municipal health plans and annual action plans are based on various information sources including 

CAI. However, one of the continuous challenges is needing improvements in the analysis itself.  

For these reasons, the achievement of the Output 3 is regarded to be appropriate basically as of the Terminal 

Evaluation. 

 

(4) Project Purpose 

It is difficult to define the causal relation between the indicators of Project Purpose and the intervention of 

the Project; however, as described above in the achievements of Outputs, the Project established the basis to 

improve and maintain technical skills and the problem-solving capacity of health personnel. The 

community activities by health personnel and community people, based on the Education for Life, are being 

established and expanded. Furthermore, the Project has supported the Ministry of Health to revise the 

“Local Guide of Education for Life” as well as developed and introduced other various materials such as 

“CAI Simple Guide” and the “Referral and Counter-referral Guide” to apply AJO criteria, some of which 

were approved as prefectural ordinances and were applied to whole areas of Potosi. For these reasons, it is 

considered that the Project has established a foundation to achieve the Project Purpose: to reduce the health 

risks in pregnant women, nursing mothers and under-5 children in the target areas as of the Terminal 

Evaluation. It is worth noting that the benefits of the Project are being expanded and disseminated to 

non-targeted areas of the Project. 

Furthermore, by validating the evidence, the Project has confirmed that the intervention of the activity with 

community participation improved health-related Quality of Life (QOL). The intervention of the Project has 

contributed to achieving the Project Purpose. It is recognized as a significant outcome since there is 

scientific proof of a causal relationship between health promotion activities and the improvement of 

health-related QOL. In addition, the Project has provided health personnel many training opportunities and 

trained many facilitators for sustainable implementation of activities. 

Even though there are still challenges, it is regarded that a foundation was established to improve MCH in 

the future; therefore, the achievement of the Project Purpose is appropriate at the time of the Terminal 

Evaluation. 

 

3-2. Summary of Evaluation Results 

(1) Relevance 

The implementation of the Project is highly relevant. 

Bolivia has been suffering from high maternal mortality rate and high under-5 mortality rate; especially in 
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the Potosi prefecture, MCH-related health indices are even worse than other areas of Bolivia. Therefore, the 

need to improve the health situation in these communities as well as access to health services is still high. 

Under these circumstances, the Ministry of Health has been implementing the SAFCI policy (SAFCI stands 

for “Family Community Intercultural Health” in Spanish) with an emphasis on enhancing access to health 

services, and health promotion approach. This was done instead of the traditional health facility based 

approach in favor of respecting multiple cultures and communities to further improve the health of rural and 

agricultural areas, mothers and children, and the indigenous people. Since the Project is aligned with health 

policy of Bolivia, the implementation of the Project was a high priority for the Ministry of Health. 

Regarding Japan’s aid policy for Bolivia, it is clearly stated that “Japan will extend cooperation, bearing in 

mind the needs of improving access to health services for the poor, taking note of the remaining internal 

disparities” in Japan’s global health policy document of “Basic Design for Peace and Health” (September 

2015). Therefore, it is consistent in the Project Purpose to improve the access of health services, especially 

in rural and remote areas.  

In addition, it is noted that the insufficient skills of health personnel as well as low awareness of community 

for health and improper administrative health management are factors of health risks for pregnant women, 

nursing mothers and under-5 children in the target areas of the Project. The Project applied the necessary 

approach to solve these issues with the following 3 outputs: 1) improve the skills and knowledge of health 

personnel to improve the quality of MCH care, 2) enhance health promotion with community participation, 

and 3) improve planning based on reliable analysis and its implementation.  

 

(2) Effectiveness 

The implementation of the Project is basically effective. 

All the Outputs of the Project (1, 2 and 3) are mostly achieved and it is scientifically demonstrated that the 

intervention of health promotion improved the health-related issues. For these reasons, the implementation 

of the Project is basically effective considering that it has established a foundation to achieve the Project 

Purpose, and health risks are reduced in pregnant women and children under age five at the Project sites, 

and the effectiveness of the Project is expected to be maintained and improved with integrated supervision.  

In terms of information analysis, even though the Project supported a needs assessment utilizing the 

problem analysis matrix and analysis of integrated supervision results, improvement is still needed in the 

following areas: how to organize information and data acquired by analysis to be made useful for specific 

purposes, how to recognize the significance of this information, and how to analyze the implication of this 

information to the planning activities and its implementation.  

 

(3) Efficiency 

It was relatively efficient to implement the Project. 

The progress of some project activities was affected by unexpected external factors. However, the Project 

made effort to have discussions with stakeholders and to adjust and modify activities as needed. Therefore, 

completion of all of the planned activities by the end of the project period is expected. With regard to 
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inputs, the training contents and methodology of implementation of Output 1 were designed by local project 

consultants and has not reviewed by JICA expert(s), so it seemed to be an insufficient input and additional 

technical advice by experts was desired. 

In relation to collaboration with other resources, the Japan Overseas Cooperation Volunteers (JOCV) were 

assigned in several health facilities and communities in the target 2 Health Networks. It was an efficient 

collaboration with regard to sharing information and follow-ups of activities, which contributed to the 

progress of the Project to some extent. 

 

(4) Impact 

Several positive impacts are observed or expected. 

Concerning the expansion of the benefits of the Project to non-targeted areas, the Project has developed 

several materials such as guides and are defined as official documents to be used, even in the non-targeted 

areas in the Potosi. The SEDES-Potosi appreciates the project approach and took the initiative to promote 

its application to the non-targeted areas. Therefore, it is expected to sustain the activities even after the end 

of the project period. 

Additionally, there has been collaboration with other developing partners in conducting training with the 

guide developed by the Project. It is considered a “spillover” effect and is a positive impact. Also, it was 

confirmed that collaboration and cooperation were made with other sectors of the JICA projects.  

 

(5) Sustainability 

The sustainability of the Project is expected to be relatively high. 

Political and Institutional Aspect: The SAFCI polity is the basic health policy of Bolivia; it is expected to be 

maintained after the end of the project period. Also, the SEDES-Potosi has appreciated the approach of the 

Project and took initiative to promote its application to the entire Potosi under the collaboration with other 

development partners. Therefore, it is highly expected that the benefits of the Project will be sustained in 

terms of political and institutional aspects. To ensure its sustainability, the Ministry of Health and the 

SEDES-Potosi would take some desired measures such as the establishment of a system for health 

personnel to conduct community activities effectively, and address the issue of high turnover of health 

personnel. 

Financial Aspect: The SEDES-Potosi stated a strong will to maintain and even extend current activities 

under the initiative of the SEDES-Potosi after the end of the project period. The SEDES-Potosi has already 

extended some activities and allocated budget for necessary activities within the project period. 

However, budget allocation at the target municipality is not sure, and it has resulted in negative influences 

on the activities such as biosafety in health facilities. Although the proper process of evidence-based health 

activity planning at municipalities is being established, it is recommended to further strengthen the capacity 

of planning based on adequate analysis of health information and cost from the perspective of financial 

sustainability. 

Technical Aspect: The Project has developed various materials to implement the SAFCI policy, and most of 
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them were officially approved by the SEDES-Potosi. Since the SEDES-Potosi has started applying the 

guides to the non-targeted areas of the Project already, it is expected that skills and techniques mentioned in 

those guides will be sustained after the end of the project. All the training is aligned with the actual 

guidelines and protocols of the Ministry of Health, thus the technical skills of health personnel will be 

maintained if they continue improving their skills and applying integrated supervision. 

 

3-3. Factors that promoted the achievement of the Project 

(1) Factors concerning planning 

The Project was supposed to be implemented by utilizing experiences and achievements of previous 

FORSA projects. The local consultants, who had been engaged in the previous FORSA projects, utilized 

their knowledge and experience to actively implement project activities. It is considered to be one of the 

factors promoting the enhancement of the Project’s effectiveness utilizing experienced consultants as 

master trainers. 

 

(2) Factors concerning the implementation process of the Project 

The SEDES-Potosi showed significant ownership and demonstrated a dedicated commitment to the Project 

by approving materials developed by the Project and promoting its application to the entire prefecture. This 

is regarded as a positive factor to enhance effectiveness of the Project. 

 

3-4. Factors that impeded the achievement of the Project 

(1) Factors concerning planning 

The trained facilitators should have provided training to the health personnel. However, the Project did not 

plan the operation of the training well by not considering the daily duties of the facilitators who work at 

health facilities. Thus, the trainings were conducted by local consultants instead of facilitators.  

This has hindered the efficiency of the Project to a certain extent, considering the aspect of making good 

use of human resources effectively and the efficient planning and implementation of training. 

 

(2) Factors concerning the implementation process of the Project 

No major obstacles have been observed. 

 

3-5. Conclusions 

The Project has been strongly consistent with the health policy of Bolivia and the Country Assistance 

Policy of Japan; in addition, there was a huge need regarding maternal and child health in the project site, 

Potosi. The Project is aimed at reducing the health risks of pregnant women and children under age of five 

at the project sites utilizing the experiences accumulated in the previous FORSA projects which were 

implemented in various places in Bolivia. The Project was focused on the health services provided by 

primary health facilities, which are mostly for pregnant women, mothers and children. Therefore, the 

project approach--comprised of the following three components--was adequate to improve maternal and 

child health: 1) strengthening technical skills of health personnel at health facilities, 2) health promotion 
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activities with community participation lead by health personnel, and 3) strengthening the capacity of 

administrative management at municipalities to improve the provision of health services at primary health 

facilities. In terms of efficiency, the Project applied the approach acquired from previous FORSA projects 

and the input of local consultants who had significant knowledge and experience. 

In regard to the progress of the Project, even though there have been some difficulties, it is expected to 

complete all the activities based on the modified plan of activities and it is expected to achieve all the 

outputs before the end of the Project. It was observed that some indicators for the Project Purpose were not 

adequate to measure the achievement, thus it is desirable for new adequate indicators to be established. 

However, at the time of the Terminal Evaluation, it is considered that the Project has contributed to reduce 

the health risk of pregnant women and children under age five based on the achievement of outputs of the 

Project. 

With respect to management of the Project, there were difficulties because the project site was extensive 

and far from SEDES-Potosi office. The Project established its office in the SEDES-Potosi office and each 

Health Network to facilitate coordination with SEDES-Potosi and ensure smooth implementation of the 

Project. Since the beginning of the Project, there has been close cooperation with SEDES-Potosi to 

implement it, and therefore the members of the SEDES-Potosi have a deep understanding and strong 

ownership of knowledge about the Project. Some materials developed by the Project were approved 

officially, and SEDES-Potosi requested that other development partners apply the same approach as the 

Project; it is expected to ensure the spillover effect and sustainability widely in the Potosi.  

 

3-6. Recommendations 

(1) Ministry of Health 

• Analyze and discuss the Project contents with related departments, considering that a proven result of 

the Project is that it is effective to implement the SAFCI policy. 

 

(2) SEDES-Potosi 

• Ensure budget to sustain and improve the activities conducted by the Project. 

• Implement the integrated supervision developed by the Project on a continuous basis to maintain and 

improve the technical skill and capacity. 

• Expand the achievements of the Project to the entire Potosi prefecture. 

 

(3) 11 municipalities under the Project sites 

• Allocate budget for the health-related activities of the annual plan of operation and execute budget 

based on the plan. 

• Improve the accuracy of analysis since the Project supported creating a municipal health plan and 

annual plan of operation based on various information analyses including CAI. 

 

(4) Project Team 

• Consider and establish adequate indicators for the Project Purpose with SEDES-Potosi. 
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3-7. Lessons Learned 

(1) System of project monitoring of the Project and timely readjustment of the plan 

The Project was implemented by several Japanese experts and Bolivian local consultants. Each had some 

understanding about the progress of their respective activities. However, methodology of the monitoring 

and management of the project has not been consolidated among them, which interrupted a timely 

readjusting and modifying the plan of activities. One of the factors that caused difficulty to monitor the 

Project includes having many local consultants at a given moment (In total 18 consultants). It is important 

that all of the stakeholders have a common understanding of not only about implementation of the activities 

but also about the management such as methodology and frequency of monitoring and providing feedback 

of the results of the monitoring. 

 

(2) Collaboration with SEDES-Potosi 

The ownership of the SEDES-Potosi has enhanced because the Project shared information frequently and 

conducted activities with collaboration of the SEDES-Potosi from the beginning of the Project. The 

SEDES-Potosi has a deep understanding of the Project and is trying to expand the activities to the entire 

prefecture. A strong ownership of the counterparts ensures sustainability and the spillover effect. Therefore 

it is confirmed that the project approach was adequate and effective. 

 

(3) Utilizing the previous cooperation 

The Project has been following the approach of the previous FORSA projects which were implemented at 

various sites of Bolivia since 2001. It enabled effective and efficient implementation of the Project by 

utilizing not just the framework but also the achievements and the human resources such as Bolivian local 

consultants. 
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第１章 終了時評価調査の概要 

 

１－１ 終了時評価調査の経緯と目的 

ボリビア多民族国（以下、「ボリビア」と記す）は妊産婦死亡率 190（出生 10 万対）及び 5 歳未満

児死亡率 51（出生 1,000 対）と中南米においてハイチに次いで高い数値を記録しており（世界保健機

関：WHO、2013 年）、なかでも先住民が多く居住する高地高原地域の健康指標が悪く、国全体の高

い死亡率に大きな影響を与えている。ボリビア南西部に位置するポトシ県は、妊産婦死亡率 255（出

生 10 万対）と全国で最も指標が悪い県の一つであり（保健省、2011 年）、国内でも母子保健の状況

改善が急務とされている。 

ボリビア保健省は、地方・農村部住民、母子、先住民など社会的弱者が排除されない社会をめざし

た取り組みとして、従来の保健医療従事者主導の医療モデルに加え、保健医療サービスの受け手であ

る住民も参加することで、多文化・コミュニティを尊重しつつ、健康向上をめざすための「多文化コ

ミュニティ家族保健（以下、「SAFCI 政策」）を 2008 年以降施行している。しかしながら、地方・農

村部では、保健医療施設へのアクセスが困難であることに加え、地域住民へ基本的サービスを提供す

る 1 次保健施設の保健医療従事者の技能不足、地域住民自身の健康意識の低さ等が大きな課題となっ

ている。 

このような状況下、ボリビア政府の要請に基づき、ポトシ県のウユニ保健ネットワーク及びトゥピ

サ保健ネットワークを対象として「ポトシ県母子保健ネットワーク強化プロジェクト」（以下、「本プ

ロジェクト」）を 2013 年 6 月から 4 年間の計画で実施している。独立行政法人国際協力機構（以下、

「JICA」）はこれまで他県で実施した類似の保健ネットワーク強化プロジェクト（以下、「FORSA」）

を先行事例として、保健施設における母子保健サービスの改善、住民参加型ヘルスプロモーション、

市レベルにおける保健行政の能力強化を実施している。 

今回実施する終了時評価調査は、2017 年 6 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の実

績、成果を確認・評価するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び類似事業の実施にあ

たっての教訓を導くことを目的として実施した。 

 

１－２ 調査団の構成 

合同終了時評価調査団（以下、「調査団」）の構成は以下のとおり。 

〈日本側〉 

担当業務 氏 名 所 属 

団長・総括 坪井 創 JICA ボリビア事務所 次長 

協力企画 青木 美江 JICA ボリビア事務所 所員 

地域保健 Dr. Cesar Miranda JICA ボリビア事務所 ナショナルスタッフ 

評価分析 井上 洋一 ㈱日本開発サービス 調査部 主任研究員 
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〈ボリビア側〉 

氏 名 役職・所属 

Dr. Elias Huanca 保健省計画局 技術者 

Dr. Hector Alarcon ポトシ県保健局計画課 技術者（プロジェクト担当） 

 

１－３ 調査日程 

 終了時評価調査は、2017 年 2 月 13 日から 3 月 3 日の期間で、サイト視察、インタビュー、プロジ

ェクト報告書等の関連文書レビューが実施された。詳細は、付属資料１の調査日程表のとおり。 

 

１－４ プロジェクトの概要 

本プロジェクトは、保健人材の能力強化を通じた保健施設における母子保健サービスの改善、住民

参加型ヘルスプロモーションの実施、市レベルにおける保健行政の能力強化により、妊婦と 5 歳未満

児の健康リスクの減少を図り、もって母子の健康状態の改善に貢献するものである。本プロジェクト

の枠組みは、以下のとおり。詳細は付属資料２の PDM（version 1）のとおり。 

 

（1）ボリビア側実施機関 

 保健省及びポトシ県保健局 

 

（2）対象地域 

① トゥピサ保健ネットワークと同ネットワークが管轄する 5 市：トゥピサ、アトチャ、モヒネ

テ、サン・パブロ・デ・リペス、サン・アントニオ・デ・エスモルコ 

② ウユニ保健ネットワークと同ネットワークが管轄する 6 市：ウユニ、コルチャ・カ、サン・

ペドロ・デ・ケメス、ジカ、タウア、サン・アグスティン 

 

（3）プロジェクト期間 

 2013 年 6 月 28 日～2017 年 6 月 27 日（4 年間） 

 

（4）プロジェクト概要（PDM version 1、2014 年 11 月 5 日） 

上位目標 ポトシ県において母子の健康状態が改善される。 

プロジェクト目標 
プロジェクト対象地域において妊婦と 5 歳未満児の健康リスクが減少

される。 

成 果 

成果 1 

プロジェクト対象地域において、保健人材が妊婦並びに 5 歳未満児の

ケアに十分な技術力・解決能力をもつようになる。 

成果 2 

プロジェクト対象地域において、保健医療従事者及びコミュニティによ

って、母子の「より良く生きる（Vivir Bien）」1を追求するプロセスが家

                                                        
1 アンデスに生きる人々の疾病に対処するというよりも健康的に生きることを重要視した健康観をいう。具体的な内容はかなり包

 



– 3 – 

族とコミュニティに生まれる。 

成果 3 

プロジェクト対象地域において、市レベルの意思決定のために、適時で

信頼性のある保健情報が活用され、適切な分析がなされる。 

活 動 

活動 1 

1-1. 母子保健サービスの技術の向上 

1-2. 母子ケアでのリファラル・カウンターリファラルシステム強化 

1-3. 医療機材メンテナンスの改善 

1-4. 保健施設のバイオセーフティと固形廃棄物処理の向上 

1-5. 支援的スーパービジョンの改善 

1-6. 幼児発達コンポーネント 

活動 2 

2-1. 「生活のための現地教育2」コンポーネントの導入 

2-2. 参加型事業の強化 

2-3. 家族における幼児発達 

活動 3 

3-1. 保健情報の質改善 

3-2. 情報分析委員会（CAI）手法の改善（特に市の CAI）と保健事業サ

イクルの強化 

 

（5）プロジェクトとボリビアの SAFCI 政策、世界及び日本の経験との関連性 

 本プロジェクトはボリビアの保健に関する基本政策である SAFCI 政策を直接支援するもので

ある。SAFCI 政策は①コミュニティへの介入に関与する「ケアモデル」と②住民が自らの健康

決定要因をコントロールできる「管理モデル」によって構成される。 

 SAFCI 政策の「ケアモデル」は WHO の健康戦略の「プライマリ・ヘルスケア」に、「管理モ

デル」は「ヘルスプロモーション」にそれぞれ対応する。同様に、「ケアモデル」は日本の経験

の「地域保健医療活動」に、「管理モデル」は「生活改善普及活動」に、それぞれ相互作用的関

連性をもって対応している。 

 本プロジェクトは、技術力・解決能力の向上（成果 1）が SAFCI 政策の「ケアモデル」に、

保健医療従事者とコミュニティによる「より良く生きる」を追求するプロセスの醸成（成果 2）

が「管理モデル」に対応し、信頼性のある保健情報分析に基づく市の意思決定（成果 3）が成果

1 と成果 2 を有機的に連結させるものである。このようなプロセス・概念の下で、プロジェクト

目標「プロジェクト対象地域において妊婦と 5 歳未満児の健康リスクが減少される」をめざすも

のである。 

                                                                                                                                                                                   
括的で、例えば、よく食べること、仕事をもつこと、人々をとりまく家族、大地、水、動植物、空気といった環境に敬意を払う

こと、すべての人のためになる組織をもつことなども含まれる。 
2 現政権下で策定された国家の保健に関する基本政策である多文化コミュニティ家族保健（SAFCI）政策のなかで、コミュニティ参

加によるヘルスプロモーション活動を行う事業の方法論を指す。ヘルスプロモーション活動とは多様な健康の決定要因に介入す

る活動であり、狭義的な医療や保健に限定した活動ばかりではなく、より良く生きるために必要な生活習慣、労働、生活環境、

社会参加活動なども含む。 
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 以下に、上述の関連性を図で示す。 
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第２章 終了時評価の方法 

 

２－１ 終了時評価の実施方法 

 終了時評価は「JICA 事業評価ガイドライン第 2 版」（2014 年 5 月）及び「JICA 事業評価ハンドブ

ック（Ver.1.1）」（2016 年 5 月）に沿って実施された。実績・実施プロセスの確認と 5 項目評価を行

うため、評価設問、必要な情報・データ、情報源、データ収集方法について評価グリッド（付属資料

３）を作成した。 

 調査団は評価グリッドに基づき、カウンターパートや各関係機関、JICA 専門家に対して質問票に

基づくインタビューや、活動を実施している現場視察を行い、プロジェクトのレビューを実施した（主

要面談者は、付属資料４を参照）。 

 日本とボリビアの合同で、プロジェクト成果の到達度の確認及び評価 5 項目での分析を実施し、調

査結果は合同終了時評価報告書に取りまとめた。 

 評価作業は、以下の手順のとおりである。 

① 最新プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）（version 1）（付属

資料２）に基づいてプロジェクトの全体の進捗をレビューし、評価 5 項目の評価基準に従って

評価時点でのプロジェクト成果を評価する。 

② プロジェクトの成果及び目標に対する促進要因及び阻害要因を検討する。 

③ 上記の分析結果に基づいてボリビア側と共同で残りのプロジェクト期間での活動方針につい

て協議する。 

④ プロジェクト期間終了までのプロジェクト目標の着実な達成に向けた提言を行うとともに、必

要に応じて PDM の見直しを行う。 

⑤ 合同終了時評価報告書に調査結果を取りまとめる。 

 

２－２ 評価 5項目 

 本終了時評価に用いた評価 5 項目の概説を以下に示す。 

評価 5 項目 概 説 

妥当性 

プロジェクトの目標（PDM のプロジェクト目標、上位目標）が、受益者のニーズと

合致しているか、援助国側の政策と日本の援助政策との整合性はあるかなど、「援助

プロジェクトの正当性」を検討する。終了時評価での妥当性評価は、現状・実績に

基づいて検証作業を行う。 

有効性 

PDM の「プロジェクトの成果」の達成度合いと、それが「プロジェクト目標」の達

成にどの程度結びついたかを検討する。終了時評価での有効性評価は、現状・実績

に基づいて検証作業を行う。 

効率性 

プロジェクトの「投入」から生み出される「成果」の程度を把握する。各投入のタ

イミング、量、質の適切度を検討する。終了時評価での効率性評価は、現状・実績

に基づいて検証作業を行う。 

インパクト 
プロジェクトが実施されたことにより生じる直接・間接的な正負の影響を検討する。

終了時評価でのインパクトは、予測・見込みに基づいて検証作業を行う。 
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持続性 

援助が終了したあとも、プロジェクト実施による便益が持続されるかどうか、自立

発展に必要な要素を見極めつつ、プロジェクト終了後の政策・制度、財政、技術的

観点で自立発展の見通しを検討する。終了時評価での持続性評価は、予測・見込み

に基づいて検証作業を行う。 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 

 

３－１ 投入実績  

（1）日本側 

 以下に、終了時評価調査時点の日本側の投入実績を示す。なお、以下に示した金額は 2017 年

2 月時点の JICA 統制レート3を用いて換算した。  

構 成 投 入 

専門家派遣 

 

 

ローカルコンサルタ

ント 

長期専門家（合計 2 名）：業務調整/住民参加、業務調整/研修管理 

短期専門家（合計 4 名）：チーフアドバイザー/ヘルスプロモーション

政策、保健情報分析、新生児ケア、モニタリング/評価手法 

ローカルコンサルタント（合計 18 名）：社会文化調査、リファラル・

カウンターリファラル/ケアの質、ケアの質、バイオセーフティ、医

療機材研修調整、参加型事業/生活のための教育、コミュニティ事業/

参加型事業、参加型事業、保健情報の質の改善、保健情報の管理/意

思決定、コーディネーター/CAI/スーパービジョン、会計/事務 

（詳細は付属資料 5-1 を参照） 

機材供与 総額：4,547 万 3,045 円（265 万 3,607.75 BOB） 

内容：プロジェクト用車両 2 台、胎児用ドップラー、エコー、出産シ

ミュレーター、酸素吸入器、保育器等 

（詳細は付属資料 5-2 を参照） 

在外事業強化費 

（2016 年 11 月時点） 

総額：8,638 万 8,467 円（約 75 万 264.60 USD、約 504 万 1,252.60 BOB） 

– 2013 年：1,008 万 6,943 円 

– 2014 年：3,217 万 1,328 円 

– 2015 年：3,217 万 3,987 円 

– 2016 年：1,195 万 6,210 円 

（詳細は付属資料 5-3 を参照） 

 

（2）ボリビア側 

 以下に、終了時評価調査時点のボリビア側の投入実績を示す。 

構 成 投 入 

カウンターパート配置 合計 27 名 

ポトシ県保健局長、計画課長、全国保健情報システム（Sistema 

Nacional de Información en Salud：SNIS）課長、ネットワーク・サー

ビス責任者、ネットワークコーディネーター、統計担当等 

（詳細は付属資料 5-4 を参照） 

施設及び資機材 総額：340 万 1,900 円（19 万 8,520 BOB） 

                                                        
3 1 米ドル（U.S. Dollar：USD）＝115.144000 円（JPY）、1 ボリビアーノ（Boliviano：BOB）＝17.136310 JPY、1 USD＝6.7193 BOB 
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内容：PC、オフィス用品など 

プロジェクト事務所スペース（ポトシ県保健局内、ウユニ保健

ネットワーク事務所内及びトゥピサ市所有敷地内）の提供 

現地活動費 総額：836 万 2,614 円（48 万 8,005.50 BOB） 

カウンターパート旅費交通費ほか 

（詳細は付属資料 5-5 を参照） 

 

３－２ 活動と成果の達成度 

（1）プロジェクト活動の実績 

 成果に係るプロジェクト活動の実績を以下に示す。 

【成果 1】 

プロジェクト対象地域において、保健人材が妊婦並びに 5 歳未満児のケアに十分な技術力・解決

能力をもつようになる。 

活 動 達成事項 

1-1. 母子保健サービスの技術の向上 

1-1-1. 保健省の現行の母子

保健に関するケアプロト

コールに沿った保健人材

の技術力の開始時、現状診

断を行う。 

 プロジェクト期間開始前の 2013 年 1 月から 3 月にかけて、JICA の

雇用したローカルコンサルタントが対象地域における保健医療従

事者の母子保健関連の技術力診断のため、ベースライン調査を実

施した。 

 プロジェクト開始後、ローカルコンサルタントがそれぞれ担当す

る分野の現状診断を実施した。 

 「一生涯における継続ケアガイド（以下、「継続ケアガイド」）」等

の基準を知識として知っていても、内容については特に地方の保

健医療従事者が理解しておらず、基準に従った診断やケア、医療

行為等が実践されていないことが明らかとなった。係る状況の下、

プロジェクトは国家基準等に則した内容の理解（座学）と実習の

研修の必要性を確認した。 

 上記とは別に、2015 年 5 月に派遣された JICA 短期専門家（新生児

ケア）はローカルコンサルタントとともに 2 次病院及び対象の 1

次保健施設を視察し、新生児ケアに携わる専門医及び一般医の知

識・技術レベルについて医学的見地から診断、課題を分析した。 

1-1-2. 県保健局、保健ネッ

トワーク、市保健責任者と

参加型で研修計画を策定

する。 

 ウユニ、トゥピサとも、ローカルコンサルタントの支援の下、県

保健局、保健ネットワーク、市保健責任者が参加型で研修計画を

策定した。2014 年 8 月に作成された計画は 2015 年 5 月に県令とし

て県保健局の公式な計画として承認された（一部は 2015 年以降承

認された）。研修の内容は、保健省指定の継続ケアガイドに規定さ

れている母子保健関連の項目に基づいて決定されている。 

 JICA 短期専門家（新生児ケア）は課題分析の結果を踏まえ、新生児

ケアに係る基本的理論と実践に係る研修計画及び教材を作成した。 
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1-1-3. 現状診断に基づき決

定した基準に沿って既存

の施設の中に研修セン

ターを設置する。 

 各保健ネットワーク内の研修センターは、プロジェクト等で育成

されたファシリテーターによって研修を運営管理する目的で、2 次

病院の機能として加えられた。プロジェクト期間終了後も独自で

研修の運営管理が継続されることを目的としている。 

 プロジェクト開始当初、ウユニ、トゥピサそれぞれで 2 次病院を

研修センターとして機能させる準備をしていたが、関係者間でセ

ンターに期待する機能や運営方法などの考えがあいまいだったた

め、県令の手続きや、研修センターとしての認証で設立が遅延し

た。 

 プロジェクトの担当コンサルタントの側面支援の下、県保健局等

とともに研修センターの設置基準や定款を作成し、2016 年 12 月に

県保健局技術委員会が県令として承認した。 

 終了時評価時点では、トゥピサ市の 2 次病院であるエドゥアルド・

エギア病院が研修センターとして承認される見込みである。なお、

トゥピサでは承認前ではあるものの、独自に研修のための予算計

画を行い、2017 年の研修予算が確保されている。 

 ウユニ市の 2 次病院では研修センターとしての設置基準を満たせ

ない状況（専門医の不在等）により、認証のための準備、手続き

ができない状況である。 

 しかしながら、プロジェクトは研修センター設置の準備に並行し

て活動を進めており（ファシリテーターの養成や実際の研修の実

施など）、計画に従って 2 次病院等を活用した研修が適宜実施され

た。 

 なお、研修センターの定款には運営管理に関する役割分担が明記

されており、現場の保健医療従事者のニーズを反映した研修計画

の策定や連絡調整は、管轄する保健ネットワークが調整機能を果

たすこととされている。 

1-1-4. 選ばれた研修ファシ

リテーター及び指導員を

養成する。 

 ファシリテーターの育成のため、ウユニ及びトゥピサの 2 次病院

からそれぞれ 7 名、10 名の候補者を選抜し、「権利、多文化、ジェ

ンダーに焦点をあてた村落地域保健ネットワ－ク強化プロジェク

ト」（FORSA コチャバンバ）（2007 年〜2011 年）の経験が生かされ

ているヘルマン・ウルキディ母子病院で研修を企画した。しかし

ながら、研修員の日程調整等の問題により、最終的には合計 8 名

（ウユニ：4 名、トゥピサ：4 名）が参加した。 

 実際の研修が開始されたあとに、研修員から座学と実習の時間配

分に関する修正の提案があった。提案に基づき内容を変更・調整

しながら研修を進めたため、決められた期間では予定された全行

程を完了できなかった。その後は予算の制約から残りの研修を実

施できなかったが、プロジェクトは研修員をファシリテーターと
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して認定（研修受講証の授与）した。 

 同母子病院での研修に参加できなかった研修員合計 9 名に対して、

ポトシ県保健局が 1 次医療施設の医療従事者向けに「継続ケアガ

イド」に準拠したファシリテーター養成研修を行った。コチャバ

ンバのヘルマン・ウルキディ母子病院でプロジェクトが設定した

研修内容は、2 次病院の保健医療従事者向けであった。そのため、

県保健局の研修とプロジェクトが提供した研修は異なる内容で実

施されたことになる。しかしながら、この 9 名に対しても、プロ

ジェクトはファシリテーターとして認定した（研修受講証の授

与）。 

 これらの研修は 2014 年 6 月から 2015 年 3 月にかけて実施された。

なお、ウユニの 2 次病院ではプロジェクト開始当初から小児科専

門医が配置されておらず、2015 年には産婦人科専門医が離職した

ため、小児科及び産科関連のファシリテーターをプロジェクトが

育成することはできなかった。 

1-1-5. 「継続ケア」に焦点

を当てた研修コンテンツ

を適合させる。JICA の他の

プロジェクトで作成され

た成果品と国家規準に基

づいた研修コンテンツを

作成する。 

 母子保健に関連する患者管理、ケア等は「継続ケアガイド」に基

づくことが求められているため、研修内容や関連教材は、新規作

成もしくは既存のものを適合するよう修正する必要があった。 

 プロジェクトはその作業のため、ローカルコンサルタントを 2014

年 7 月に雇用したが、諸事情により 9 月に辞職したため、過去の

JICA プロジェクトが作成した既存の教材の見直し、研修内容決定、

必要に応じた教材の作成作業は 2014 年 9 月に中断した。 

 その後の教材作成等に関しては、以下の活動 1-1-7 を参照。 

1-1-6. ポトシ県の現状に基

づき母子保健の技術ガイ

ドを見直し、編集、印刷、

導入する。 

 「継続ケアガイド」は包括的で膨大な内容であった。准看護師レ

ベルの教育（救急、服薬管理、点滴処置等）は存在するが、読み

込むには難解であるため、シンプルかつ要点が明確な技術ガイド

の作成が求められていた。 

 ポトシ県の現状を考慮した技術ガイドの作成を検討したところ、

国連児童基金（United Nations Children’s Fund：UNICEF）や国連人

口基金（United Nations Population Fund：UNFPA）などのプロジェ

クトに適当な既存の教材はなく、独自に作成するには人材・時間

が足りないため、2015 年 8 月にプロジェクトでは上記の教材を作

成しないことに決定した。 

 ただし、プロジェクトでは上記の状況を考慮して、准看護師を含

む保健医療従事者への研修実施の際には、ファシリテーターがな

るべくかみ砕いて説明する、理解するまで繰り返し説明するなど

の工夫をすることで対応した。 

1-1-7. その他研修に必要な

研修マテリアルの作成、調

 活動 1-1-5 で示したとおり、2014 年 9 月に研修内容の決定や教材の

見直し、新規作成作業は中断した。他方、ケアの質に関する研修
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達（印刷）を行う。 のマテリアルで不足するものはプロジェクトのローカルコンサル

タント（ケアの質担当）が適宜作成した。 

 過去の JICA プロジェクト〔FORSA コチャバンバや「サンタクル

ス県母子保健ネットワーク強化プロジェクト」及び「地域保健シ

ステム向上プロジェクト」（それぞれ FORSA サンタクルス フ

ェーズ 1 及びフェーズ 2）〕で作成された教材を見直したところ、

一部は「継続ケアガイド」に適合しており、そのまま研修に使用

した。 

 本プロジェクトで作成、改訂した研修教材は付属資料 5-6 プロジェ

クト成果品一覧を参照。 

1-1-8. 優先する小児保健

テーマの研修を行う：5 歳

未満児の総合ケア、正常新

生児のケア、疾病をもつ新

生児ケア、小児救急、成

長・発達の評価、栄養失調

の評価・診断・治療、その

他。 

 終了時評価までに本プロジェクトが実施した小児保健及び妊産婦

保健の研修の詳細（研修コース名、時期、人数等）は、付属資料

5-7-1 ケアの質を参照のこと。 

 ウユニ及びトゥピサの保健ネットワーク内の医師、正看護師、准

看護師全員（合計 198 名）を対象とし、研修を実施した。研修は

座学（セオリー）後に実習を行った。実施状況は以下のとおりで

ある。 

〈小児保健〉 

– 研修テーマ：5 歳未満児の総合ケア、正常新生児のケア、疾病

をもつ新生児のケア、小児救急、成長・発達の評価、栄養失調

の評価・診断・治療 

   ウユニ：対象 74 名中 57 名（77％）が研修を受講 

   トゥピサ：対象 124 名中 95 名（77％）が研修を受講 

〈妊産婦保健〉 

– 研修テーマ：妊産婦の総合ケア、正常分娩のケア、産後ケア、

緊急産科ケア 

   ウユニ：対象 74 名中 61 名（82％）が研修を受講 

   トゥピサ：対象 124 名中 105 名（85％）が研修を受講 

 なお、終了時評価調査時点ではウユニ、トゥピサともに対象者全

員（198 名）が座学の研修を終了した。 

 しかしながら、ファシリテーターの日常業務等を考慮しない研修

計画が立てられたことにより、ファシリテーターは研修講師を担

当できず、実際はプロジェクトのローカルコンサルタントが研修

を実施することで対応した。トゥピサでは研修センターの年間計

画に沿った研修活動が開始され、緊急産科ケア、エッセンシャル

産科ケア管理、女性の包括的ケアなどのテーマで開講された。ウ

ユニにおいても、ファシリテーターや県保健局のスタッフが研修

講師となった研修が実施された。プロジェクトのローカルコンサ

ルタントは側面支援のみである。 

1-1-9. 優先する妊産婦保健

テーマでの研修を行う：妊

産婦の総合ケア、正常分娩

のケア、産後ケア、産科救

急ケア、その他。 
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 実習はファシリテーターの業務を考慮しながら、ローカルコンサ

ルタントと協力して実施された。トゥピサで養成されたファシリ

テーターも、ウユニでの実習実施を支援した。 

 トゥピサでは終了時評価時点で実習も終了している。しかしなが

ら、ウユニでは担当するローカルコンサルタントの退職やファシ

リテーターとなる専門医が不在であった等の理由により、53 名（准

看護師）が終了時評価時点で小児、妊産婦に関する実習が未了で

ある。終了時評価後に県保健局のケアの質担当者や専門医、トゥ

ピサのファシリテーターの支援で、実習が未了の准看護師に対し

て研修を実施予定であり、プロジェクト期間終了までには完了で

きる見込みである。 

〈小児保健〉 

ウユニ：対象 35 名中 15 名（43％）が研修を受講 

トゥピサ：対象 86 名中 53 名（62％）が研修を受講 

〈妊産婦保健〉 

ウユニ：対象 35 名中 15 名（43％）が研修を受講 

トゥピサ：対象 86 名中 53 名（62％）が研修を受講 

 ファシリテーターとしての定義やその候補者の選定基準が不明確

でありながら、一定の研修を終えた者や専門医の参加で、研修活

動は継続されている。 

 なお、活動 1-1-3 に示したとおり、トゥピサ保健ネットワークでは

2 次病院が 2016 年から独自に策定した研修活動計画に沿って、プ

ロジェクトで養成したファシリテーターが適宜、必要なテーマで

研修を開始しており、研修センターとしての認証を受ける前にも

かかわらず、その機能を発揮し始めている。 

 新生児ケアに関して、JICA 短期専門家（新生児ケア）は活動 1-1-2

で策定した計画に従い、出生早期の新生児ケア（特に新生児蘇生

法）にテーマを絞って研修を提供した。医師向け研修には合計 64

名（全日程参加者は 28 名）、看護師及び准看護師向け研修には合

計 86 名（全日程参加者は 50 名）が参加した。 

1-1-10. 保健ネットワーク

や病院においてケアの質

向上のための技術委員会

を設立する。 

 プロジェクト開始当初にウユニ及びトゥピサそれぞれで設立され

たが、その後各保健ネットワークにおいて活動計画や課題等が協

議される月例技術審議会がケアの質向上のための技術審議会の機

能を兼ねることになった。 

1-1-11. 継続的なフォロー

アップとモニタリングを

行う。 

 2016 年 6 月と 12 月に、PDM に示される成果及びプロジェクト目

標達成度測定のための指標に関するモニタリング、データの収集

活動を実施した。 

 トゥピサの 2 次病院は、既に計画・予算に基づいて 2017 年の研修

を開始している。トゥピサは同センターで受講する研修参加者に
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対して、スーパービジョンをしていく予定である。 

 なお、ウユニでは、終了時評価時点で 2 次病院の専門医不在等の

ために、研修センターの承認が得られる見通しは立っていない。 

 ウユニ及びトゥピサだけでなく、県内の保健施設で提供される医

療サービスは市の保健担当が実施するスーパービジョンによって

モニタリングされる。したがって、上記した研修や実習で獲得し

た知識や技術は、保健ネットワーク内のスーパービジョンのメカ

ニズムによって継続的なモニタリング・フォローアップが行われ、

維持・向上されることが期待される。 

 2015 年 5 月に派遣された新生児ケアの短期専門家は、現場視察・

研修会を通じて認識したさまざまな改善点を専門家報告書で提言

した。 

1-2. 母子ケアでのリファラル・カウンターリファラルシステム強化 

1-2-1. 対象保健ネットワー

クでのリファラルシステ

ム（コミュニティから第 3

次施設まで）の診断を行

う。 

 プロジェクト開始後、ローカルコンサルタントが中心となり、ウ

ユニ及びトゥピサ保健ネットワークのリファラル・カウンターリ

ファラルシステムを診断した。 

 同診断結果から、リファラル・カウンターリファラルシステムが

両保健ネットワークともに適切に機能していないことが確認さ

れ、同システムの適切な運用に向けた基準の作成及び導入の必要

性が強く示唆された。具体的には、上位の医療機関に患者を搬送

するための基準や方法（手続き等）、適切な情報提供を行うための

基準が存在しておらず、自分の施設で対応不能と判断した際には

前述の手続き等を経ることなく上位医療機関へ行くように指示も

しくは搬送していた。カウンターリファラルについては、ほぼ実

施されていない状況であった。 

1-2-2. 対象保健ネットワー

クの第 1 次・2 次保健施設

においてリファラル・カウ

ンターリファラル委員会

を設立し、研修する。 

 2014 年 1 月にポトシ県保健局、両保健ネットワーク、市、2 次病

院にリファラル・カウンターリファラル委員会が設置された。 

 2014 年 1 月に管理レベルのリファラル・カウンターリファラルシ

ステム担当者に対して、プロジェクトのローカルコンサルタント

が中心となって同システムの国家基準の再確認や運営管理、リフ

ァラル・カウンターリファラルの質の管理の研修が実施された。

研修の内容や対象者、実施時期等は付属資料 5-7-2 リファラル・カ

ウンターリファラルを参照。 

 終了時評価時点で、それぞれのレベルでの委員会は適切に機能し

ていることが確認されている。 

1-2-3.選ばれた保健医療従

事者に対してリファラ

ル・カウンターリファラル

の国の基準に関する研修

 プロジェクトのローカルコンサルタントと県保健局、両保健ネッ

トワークが協力して、母子ケアでのリファラル・カウンターリフ

ァラルシステムに関する研修計画が 2014 年 3 月に作成された。同

計画は 2015 年 5 月に県保健局の公式な計画として承認（県令）さ
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を行う。 れた。 

 プロジェクトは、患者を上位（もしくは専門）医療施設へ搬送す

る際の評価基準として AJO（A：適切性、J：妥当性、O：適時性）

を導入した。AJO 基準は FORSA コチャバンバで導入されたものを

国家基準に基づき、ポトシ県保健局と内容について検討・修正し

たうえで、両保健ネットワークに導入した。 

 両保健ネットワークの保健医療従事者（合計 97 名）に対して、プ

ロジェクトのローカルコンサルタントが中心となって、リファラ

ル・カウンターリファラルシステムに関する国家基準の研修を実

施した。 

1-2-4. リファラル・カウン

ターリファラル委員会の

機能と役割についてのマ

ニュアルを策定する。 

 委員会をポトシ全県に拡大するため、プロジェクト作成の「リフ

ァラル・カウンターリファラル委員会の組織と機能マニュアル」

が県令で承認され（2016 年 10 月）、県内の他の保健ネットワーク

に配布された。 

1-2-5. リファラルシステム

のツールの取り扱いや情

報分析について保健行

政・保健医療従事者に対す

る研修を行う（指標も含

む）。 

 市保健責任者及び 2 次病院に勤務する医師、看護師、准看護師等

の保健医療従事者等に対し、リファラル・カウンターリファラル

運営、AJO 基準に従ったカウンターリファラル管理等の研修をプ

ロジェクトのローカルコンサルタントが中心となって実施した。

終了時評価時点での研修の実施状況は、以下のとおりである。 

ウユニ：対象 186 名中 129 名（69％）が研修を受講 

トゥピサ：対象 334 名中 277 名（83％）が研修を受講 

 なお、2014 年 6 月と 7 月に、トゥピサ保健ネットワークの 2 次病

院エドゥアルド・エギア病院において、ファシリテーターが病院

事務職員合計 35 名を対象に「リファラル・カウンターリファラル

システム運用における事務職員の役割」について研修を提供した。 

1-2-6. リファラル・カウン

ターリファラル委員会が

ケアレベルごとの情報を

分析し、関係者へのフィー

ドバックを行う。 

 各レベルのリファラル・カウンターリファラル委員会でリファラ

ル患者受入れの集計や AJO 基準の順守状況などが分析・評価され、

結果は保健医療従事者等関係者に共有されている。 

 AJO 基準の順守状況の分析・評価を行うことによって、研修や指

導が必要な医療施設が明確となり、効果的・効率的な対策の実施

が可能となった。例えば、リファラル数が多いにもかかわらず AJO

順守率が低い施設に関し、JICA 専門家やローカルコンサルタント

の支援の下で原因を分析したところ、当該施設に酸素ボンベが設

置されていないことが要因として特定された。得られたデータの

分析や解釈に関する能力には改善の余地があるが、このような事

例を通して、関係者間で正しい分析や根拠に基づく対策の必要性

が認識されてきている。 

 ウユニ及びトゥピサ保健ネットワークとも、AJO 基準に準拠して

患者リファラルが実行された割合は上昇傾向が認められる。ウユ
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ニ及びトゥピサ保健ネットワークの 2 次病院で、AJO の三つすべ

ての基準を満たしたリファラル数は以下のとおりである。 

ウユニ：2014 年 12.0％、2015 年：32.1％、2016 年：57.0％ 

トゥピサ：2014 年 18.5％、2015 年：46.3％、2016 年：40.2％ 

1-2-7. 関係者による現状分

析に基づき第 1 次医療レベ

ルにおける運用ガイドを

作成する。 

 活動 1-2-3 で示したとおり、プロジェクトは FORSA コチャバンバ

の成果を活用し、患者リファラルの評価に AJO 基準を導入した。

その実施にあたり、2015 年 1 月に「適切なリファラルを取り扱う

ための技術運用ガイド」（通称、「AJO ガイド」）を県保健局と協働

で作成し、両保健ネットワークの保健施設に配布した。 

 なお、AJO 基準に基づく患者リファラル実施の評価をポトシ県の

すべてに適用する決定が 2014 年 10 月に発表された。この決定に

従い、他ドナーの新規のプロジェクト〔資金を米州開発銀行

（Inter-American Development Bank：IDB）が支援し、NGO の Medicos 

Mundi が実施本体〕は本ガイドを用いてリファラル・カウンターリ

ファラルシステム強化の支援を実施する予定である。 

 その他、研修に必要な教材や AJO 基準を示したリーフレットのプ

ラスチックコーティング、リファラル表のバナー等はプロジェク

トで適宜作成した。詳細は付属資料 5-6 プロジェクト成果品一覧を

参照。 

1-2-8. コミュニティから第

1 次保健施設までのリファ

ラル改善に必要な活動を

行う。 

 コンサルタントが県保健局の伝統医療課と会議をし、テーマの重

要性を話したが、現場の伝統医との調整が困難と判断し、具体化

しなかった。 

1-2-9. ポトシ県保健局及び

保健ネットワーク事務局

がフォローアップとモニ

タリングを実施する。 

 県保健局及び保健ネットワークは、委員会に参加して、各レベル

の委員会開催状況の確認や、協議・分析に対する技術的アドバイ

ス、運営管理に関する指導などを実施している。 

1-3. 医療機材メンテナンスの改善 

1-3-1. 対象保健ネットワー

クの保健施設の医療機材

の現状分析を行う。 

 現状調査の結果は、活動 1-1-1 を参照のこと。 

1-3-2. 県保健局、保健ネッ

トワーク、市の保健責任者

の参加の下、機材オペレー

ター4や技術者に対し予防

メンテナンス及び特定さ

れた複雑ではない機材の

 ウユニ、トゥピサとも、ローカルコンサルタントの協力の下、県

保健局、保健ネットワーク、市保健責任者が参加型で、研修計画

を策定した。 

 研修計画は 2014 年 8 月に作成され、2015 年 5 月県令で県保健局の

公式な計画として承認された。 

                                                        
4 医療機器等のエンドユーザー（医師、看護師、准看護師、臨床検査技師など）を指す。 
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修理についての研修計画

を策定する。 

1-3-3. JICAの他のプロジェ

クトの経験に基づき技術

ガイドを見直し更新する。 

 JICAの FORSAサンタクルスで作成した技術ガイドを参考に、2014

年にコチャバンバの医療技術者養成校との協定に基づいて研修テ

キスト（「機材使用者のためのメンテナンスガイド」及び「技術者

のための医療機器メンテナンスガイド」）が作成された。 

 終了時評価時点で県保健局は上記のテキストを用いた研修を計画

しており、プロジェクトが製本を行っている。 

1-3-4. 機材オペレーターや

技術者に対し予防的メン

テナンス及びプロジェク

トサイトの保健施設の特

定された複雑ではない機

材の修理についての研修

を実施する〔コチャバンバ

医療技術者養成校、サンタ

クルス市医療機器保守セ

ンター（IME）〕。 

 機器オペレーターや技術者への研修は、コチャバンバの医療技術

者養成校と協定を締結し、研修講師の派遣や研修員受入れが行わ

れた。 

 実施した研修のタイトル、時期、人数等は付属資料 5-7-3 医療機材

メンテナンスを参照。 

 2015 年 11 月に、県保健局とプロジェクトが共催で、同校の教員が

講師となり、医療機材の基礎知識に関する研修をポトシ市で実施

した。 

〈機器オペレーター研修について〉 

 2014年10月〜11月に同校の教員を両保健ネットワークに派遣

し、合計 26 名の医師、看護師、准看護師に対して医療機器の

操作や予防的メンテナンスに関する研修が実施された（ウユ

ニ保健ネットワーク：10 名、トゥピサ保健ネットワーク：16

名）。 

 さらに、2015 年 9 月から同校の教員を両保健ネットワークに

派遣し、現場従事者延べ約 300 名を対象にオペレーター研修

を実施した。研修内容が、操作・保守・修理と現場のニーズ

に合致しており、活動の継続の要望が多かった。 

〈技術者への研修〉 

 2015年 11月から 5カ月間にわたって同校で研修を実施予定だ

ったが、各市で技術者の雇用が遅延した。 

 トゥピサ市、コルチャ・カ市、モヒネテ市の技術者 3 名は、

2016 年 6 月から 8 月まで同校での研修を受講した。同年 10 月

には、ポトシ県保健局で 3 名の研修修了式が執り行われた。

なお、研修にかかる費用は、各市が負担（一部、個人負担あ

り）している。 

1-3-5. 県保健局による研修

後のフォローアップとモ

ニタリングを行う。 

 上記のとおり、機器オペレーターや技術者への研修が終了して間

もないため、プロジェクトでは県保健局とフォローアップやモニ

タリングの実施方法について今後協議を開始する予定である。 

1-4. 保健施設のバイオセーフティと固形廃棄物処理の向上 

1-4-1. 対象保健ネットワー  現状調査の結果は、活動 1-1-1 を参照のこと。 
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クの保健施設のバイオ

セーフティと固形廃棄物

処理の現状調査を実施す

る。 

 2014 年 11 月の PDM Ver.1 で新たに追加された活動で、2015 年 3

月に事前調査を実施し、研修計画を作成した。同計画は 2015 年 5

月に県保健局により承認された。 

1-4-2. バイオセーフティと

固形廃棄物処理について

保健医療従事者の能力が

改善する。 

 プロジェクトは 2015 年 5 月から 9 月までバイオセーフティと固形

廃棄物処理の専門性を有するローカルコンサルタントを短期雇用

した。 

 同年 6 月から 9 月にかけて、同ローカルコンサルタントがウユニ

及びトゥピサ保健ネットワーク、保健医療従事者、事務職員に対

して規定や基本事項について研修をした。なお、研修を実施した

際には Pre-Post テストを実施しており、スコアは上昇していること

を確認している。 

 研修のタイトル、時期、人数は付属資料 5-7-4 バイオセーフティ及

び固形廃棄物処理を参照。 

1-4-3. バイオセーフティと

固形廃棄物処理の基本要

件の達成度についてフォ

ローアップを実施する。 

 上記研修後は、県保健局の統合スーパービジョン（2015 年 11 月以

降）及びプロジェクトのモニタリング（2016 年 6 月・12 月）で院

内バイオセーフティ基本要件の達成度が確認され、必要に応じて

技術的アドバイス等がなされている。 

 プロジェクト開始以前は基本要件に従ったバイオセーフティと固

形廃棄物処理はほぼ実践されていなかったが、上記研修やモニタ

リング活動により基本要件の達成度は徐々に向上している。 

 他方、達成度が A（90〜100％）である医療施設はウユニ及びトゥ

ピサ保健ネットワークともになかった。分別用ごみ箱や色分けさ

れたビニール袋、手袋、マスク等のバイオセーフティと固形廃棄

物処理に関連する消耗品の調達は市の予算により実行されるた

め、調達にかかわる予算措置や手続き等の問題により調達できな

いケースも多い。これらの設備や消耗品が適切に設置、在庫され

ていることは基本要件の一部であることから、達成度に影響する

要因である。 

 このような状況下で各施設は利用できるリソースを用いて最大

限、院内バイオセーフティが守られるよう、工夫、努力を行って

いる。 

1-4-4. 必要な技術書を作

成、調達（印刷）する。 

 バイオセーフティと固形廃棄物処理に関する国家基準は明確で具

体的であることから、プロジェクトで新たに技術書等の作成を行

う必要性がなかった。 

 研修に必要な研修教材は技術書（国家基準）をコピーすることで

対応した。 

1-4-5. 教材を作成する。 

1-4-6. バイオセーフティと

固形廃棄物処理の委員会

 バイオセーフティ委員会は各市及び 2 次・3 次病院に設置されるこ

とが義務づけられている。 
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を結成する。  活動 1-4-2の研修時に各市及び両保健ネットワークの 2次病院内に

委員会を設置し予算の確保など促したが、現在はプロジェクト対

象地域の 2 次病院で機能しており、市では機能していない。 

1-4-7. バイオセーフティと

固形廃棄物処理委員会の

フォローアップを実施す

る。 

 活動 1-4-3 を参照のこと。 

 バイオセーフティ委員会の機能状況及び医療施設のバイオセーフ

ティと固形廃棄物処理基準の順守状況は、県保健局による統合

スーパービジョンによって確認される。 

1-5. 支援的スーパービジョンの改善 

1-5-1. 継続ケアに基づい

た、妊産婦並びに 5 歳未満

児に関する統合スーパー

ビジョンのツールを策定

する。 

 プロジェクトは 2013 年 12 月にモニタリング・評価やスーパービ

ジョンを担当するローカルコンサルタントを雇用したが、経験と

専門性が本件業務を遂行するに十分でなく、プロジェクト開始当

初は活動が予定どおり進捗しなかった。 

 2014 年 4 月に新たなローカルコンサルタントを雇用したが、他の

業務との時間配分が適切に行われなかったために、ツール開発の

業務が停滞した。 

 2015 年 10 月に、当該ローカルコンサルタントが中心となり、県保

健局と協働の下で、6 領域を統合した一つの統合スーパービジョン

のツールが開発された。 

 開発したツールは県保健局と保健ネットワーク及び市が実際の

スーパービジョンで試用し、複数回の改良を行った。 

 2016 年 6 月にはポトシ県の正式なスーパービジョンツールとして

県内のすべての保健ネットワーク及び市に共有され、同年 10 月に

他の領域も追加され、保健サービスにかかわるすべてのプログラ

ムが 10 領域から成る一つの統合スーパービジョンツールとしてポ

トシ県保健局に正式に承認（県令）された。 

 ツール開発に並行して、ローカルコンサルタントと県保健局が協

働で「統合スーパービジョン・モニタリングガイド」を作成した。

同ガイドは 2016 年 11 月に県保健局に承認され、同年 12 月に県内

すべての保健ネットワーク及び市に配布された。 

1-5-2. 統合スーパービジョ

ン計画を策定する。 

 2015年10月に両保健ネットワークのコーディネーター及び市保健

責任者を対象とした研修「管理モニタリングについてのワークシ

ョップ」が実施され、統合スーパービジョンツールの使用法等が

指導された。 

 2016 年には段階的に両保健ネットワークのコーディネーターや市

保健責任者、県保健局コーディネーターに対して研修「統合スー

パービジョンツールの操作ワークショップ」が実施された。 

 統合スーパービジョンにかかわる研修のタイトル、時期、人数は

付属資料5-7-5保健情報分析委員会及びスーパービジョンを参照の

こと。 
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 研修後、県保健局及び市は独自予算で統合スーパービジョン実施

計画を策定した。プロジェクトは適宜、技術的アドバイスを行っ

た。 

 2016 年 6 月には県保健局が独自に県内の全市と全保健ネットワー

クを対象とした研修を実施し、ツールを用いた統合スーパービジ

ョンの実施方法等を指導した。 

1-5-3. 作成された計画に基

づき統合スーパービジョ

ンを実施し、結果のフィー

ドバック（技術支援）を行

う。 

 2016 年 2 月以降は、県保健局及び両保健ネットワーク内の市が独

自予算・人材で上記した計画に沿った統合スーパービジョンを実

施しており、プロジェクトは必要に応じて技術的アドバイス等の

支援を継続している。 

 統合スーパービジョンツールは Excel ベースで開発された入力フ

ォーマットで、その場でスコアの集計や達成度等の結果が視覚的

に表示できるため、評価者と被評価者がその場で結果を共有でき、

対策等の指導、協議が行えるようになった。以前はそれぞれのモ

ニタリング活動が紙ベースの聞き取り調査であり、一つの領域の

評価に約 4 時間程度を要していた。また、紙ベースの手書き書類

であったため、集計に時間を要し、分析や結果の評価が行われて

いた施設は限定的であった。上記ツールの導入により、スーパー

ビジョンに要する時間も著しく短縮することができた。 

 2015 年 9 月に県保健局が計画を作成し、開発されたツールを用い

て 2015 年 11 月に実施された。 

 他方、個別の統合スーパービジョンの結果は各対象施設で確認・

共有され、結果に基づく指導等がなされているものの、複数の結

果の包括的な分析・評価と分析結果の活用（対策や研修計画の立

案など）が実践されていないことが、プロジェクトや県保健局に

より指摘されている。本件は 2016 年 12 月にプロジェクトと県保

健局との間で検討会議が開催され、本件の問題意識や対策の必要

性について確認した。 

1-5-4. 保健医療従事者によ

る家庭訪問の活動と結果

を測るためにフォローア

ップと評価のツールを作

成する。 

 保健医療従事者による家庭訪問は、2016 年 9 月に保健省から発行

された「生活のための現地教育ガイド」の改訂版にコミュニティ

活動評価（アクションプランの実施状況の評価など）のための一

つの手段として採用されたばかりである。 

 終了時評価時点では、統合スーパービジョンツールのなかでの実

施の可能性も含め、ポトシ県保健局ヘルスプロモーション課主体

で、具体的なフォローアップや評価の方法を試行・検討中である。 

1-6. 幼児発達コンポーネント 

1-6-1. 5 歳未満児の発達（評

価と早期刺激）に関するエ

デュケーターの技術能力

 発達遅滞児の早期発達支援、及び乳幼児への早期刺激の重要性は、

UNICEF 主導の下で世界的に高まっている。ボリビアにおいても政

策策定が進みつつある状況であった。このような状況を受けてプ
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の現状、開始時診断を行

う。 

ロジェクトは 2014 年 11 月の PDM 改訂時に「活動 1-6 幼児発達コ

ンポーネント」をスコープに含めた。しかしながら、当時のポト

シ県保健局に当該分野のカウンターパートとなる担当者が配置さ

れていないなど、本テーマを持続的に進めるために必要なボリビ

ア側の実施体制が整っていなかったため、現状診断の実施や活動

計画の作成が遅延した。 

 このようなボリビア側の動きを受け、プロジェクトは保健省早期

発達課と調整しつつ、2015 年 12 月に現状診断調査を実施した。調

査は JICA ボリビア事務所の協力を得て、同事務所の教育分野ロー

カルコンサルタントが中心となり、県保健局が協働して実施され

た。 

1-6-2. 県レベルと市レベル

（県保健局、保健ネット

ワーク）の責任者と幼児発

達の研修計画を協働で策

定する。 

 当該ローカルコンサルタントは 2015 年 12 月の調査結果を踏まえ、

県保健局及び両保健ネットワークへのインタビュー調査を実施し

た。これらの調査結果に基づき、当該ローカルコンサルタントは

他のプロジェクトのローカルコンサルタントと協働で 2016 年 3 月

に活動計画案を作成した。 

 しかしながら、プロジェクトで研修を検討したところ、研修内容

が教育分野寄りであり、保健医療従事者としてのニーズに合致し

ていない、研修計画が残りのプロジェクト期間を十分考慮してい

ない等の問題が確認されたため、プロジェクトでは同案を採用し

ないこととした。 

1-6-3. 5 歳未満の幼児発達

についてのチューター/ト

レーナーの研修を実施す

る。 

 係る状況を受け、プロジェクトは県保健局及び両保健ネットワー

クと調整し、2016 年 9 月にラパス市内の専門機関（カリタス・ラ

パス5）においてトゥピサ保健ネットワーク内のパイロット保健施

設の保健医療従事者 5 名（3 施設：トゥピサ、アトチャ、サン・フ

アン保健センター、2 保健ネットワークのコーディネーター補）を

対象として、「継続ケアガイド」に基づいた基礎的な早期発達支援

をテーマとした研修（3 日間）を実施した（研修講師もカリタス・

ラパスが担当）。 

 なお、本研修にはオルロ県で実施されている JICA 技術協力「オル

ロ県母子保健ネットワーク強化プロジェクト」（通称、FORSA オ

ルロ）より 2 名（同プロジェクトのローカルコンサルタントとオ

ルロ県保健局スタッフ）も参加した。 

 同年 9 月にはトゥピサのパイロット保健施設で 4 日間の実習が実

施され、同施設の保健医療従事者に加え、地域の小学校教員も参

加した。 

 研修のタイトル、時期、人数は付属資料 5-7-6 早期小児発達支援を

                                                        
5 カトリック教会を支援する国際 NGO 
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参照。 

1-6-4. 幼児発達のテーマに

ついて「トレーナー」（保

健医療従事者）を研修す

る：言語発達、認知力、精

神運動発達、適応力、社会

性の発達。 

 上記の研修参加者は、勤務する保健センターの同僚に知識の共有

を行っている。 

 研修参加者は早期発達支援にかかわる活動計画を作成し、2016 年

12 月以降にコミュニティ活動を開始することになっている。 

 研修に参加したサン・フアン保健センターの医師は住民の集会で

幼児の早期発達支援にかかわる説明を行っており、終了時評価時

点で徐々に活動が開始されていることが確認されている。 

1-6-5. 研修のための 5 歳未

満の幼児発達（評価・早期

刺激）戦略ガイドやその他

の教材を策定し、見直し、

印刷し、実施する。 

 活動 1-6-3 の示したとおり、研修は「継続ケアガイド」に基づいて

実施されており、その他、必要に応じて補助教材等はカリタス・

ラパス所有の既存のものを活用した。 

1-6-6. フォローアップとモ

ニタリングを実施する。 

 保健医療従事者によるコミュニティでの家庭訪問実施状況のフォ

ローアップとモニタリングは、県保健局が作成した報告フォーマ

ットに記録したものを県保健局に提出することになっている。 

 終了時評価時点では、家庭訪問実施状況報告の第 1 回取りまとめ

を実施しており、報告の内容を踏まえ、技術的なアドバイス等が

なされている。 

 

【成果 2】 

プロジェクト対象地域において、保健医療従事者及びコミュニティによって、母子の「より良く

生きる（Vivir Bien）」を追求するプロセスが家族とコミュニティに生まれる。 

活 動 達成事項 

2-1. 「生活のための現地教育」コンポーネントの導入 

2-1-1.「生活のための現地教

育」に関して保健施設のフ

ァシリテーターに対する研

修を行う。 

 プロジェクトは①コミュニティ参加（生活のための教育）、②参加

管理（参加型事業）のそれぞれを担当するローカルコンサルタン

トを 2013 年 4 月から雇用した。当該ローカルコンサルタントは、

それぞれの分野について同年 9月から 10月まで現況調査を実施し

た。 

 同年 11 月にはウユニ及びトゥピサ保健ネットワークにおいてヘ

ルスプロモーション委員会が設置された。同委員会により立案さ

れた研修計画は、同年 12 月に県保健局に共有された。 

 本プロジェクトで対象とする二つの保健ネットワーク内の医療施

設数、保健医療従事者数、コミュニティ数は、それぞれ合計 113

施設、約 240 名、383 コミュニティである。プロジェクトは当初、

30 施設/60 名/60 コミュニティを対象とした介入を計画した。しか

しながら、2013 年 10 月に「生活のための現地教育ガイド」が保

健省により承認され、全国で採用されることを受け、2014 年 4 月
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に対象を 71 施設/90 名/100 コミュニティに拡大した。なお、保健

ネットワークごとの内訳は以下のとおりである。 

ウユニ保健ネットワーク：51 施設/約 110 名/143 コミュニティ 

トゥピサ保健ネットワーク：62 施設/約 130 名/240 コミュニティ 

 ファシリテーター養成のための研修計画はローカルコンサルタン

トと県保健局が協働で 2014 年 6 月に作成され、2015 年 5 月に県

保健局の公式な計画（県令）として承認された。 

 生活のための教育は FORSA サンタクルスで開発された方法論を

基に立案されたコミュニティ参加によるヘルスプロモーション活

動のことである。このガイドを用い、2013 年 8 月にトゥピサ保健

ネットワークでプロジェクトのローカルコンサルタント（トゥピ

サ担当）による生活のための教育導入のための活動が開始された。

当初は同コンサルタントがウユニ保健ネットワークも担当してい

たが、2014 年 1 月からウユニネットワークを担当するコンサルタ

ントが別途雇用された。 

 研修計画に基づき、ローカルコンサルタントが中心となり、2014

年 1 月より保健医療従事者（医師、歯科医師、看護師、准看護師、

ソーシャルワーカーなど）を対象に生活のための教育ファシリ

テーター養成研修が開始された。なお、本研修の対象者は「活動

2-2 参加型事業の強化」と同じであるため、研修は併せて実施さ

れた。研修のタイトル、時期、人数は付属資料 5-7-7 生活のため

の現地教育を参照。 

 プロジェクトは 2013 年に作成された「生活のための現地教育ガイ

ド」に基づいて 2014 年 1 月から研修を開始した。プロジェクトは

同ガイドの研修用フリップチャートを 2014年 11月に作成したが、

県保健局の承認が 2015 年 4 月となった。その他、必要な補助教材

等は適宜プロジェクトで作成し、両保健ネットワーク内全 113 の

保健施設に配布した。プロジェクトで作成したフリップチャート

やその他補助教材等は付属資料 5-6 プロジェクト成果品一覧を参

照。 

 計画立案以降、各保健ネットワークのヘルスプロモーション研修

委員会は機能せず、ヘルスプロモーションに係る研修センターの

構想は具体化されていない。しかしながら、県保健局の支援の下

で各保健ネットワークのコーディネーター等が生活のための教育

の運営管理を実施している。 

〈生活のための現地教育ガイドについて〉 

 2013 年に作成されたガイドを 2015 年 2 月にプロジェクトで

増刷し、両保健ネットワーク内の全保健施設へ配布。 

 プロジェクトはこれまでの経験に基づき、保健省によるガイ
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ド改訂を支援した。2016 年 10 月に保健省から改訂版が発行

され、プロジェクトは対象 2 保健ネットワーク内の全保健施

設の全スタッフに配布するため、プロジェクトで印刷した。 

2-1-2. 優先されるコミュニ

ティにおいて生活のための

現地教育チームを結成す

る。 

 活動 2-1-1 で養成されたファシリテーターがコミュニティでの活

動を開始し、終了時評価調査時点では対象地域内に 153（全コミ

ュニティの約 40％）の生活のための教育チームが組織化された。 

2-1-3. 保健医療従事者への

「生活のための現地教育ガ

イド」の実施において優先

テーマの研修を行う。 

 ローカルコンサルタントによって研修を受けた保健医療従事者

（ファシリテーター養成）と、その後ファシリテーターから研修

を受けた保健医療従事者数を合わせると、2016 年 12 月までに 90

名を超える合計 107 名が生活のための教育及び参加型事業の両方

の研修を受講した。 

 県保健局は自助努力で県内のプロジェクト非対象地域への展開を

開始した。具体的には、2014 年 10 月にプーナ保健ネットワーク

の保健医療従事者を対象に、生活のための教育及び参加型事業の

両方の研修を実施し、同年 12 月にはプロジェクトが育成した生活

のための教育ファシリテーターを同ネットワークに講師派遣し

た。 

 2015 年 9 月から 10 月には、保健省とプラン・インターナショナ

ル（NGO）共催で、生活のための教育研修を他県（ラパス、オル

ロ、コチャバンバ、チュキサカ）の県保健局と保健ネットワーク、

コミュニティを対象に行い、プロジェクトで育成したファシリ

テーターが研修講師を担当した。 

 2016 年 11 月に、県保健局主催で県内全 40 市の市保健責任者（37

名）を主要な対象とし｢参加型事業と生活のための現地教育の交流

会｣をトゥピサ市で開催した。トゥピサ保健ネットワークのスタッ

フやトゥピサ市内の保健医療従事者、プロジェクトのローカルコ

ンサルタントも参加した（合計参加者数：52 名）。そこでは、プ

ロジェクトを通して育成された生活のための教育チームが実施し

た活動成果や課題等が発表された。 

 参加した市は本活動をさらに広げるため、研修の支援を県保健局

に要請した。 

2-1-4. ファシリテーターが

コミュニティにおいて参加

型事業コンポーネントと

「生活のための現地教育」

の導入と普及を行う。 

 活動 2-1-2 で示したとおり、終了時評価調査時点では対象地域内

に 153（全コミュニティの約 40％）の生活のための教育チームが

組織化され、うち 83 チームがアクションプランを作成（組織化さ

れたチームの約 54%）、さらにそのうち 21 チームがアクションプ

ランに沿った活動を完了している。 

 なお、活動が完了した 21 チームのうち 9 チームは既に新たなコミ

ュニティ活動の実施サイクルに進捗している。また、近隣のコミ
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ュニティから保健センターに対して生活のための教育の導入支援

依頼が来ているケースも確認されており、生活のための教育がコ

ミュニティで定着しつつあると考えられる。 

2-1-5. 「生活のための現地

教育ガイド」による参加型

事業コンポーネントの導入

前・後の変化の評価を行う。 

 2014 年 11 月にベースライン、2016 年 11 月にエンドライン調査が

実施された。 

 プロジェクトが実施したコミュニティの住民参加活動に関する介

入効果を科学的に解析〔差の差分析6：Difference in Difference

（DID）〕した。 

 また、終了時評価の現地調査で訪問した幾つかのコミュニティで

は環境（セクターごみ収集）や、農業セクター（栄養・家庭菜園）

及び教育セクター（学校給食）など、コミュニティ活動実施のた

めに、他のリソースとの協力・連携が効果的に実施されているコ

ミュニティも確認された。 

2-1-6. 県保健局ヘルスプロ

モーション課がフォローア

ップとモニタリングを行

う。 

 ローカルコンサルタントは県保健局と協働し、「統合スーパービジ

ョン・モニタリングガイド」を作成、2016 年 10 月に県保健局で

承認（県令）された。 

 同ガイドで指定のフォーマットを用い、各保健施設は管轄コミュ

ニティの生活のための教育の進捗をフォローアップしている。 

 コミュニティでの生活のための教育に関する実施状況は、活動

2-1-4 を参照のこと。 

 なお、「統合スーパービジョン」で保健ネットワークは市を、市は

各 1 次医療施設のモニタリング・評価、フォローアップを実施し

ている。県保健局は直接的にフォローアップやモニタリングは行

わず、保健ネットワーク及び市の運営管理を監督している。 

2-1-7. 「生活のための現地

教育ガイド」に基づくコミ

ュニティでの適用のために

保健医療従事者用の「家庭

訪問ガイド」が作成される。 

 活動 1-5-4 に記載したとおり、保健医療従事者による家庭訪問は

2016 年 9 月に保健省から発行された「生活のための現地教育ガイ

ド」の改訂版にコミュニティ活動評価（アクションプランの実施

状況の評価など）のための一つの手段として採用されたばかりで

ある。 

 また、保健医療従事者向けの「家庭訪問ガイド」の作成と承認に

向けた手続き等に関し、2016 年 9 月のガイド改訂以降の残りの期

間で行うには困難と判断したため、プロジェクトで同ガイドは作

成しないこととした。 

 しかしながら、活動 1-6-4 に示したとおり、研修受講者は作成し

たアクションプランに沿って既にコミュニティでの活動を開始し

ている。 

2-1-8. 家庭訪問の適用実  生活のための教育のなかでの家庭訪問は、コミュニティの活動計

                                                        
6 JICA が作成したインパクト評価指針で採用されている分析方法の一つ。 
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施、モニタリング、評価を

実施する。 

画の実施状況を確認するためである。したがって、生活のための

教育チームが活動計画のモニタリング・評価を実施することにな

っており、その中間プロセスである「家庭訪問」のモニタリング・

評価を実施する必要はない。 

2-2. 参加型事業の強化 

2-2-1. ファシリテーターが

地域保健委員会（CLS）に

対して「生活のための現地

教育ガイド」と参加型事業

コンポーネントの研修を行

う。 

 SAFCI 政策を構成する「管理モデル」は①地域保健責任者

（Autoridad Local de Salud：ALS）、地域保健委員会（Comité Local 

de Salud：CLS）及び市保健社会審議会（Consejo Social Municipal de 

Salud：CSMS）によって構成される社会構造と②住民参加活動で

構成される。 

 プロジェクト開始時には、「社会構造」の枠組みのなかで、ほとん

どのコミュニティで ALS が任命されており、各保健施設の CLS

と各市の CSMS も半数程度が組織化されていた。しかしながら、

それら「社会構造」の構成要素（ALS、CLS 及び CSMS）のいず

れも適切に機能していたとはいい難い状況であった。そのため、

プロジェクトは生活のための教育及び参加型事業の強化を目的

に、研修を実施した。研修のタイトル、時期、人数は付属資料 5-7-8

参加型事業を参照。 

 ローカルコンサルタントが県保健局と協働して、2013 年 9 月から

10 月まで現況調査を行い、11 月に保健ネットワークレベルで、ヘ

ルスプロモーション研修委員会を設置し、研修計画を立案、12 月

に県保健局と共有した。 

 活動 2-1-3 に示したとおり、ローカルコンサルタントによって研

修を受けた保健医療従事者（ファシリテーター養成）と、その後

ファシリテーターから研修を受けた保健医療従事者数を合わせる

と、2016 年 12 月までに合計 107 名が生活のための教育及び参加

型事業の両方の研修を受講した。 

 プロジェクトは研修教材として、保健省の「保健セクターにおけ

る参加型事業ガイド」に基づき、ボリビアの多民族性に配慮した

参加型事業のフリップチャート、ポスター、パンフレットを作成

した。これらの研修教材は2015年4月に県保健局により承認され、

2015 年 12 月から 2016 年 2 月にかけて両保健ネットワーク内の市

保健責任者、保健施設、保健医療従事者等に配布された。 

 上記の研修によって 2016 年 12 月までに、プロジェクト両保健ネ

ットワーク内の全コミュニティの 84.3％に ALS が配置され、全医

療施設のうち 94.7％に CLS が組織化され、全 11 市のすべて

（100％）に CSMS が組織化された。プロジェクトの研修によっ

て、参加型事業の実施母体となる「社会構造」の基盤が両保健ネ

ットワークで強化されたといえる。 
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2-2-2. コミュニティ活動の

持続性のために市保健計画

の策定について地域保健委

員会（CLS）、市保健社会審

議会（CSMS）を支援する。 

 コミュニティでのニーズ分析の根拠となる問題分析マトリックス

作成は、生活のための教育だけでなく、参加型事業（市保健計画）

に活用することを目的として実施されるものである。しかしなが

ら、参加型事業（市保健計画）は 2014 年 11 月の PDM 改訂時に本

プロジェクトのスコープに含まれたものであるため、プロジェク

ト開始当初にコミュニティで作成された問題分析マトリックスは

生活のための教育にのみ焦点を当てて作成されたものであった。 

 ローカルコンサルタントは、保健医療従事者やコミュニティの住

民に対して、ニーズ分析が生活のための教育に加えて、結果が市

保健計画の策定に活用されるよう、問題分析マトリックスの修正

や再作成を支援した。 

 市保健計画の策定には、コミュニティでの問題分析マトリックス

によるニーズ分析のうち、コミュニティのみでは対応できない課

題を「プロジェクト企画書」を通じて反映させることとしている。

また、同計画策定にはCAIでの保健情報分析結果も反映させるが、

このような市保健計画策定プロセスのなかで市役所が市保健計画

策定にどのように関与するか明確ではなかった。プロジェクトは

このような市保健計画策定プロセスや市役所、CAI などの関係者

の位置づけや役割を整理し、市保健計画策定のための研修（「プロ

ジェクト企画書の作成」及び「市保健計画策定」）を 2015 年 2 月

から現在まで対象 11 市の市保健計画作成担当スタッフ及び市保

健責任者（合計 193 名）に対して提供した。 

 なお、作成プロセスや関係者の役割が明確化された市保健計画策

定手法をプロジェクト非対象地域へ展開することを目的に、終了

時評価時点でローカルコンサルタントと県保健局が協働で「市保

健計画策定ガイド（仮称）」を作成した。同ガイドは 2017 年 3 月

までに県保健局に承認され、県内の他の地域にも適用される見込

みである。 

 モヒネテ市では、保健会議においても市保健計画のなかの各プロ

ジェクトの進捗をモニタリングしている。 

2-3. 家族における幼児発達 

2-3-1. 幼児発達の早期刺激

について研修を受けた職員

が 5 歳未満児の養育責任者

（母親、父親、家族）を研

修する。 

 活動 1-6-4〜活動 1-6-6 を参照のこと。 
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【成果 3】 

プロジェクト対象地域において、市レベルの意思決定のために、適時で信頼性のある保健情報が

活用され、適切な分析がなされる。 

活 動 達成事項 

3-1. 保健情報の質の改善 

3-1-1. 対象保健ネットワー

クの保健施設の一般的保健

情報システムの現状診断を

行う。 

 プロジェクトは2013年 9月に情報の質の改善を担当するローカル

コンサルタントを雇用した。 

 同ローカルコンサルタントが県保健局と協働で 2013 年 11 月から

12月にかけて一般的な保健情報システムに関する現状調査を実施

した。同調査によって、入力された情報やデータにエラーが多い

主要な原因は、医療施設のスタッフの SNIS による保健情報管理

や報告の手順、評価方法等に対する理解があいまいであることが

明らかとなり、データの質や情報提供者の育成、モニタリング方

法論、基本的ソフトウェア等のテーマで研修を提供する必要性が

確認された。 

3-1-2. 情報の質の改善計画

を策定する（ケアとヘルス

プロモーション）。 

 現状調査に基づいてプロジェクトのローカルコンサルタントと県

保健局が協働で改善計画を作成した。しかしながら、施設や設備

（PC やインターネット環境、電気など）などが整備されていない

など、プロジェクトでは介入できないテーマも計画されていた。 

 現状分析結果や施設設備環境等を考慮して、包括的な「改善計画」

を支援するのではなく、人材育成（研修計画）をプロジェクトで

支援することがプロジェクト及び県保健局で合意された。ローカ

ルコンサルタントと県保健局が協働して研修計画を 2014年 3月に

作成し、同計画が 2015 年 5 月に県保健局により承認された。なお、

研修のタイトル、時期、人数は付属資料 5-7-9 保健情報の質の改

善を参照。 

3-1-3. 国家保健情報システ

ム（SNIS）の特定課題に関

する研修を行う。 

 2014 年 1 月から 11 月にかけて、プロジェクトのローカルコンサ

ルタント及び県保健局が対象 2 保健ネットワークのスタッフに対

し、SNIS に基づいたデータの質や情報提供者の育成、モニタリン

グ方法論、基本的ソフトウェア等のテーマで研修を提供し、ファ

シリテーターとして養成した。 

 しかしながら、2014 年以降は 1 次医療施設の保健情報システム運

用に 1 次医療サービスソフトウェア（Software de Atención Primaria 

en Salud：SOAPS）が導入され7、上記で養成されたファシリテー

ターが研修講師となることができなくなった。このため、活動

                                                        
7 1次保健施設において、保健情報は紙の報告フォーマットから 1次医療施設 PCの SNISに入力していた。入力された情報は電子デ

ータとして管轄の市に提出され、市保健責任者は各保健施設からの電子データを保健ネットワークに提出、保健ネットワークは

管轄各市の電子データを県保健局に提出し、県保健局は国家の SNIS に入力していた。SOAPS が導入された 1 次保健施設では保

健情報がオンラインで直接国のSNISにインプットされる。これにより情報の受け渡しの過程で生じるエラーが回避できるように

なった。 
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3-1-4 で示す研修は、プロジェクトのローカルコンサルタントが研

修講師を務めた。 

3-1-4. 情報の質の改善に寄

与する情報システムに関す

る研修を行う。 

— 第 1 次と第 2 次保健施設

の保健医療従事者に対する

SNIS、SALMI（薬剤・投入

品調達管理システム）、

SOAPS、家族台帳に関する

研修 

— 各市の統計担当者に対す

る情報登録に関する研修 

 

 上述のとおり、2014 年以降は 1 次医療施設での保健情報管理に

SOAPS が導入され、研修内容に SNIS だけでなく SOAPS や家族

台帳システムの内容を追加することとした。 

 プロジェクトは、2015 年に対象 11 市の保健情報担当スタッフに

対し、上記の三つのテーマで研修を提供した。研修タイトルや対

象者、参加者数の詳細は付属資料 5-7-9 保健情報の質の改善を参

照のこと。 

 なお、一部の 1 次医療施設では SOAPS を運用するための施設設備

が整備されていないため、紙の報告フォーマットにより報告する

方法が維持されているところもある。そのような施設には、SOAPS

に関する研修は提供できていない。 

 家族台帳はコミュニティの世帯情報を把握するための情報ソース

であるが、保健医療従事者による家庭訪問で情報の入手や更新が

行われている。しかしながら、家族台帳の情報取得や更新には多

くの人的労力を要するため、現実にはあまり情報ソースとしては

利用されていない。 

3-1-5. 情報改善ガイドのデ

ザイン、策定、印刷を行う。 

 プロジェクトはローカルコンサルタントが中心となって 1 次医療

施設向けの「情報の質の改善ガイド」案を作成し、2015 年 7 月に

県保健局に提出したが、その後の県保健局内での承認プロセスが

遅延していた。 

 また、1 次医療施設の保健情報管理が 2015 年から SOAPS が導入

されたことを受け、2016 年 4 月は研修を継続せず、ガイドの出版・

配布のみを予定していた。しかしながら、上記のガイド案は紙ベー

スの SNIS における保健情報の扱い方が多く含まれていたため、

SOAPSに基づく 1次医療施設での情報管理ガイドとしては使用で

きないことが明らかとなった。 

 このような状況についてプロジェクトは県保健局と協議した結

果、これ以上の保健情報ガイドの開発を行うことを断念すること

で合意した。 

3-1-6. 情報管理の改善につ

いてフォローアップを行

う。 

 情報の質の向上を評価するためのデータエラー数に関しては、

ローカルコンサルタントのベースライン調査やモニタリングの条

件が一定ではなく、時系列でのエラー数の推移を観察することが

できなかったため、介入効果を正確に判断することができなかっ

た。また、上記のモニタリングではエラー数ではなく、エラー幅

の大きさを測定しており、適切にデータの信頼性を評価すること

ができなかった。 

 終了時評価時点では、ローカルコンサルタントが中心となってプ
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ロジェクトで収集した生データを整理、再構築することで、介入

前後のデータの質評価を試みている段階である。 

 他方、県保健局保健情報課は保健情報の信頼性向上の必要性を強

く認識し、同課の独自の活動として、施設モニタリングを行った

際に報告データと生データを比較し、不一致があれば指導すると

いった取り組みを 2014 年から開始している。 

3-2. 情報分析委員会（CAI）手法の改善（特に市の CAI）と保健事業サイクルの強化 

3-2-1. JICA の他のプロジェ

クトの経験及び国家規準に

基づき CAI マニュアルの適

用ガイドを作成する。 

 2014 年 9 月に JICA 短期専門家とプロジェクトのローカルコンサ

ルタントが協力して「CAI 簡易ガイド」がドラフトされ、その後、

県保健局等との協議を経て 2015 年 10 月に承認された。2016 年 4

月には対象 2 保健ネットワークの保健施設に配布された。 

 2016年 8月に県保健局がポトシ県内のすべての保健施設にガイド

を配布することを決定し、2017 年 2 月からプロジェクトの非対象

地域への配布を開始した。 

3-2-2.保健施設、市、保健ネ

ットワークの保健医療従事

者に対して CAI 手法につい

ての研修を行う。 

 2015 年 6 月からプロジェクトのローカルコンサルタントが「CAI

簡易ガイド」（案）を用いて、対象 2 保健ネットワーク内の保健施

設、市、保健ネットワークの保健医療従事者を対象とし、CAI の

基礎的な運営管理に関する研修を開始した。3-2-1 に記載のとお

り、同年 10 月から県保健局に承認された公式なガイドを用いて研

修が実施された。 

 研修のタイトル、時期、人数は付属資料 5-7-5 保健情報分析委員

会及びスーパービジョンを参照のこと。 

3-2-3. 保健医療従事者への

情報のマネジメントに関す

るその他のテーマについて

の研修を行う（疫学、指標の

取り扱い、プロジェクト・マ

ネジメント、保健管理）。 

 2014 年 7 月から 2015 年 7 月にかけて、プロジェクトのローカル

コンサルタントが対象 2 保健ネットワークのコーディネーターや

市保健責任者を対象とした情報マネジメントに関する研修を実施

した。 

 2016 年 6～7 月にアクションプランに向けた情報の扱いの研修を

した。 

3-2-4. CAI マニュアルに基

づき市の CAI の各段階（準

備・実施・評価）の適用に

ついてのフォローアップを

行う。 

 「CAI 簡易ガイド」に沿った研修や保健情報に関する研修後、市

の CAI は規定に基づいた頻度と開催手順（準備、実施、評価）に

従って、定められた頻度（4 回/年）で開催されるようになった。 

 具体的には、ウユニ及びトゥピサともに、2016 年は開催頻度がお

おむね規定どおりまで増加し、開催手順はすべての期間で順守さ

れていた。 

3-2-5. 保健施設、市保健ネ

ットワーク、トゥピサ・ウ

ユニ保健ネットワークの保

健事業サイクル（計画、実行、

管理、評価）を強化する。 

〈保健施設〉 

 2014 年 10 月にプロジェクトのローカルコンサルタントがトゥ

ピサ保健ネットワークのコーディネーター及び市保健責任者、2

次病院のコーディネーター合計 12 名に対し、病院事業計画策定

の研修を実施した。その後は、コンサルタントの業務が継続せ
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ず、計画案作成に着手するのみで終了した。 

 ただし、病院事業は保健ネットワークの技術審議会で毎月協議

されているため、病院施設内での事業サイクルを強化する必要

性は高くない。 

〈市〉 

 現在作成された 8 市の市保健計画のうち、モヒネテ市のみが

2015 年に作成し、2016 年に事業を実施した実績がある。2016

年の年間事業計画には八つのプロジェクトの実施が予定されて

いたが、そのうち五つは実施、二つは予算の執行が遅れ未実施、

一つは予算措置されず実施できなかった。 

〈保健ネットワーク〉 

 2014 年 5 月にプロジェクトのローカルコンサルタントが同様の

研修を実施し、2014 年 11 月にウユニ及びトゥピサでそれぞれ

計画案（3 カ年）を作成した。 

 2016 年 2 月に両保健ネットワークで年間計画が策定された。 

3-2-6. 保健の社会技術チー

ムの結成を支援する。 

 市保健計画作成は市保健責任者、保健医療従事者、市保健審議会、

市役所員、市議会員から成る保健の社会技術チームが主要な役割

を担っている。 

 プロジェクトは同チームの組織化を支援し、終了時評価時点で対

象 11 市中 10 市でチームが組織化された。 

3-2-7. 市保健計画のデザイ

ンについて研修する。 

 2015 年 10 月から、プロジェクトのローカルコンサルタントが市

保健計画作成に関する研修を保健省の「保健セクターにおける参

加型事業ガイド」に基づき、上述の保健の社会技術チームに対し

て実施した。この研修後、同チームは研修で得た知識に基づき、

各市で実際の市保健計画デザインを行った。プロジェクトのロー

カルコンサルタントはデザイニングのプロセスに参加し、適宜、

技術的なアドバイスを行った。 

 2015 年 12 月に保健省主催の「市保健計画セミナー」において、

トゥピサ保健ネットワーク内のモヒネテ市は、全国でも市保健計

画策定及び実施の優良市として、計画作成プロセスや実施状況を

参加 5 県の県保健局関係者、市保健責任者及び市の職員の合計約

30 名に紹介した。また、翌年 7 月の保健省主催の｢市保健事業ワー

クショップ｣でも、同市が講師として招待され、計画作成プロセス

や実施状況等を紹介した。 

 2016 年 5 月に保健省とプラン・インターナショナル（NGO）共催

で、21 市（全県の半分の市）を対象に「市保健計画策定研修」を

県保健局で実施し、プロジェクトは市保健計画支援活動について

発表した。 

 2016年 8月にポトシ県保健局ヘルスプロモーション課主催でポト
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シ県内の 6 保健ネットワークを対象に「市保健計画策定ワークシ

ョップ」を実施し、プロジェクトで支援したモヒネテ市（上述）

の事例を発表した。 

3-2-8. 市保健会議の実施に

ついて技術支援する。 

 年 2 回開催される市保健会議では、第 1 回会議で市保健計画案の

内容の検討を行い、指摘事項等を踏まえ同案を修正、第 2 回会議

において承認する作業が実施される。 

 プロジェクトのローカルコンサルタントは会議の運営管理に関す

る技術的アドバイスを行った。 

3-2-9. 市保健計画の策定に

ついて技術支援する。 

 活動 3-2-7 を参照のこと。 

 

（2）成果の達成 

〈調査・評価上の制約〉 

 終了時評価で指標の達成度を測定するにあたり、最新の PDM である version 1 に設定されて

いる指標の幾つかに、達成度を測定する指標としての適切性に関する課題が確認された。具体

的には、客観的な到達目標（値）や到達を表現する評価尺度が明確に示されていない課題であ

る。例えば「〜が増加する」とする指標は、どの程度増加すれば指標が満たされたと判断する

かの判断基準が示されていない。また、プロジェクトの介入が開始された時点では「0」であ

るものに「〜が増加する」との指標が設定されているものもある。また、外部条件の影響によ

ってプロジェクトの介入前後の数値を単純比較できない指標の存在も確認されている。 

 したがって、そのような指標の達成度は、得られているデータ（絶対数など）や理想値など

参考にしつつ、「望ましい状態となっているか」との観点から、判断することとした。ただし、

このような評価尺度を設定できない指標に関しては、達成度の判断基準からは除外している。 

 

1）成果 1 

成果 1 の指標の達成度を以下に示す。 

【成果 1】 

プロジェクト対象地域において、保健人材が妊婦並びに 5 歳未満児のケアに十分な技術力・解決能

力をもつようになる。 

指 標 達成度 

1-1. 母子保健分野で選抜さ

れたケアの質の基準が満た

される保健施設の割合が増

加する。 

 プロジェクトでは、5 歳未満児及び妊産婦のケアに関し、以下に

示す項目をケアの質の基準として設定し、順守されている施設の

割合で評価した。 

– 5 歳未満児ケア：基準に関する技術書類及び適切な記録の所持、

プロトコールに従った下痢症の対処、プロトコールに従った肺炎

の対処、プロトコールに従った栄養失調児の診断（発見）とフォ

ロー 

– 妊産婦ケア：カルテ記載を含む妊産婦ケア基準の順守、パルト

グラム（分娩経過図）の使用、基本的な産科対応、プロトコール
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に従った緊急産科対応 

〈5 歳未満児ケアについて〉 

ウユニ：上記 4 項目の平均スコアはプロジェクト開始時 56.3％

であったが、2016 年では 41.2％に低下している。これは 3 項目

での上昇はみられるものの、「プロトコールに従った栄養失調児

診断とフォロー」が 2013 年の 100％から 2016 年に 0％へ低下し

ていることが大きく影響している。 

トゥピサ：全体の平均スコアは 2013 年の 45.3％から 2016 年に

は 56.8％に上昇している。トゥピサ保健ネットワークでも「プ

ロトコールに従った栄養失調児診断とフォロー」が 2013 年の

70％から 2016 年では 54.2％に低下している。 

低下の要因は、情報の質の低さが考えられるものの、さらなる

分析が必要である。 

〈妊産婦ケアについて〉 

ウユニ：上記 4項目の平均スコアはプロジェクト開始時の 17.8％

から、2016 年には 16.1％に低下している。「プロトコールに従

った緊急産科対応」が 2013 年の 25％から 2016 年では 0％に低

下していることが大きく平均スコアを低下させた要因と考えら

れる。 

トゥピサ：全体の平均スコアは 2013 年の 20.1％から 39.3％に上

昇している。トゥピサ保健ネットワークでも「プロトコールに

従った緊急産科対応」が 2013 年の 78％から 2016 年では 50％に

低下している。 

両保健ネットワークにおいて本項目が低下した要因は、研修を

受けた保健医療従事者の人事異動が考えられる。他の三つの項

目と異なり、専門性が高いことから、スコアの向上には研修の

受講及び実践が必要となる。このため、人事異動の影響は大き

い。要因の特定のためさらなる分析が求められる。 

ウユニ トゥピサ ウユニ トゥピサ

基準に関する技術書類及び適切な記録の所持 10 5 31.3 30.2

プロトコールに従った下痢症の対処 15 22 33.3 42.9

プロトコールに従った肺炎の対処 100 84 100 100

プロトコールに従った栄養失調児の診断とフォロー 100 70 0 54.2

平均（％） 56.3 45.3 41.2 56.8

5歳未満児ケア
2013 2016

ウユニ トゥピサ ウユニ トゥピサ

カルテ記載を含む妊産婦ケア基準の遵守 13 0 12.5 37.2

パルトグラムの使用 13.3 2.3 32 44.2

基本的な産科対応 20 0 21.9 25.6

プロトコールに従った緊急産科対応 25 78 0 50

平均（％） 17.8 20.1 16.6 39.3

2016
妊産婦ケア

2013
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 以上のことから、ケアの質に関しては項目ごとのばらつきは大き

いもの、全体的には上昇傾向にある。 

 全体スコアの平均では 5 歳未満児ケア、妊産婦ケアともにトゥピ

サ保健ネットワークと比較してウユニ保健ネットワークが低い傾

向を示し、ウユニへの取り組み強化の必要性が確認された。 

 5 歳未満児ケアでは両保健ネットワークともに「プロトコールに

従った栄養失調児診断とフォロー」でスコアが 2013 年から 2016

年で低下している。妊産婦ケアについても、両保健ネットワーク

ともに「プロトコールに従った緊急産科対応」でスコアが低下し

ている。したがって、これら二つの項目が今後、取り組みを強化

するべき項目である。 

 その他、2013 年のベースラインデータはないものの、プロジェク

トでは「新生児蘇生術の知識の有無」及び「分娩時体位の選択」

を満たす施設の割合について 2016 年に調査した。 

「新生児蘇生術の知識の有無」については、ウユニ及びトゥピサ

でそれぞれ 88％、91％、「分娩時体位の選択」では、それぞれ 94％、

89％であり、それぞれ高い順守率を示した。 

1-2. 妊産婦と 5 歳未満児の

搬送された事例のうち AJO

（A：適切性、J：妥当性、

O：適時性）の基準を満たす

事例の割合が増加する。 

 2014 年には、両保健ネットワーク

において、適切性、妥当性、適時

性の基準すべてを満たした施設は

非常に少なく、ウユニで 11.9％、

トゥピサで 19％であった。2015 年

及び 2016 年には、著しい上昇傾向

が見られ、2016 年ではウユニ及びトゥピサでそれぞれ 56.3％、

42.2％まで上昇した。しかしながらトゥピサにおいては、人事異

動などが影響し、2015 年の 45.9％から 42.2％に減少した。 

1-3. 選定された医療機材の

使用と技術について研修を

受けた操作者の数が増加す

る。 

 予定された研修対象人数は 260 名であったが、終了時評価時点で

は大きく超える 309 名が研修を受講した。 

1-4. バイオセーフティと固

形廃棄物処理のプロトコー

ル基本要件を実施する保健

施設の割合が増加する。 

 プロジェクトはプロトコールの基本要件の達成度を 4 グレード

（A：75～100％、B：50～74％、C：25～49％、D：0～24％）に分

類し、各グレードを満たす施設の割合の推移を以下に示した。 
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 プロジェクトの介入前の 2013 年には、基本要件を 25％以上満たす

施設はなかったが、2015 年には両保健ネットワークともグレード

C あるいはグレード B に分類される施設の割合が増加した。 

1-5. 市保健ネットワークの

実施チームによって作成さ

れたスーパービジョン計画

に沿ってスーパービジョン

を受ける保健施設の数が増

加する。 

 ウユニ：2015 年の実施率（計画数に対する実施数の割合）は 100％

（20/20）、2016 年では 86％（43/50）であった〔参考：プロジェク

ト開始前の 2012 年は 53％（16/30）〕。 

 トゥピサ：2015 年の実施率は 100％（27/27）、2016 年では 77％

（47/61）であった〔参考：プロジェクト開始前の 2012 年は 47％

（20/43）〕。 

 両保健ネットワークとも、プロジェクト開始前の実施率から 2016

年には 80％程度に向上している。2015 年は両保健ネットワークと

も 100％であったが、計画数そのものが 2016 年の半数以下だった

ことが実施率を高めた要因と考えられる。 

1-6. 5 歳未満の幼児発達（評

価と早期刺激）について研

修を受けた保健医療従事者

（エデュケーター）の数が

増加する。 

 活動 1-6 で示したとおり、幼児発達にかかわる活動が本格化され

たのは 2016 年に入ってからであり、研修等の活動期間が想定より

も短くなった。そのため、終了時評価時点でエデュケーターとし

て養成されたのは合計 5 名（ウユニ：2 名、トゥピサ：3 名）であ

った。 

 プロジェクト開始時は 0 名であるためプロジェクト終了時点で 5

名がエデュケーターとして養成されたことは「増加」とも考えら

れるが、対象地域内の幼児発達に関連する活動を推進するために

は十分な数とは考えにくい。 

 

 成果 1 では①母子保健サービスの向上、②母子ケアでのリファラル・カウンターリファ

ラルシステム強化、③医療機材メンテナンスの改善、④医療施設のバイオセーフティの向

上、⑤スーパービジョンの改善、⑥幼児発達コンポーネントの六つのテーマで技術力向上

を図った。ケアの質に関して、医療技術・手技等が実際にどの程度向上したかを客観的に

測定することは困難であるが、指標 1−1 で示したとおり、全体的にばらつきが大きいも

のの、向上傾向にあると考えられる。本調査で行った聞き取り調査でも、妊産婦管理、新

生児管理等の能力の向上を実感しているとの声が聞かれている。本成果には「スーパービ

ジョンの改善」が要素として含まれており、改善した技術や手順はスーパービジョンが機

能することで、その質の維持・向上が担保されるものと考えられる。 

 リファラル・カウンターリファラルシステムについては、AJO 基準が導入されたこと

によって、上位医療施設へのリファラルの適切性、妥当性、適時性が順守されるようにな

り、リファラルの質の向上が確認されている。また、AJO のデータを分析することによ

り、各施設に必要な支援が的確に確認されるようになった。さらに、AJO の達成状況を

時系列で分析することによって、問題の特定も可能となった（例えば、リファラル数が増

えているにもかかわらず AJO の基準の適用が改善しないケースでは、施設に酸素ボンベ

が設置されていないことが原因として明らかになった）。ただし、現場の保健医療従事者
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による問題の分析に関しては、さらなる改善の余地がある。データの解釈や多角的分析が

できるようになるには、継続した支援が必要である。また、患者のカウンターリファラル

について、終了時評価時点では客観的に実施状況を評価できるデータ等は入手できなかっ

たものの、聞き取り調査では、保健医療従事者のカウンターリファラルに関する意識がま

だ低く、リファラルほどは機能していないことがうかがえた。したがって、これらの課題

については、特にスーパービジョン等でプロジェクト期間終了後も継続的なフォローアッ

プが必要である。 

 医療機器メンテナンスは、操作者向け研修、技術者向け研修が実施され、合計 308 名の

保健医療従事者、技術者が研修を受講している。研修によって医療機器の故障の減少や故

障のために活用できない医療機器の数が減少したなどのアウトカムまでは確認できなか

ったが、現場レベルの観察ではおおむね適切に管理されていた。今後も、現場の保健医療

従事者だけでなく、施設内のすべてのスタッフが故障を防ぐための適切な取り扱い（予防

的メンテナンス：Preventive Maintenance）に対する意識をより高めるような取り組みを行

うことが望ましい。 

 医療施設のバイオセーフティと固形廃棄物処理について、現場の保健医療従事者、事務

職員合計 422 名に対して研修が提供された。指標 1−4 に示すとおり、全体的にはバイオ

セーフティの順守状況が改善傾向にあると考えられる。廃棄物の分別を適切に実施してい

る施設も観察されたが、予算不足等の理由により、ごみ箱や色別のビニール袋、手袋、マ

スク等の消耗品の購入が困難である施設も観察された。特に施設の物品購入などは管轄す

る市によって措置されるが、バイオセーフティ基準を満たすために必要な物品購入が市に

よって実施されていないことが幾つかの施設で確認されている。市の適切な予算措置や手

続きについては、プロジェクトではコントロールできず、市の今後の課題として対策を協

議することが求められる。他方、基準を満たすことができない医療施設でも利用できるリ

ソースを活用して、可能な限りの管理を実施しており、院内のバイオセーフティは一定程

度向上していることが見込まれる。しかしながら、市の最終処分施設が整備されていない

ケースが多く、院外のバイオセーフティには課題が残る。 

 スーパービジョンに関しては、本格活動が遅延したものの、プロジェクトのローカルコ

ンサルタントが中心となって 2014 年にツールの開発が行われた。その後、県保健局や保

健ネットワークと使用しながら改良を重ね、最終的には既存の 10 のプログラムを統合し

た形の統合スーパービジョンのツールが開発された。以前はプログラムごとに紙ベースで

モニタリング作業が行われていたが、ツールの導入によりモニタリングに要する時間が著

しく短縮されたうえに、集計結果や課題のある項目が視覚的にその場で確認できるように

なり、スーパービジョン業務は大きく改善した。指標 1-5 で示したように、計画に対して

約 8 割程度の実施率が確認されている。しかしながら、現時点ではスーパービジョンの結

果を統合的に分析し、同分析に基づく対策の立案までには到達しておらず、今後の課題で

ある。なお、スーパービジョンは公式ガイドツールが県保健局により正式採用され、県全

体で適用することとなったため、今後、他地域へのインパクトも期待できる。 

 幼児発達コンポーネントは、2016 年 5 月に「継続ケアガイド」に沿ってトゥピサでは

10 名の保健医療従事者、小学校教員に対するトレーナー養成研修が実施された。これら

のトレーナーは既に他のスタッフに対して研修を実施したことが確認されており、具体的
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な実施状況や成果については、今後、モニタリングが実施される見込みである。 

 以上のとおり、妊婦や 5 歳未満児のケアに関し、多くの保健医療従事者に対してさまざ

まな研修が提供された。成果 1 に関する指標で目標値が設定されていないものも多く判断

が困難であるが、全般的に技術に関する項目について、今後も継続した能力強化の必要性

が示唆される。他方、AJO 基準による患者リファラルの評価が導入されたことによって、

リファラル・カウンターリファラルシステムは一定程度の向上が確認された。今後は統合

スーパービジョンが適切に機能すれば、このような技術、システムは改善してゆくことが

期待できる。 

 以上のことから、終了時評価時点での成果 1 の達成度は許容範囲であると考えられる。 

 

2）成果 2 

成果 2 の指標の達成度を以下に示す。 

【成果 2】 

プロジェクト対象地域において、保健医療従事者及びコミュニティによって、母子の「より良く

生きる（Vivir Bien）」を追求するプロセスが家族とコミュニティに生まれる。 

指 標 達成度 

2-1. 「生活のための現地教

育ガイド」によって定めら

れた活動が継続されている

生活のための現地教育チー

ムの数が増加する。 

 2016 年 11 月の時点で、両保健ネットワーク内のコミュニティに

153 の生活のための教育チームが結成された（ウユニ：72 チーム、

トゥピサ：81 チーム）。これは、対象地域の全コミュニティ（383）

の約 40％に当たり、全保健施設（113）の約 63％がチームを組織

したことになる。プロジェクトでは、本活動の対象を 71 保健施設、

100 コミュニティに設定していたため、目標値と同等かそれ以上

の広がりが確認された。 

 生活のための現地教育は住民が主体となるコミュニティ活動であ

り、保健医療従事者等が活動の導入支援や技術的フォローアップ

を行うものである。このため、本プロジェクトではファシリテー

ター養成後、保健医療従事者の活動が現行の保健システムのなか

で運用されている。 

2-2. 生活のための現地教育

チームの支援による実施中

のアクションプランを有す

るコミュニティの数が増加

する。 

 2016 年 11 月の時点で、82 のアクションプランが作成された（ウ

ユニ：31 計画、トゥピサ：51 計画）。これは、全チーム（153）の

約 54％に当たる。 

 なお、終了時評価時点では 82 アクションプランのうち 21 チーム

がプランに基づく活動を完了しており、さらにそのうち 9 チーム

が新たな実施プロセス（新たな計画の策定）に進んでいる。 

2-3. 市によるファイナンス

のためにコミュニティプロ

ジェクトの提案をする地域

保健委員会（CLS）の数が

増加する。 

（市保健計画の作成が行われる以前は、コミュニティプロジェクトの

申請は各保健施設の CLS が市へ申請を実施していたが、現在はコミ

ュニティの参加型問題分析によるプロジェクト企画書が市保健計画

に取り込まれるプロセスとなっている。このため、本指標は終了時評

価調査時点での現状と異なることから、達成度測定に使用しない。） 
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2-4. 幼児発達の早期刺激方

法について研修を受けた生

活のための現地教育チーム

のトレーナー・メンバーの

数が増加する。 

 活動 1-6 に示したとおり、幼児発達にかかわる活動が本格的に開

始されたのは 2016 年 9 月であり、プロジェクトの研修により養成

されたエデュケーターは両保健ネットワーク内で合計 5 名であ

る。 

 実際のコミュニティでの活動は 2016 年 12 月から開始されること

になっていたが、現時点では生活のための教育チームにどの程度

トレーナーが養成されているかの情報は入手できていない。なお、

ウユニ保健ネットワーク内のサン・フアン保健センターの医師は、

他のスタッフに研修で学んだことを共有するとともに、2016 年 12

月には早期小児発達支援に関する説明を住民 45 名に対して実施

した。 

 

 成果 2 では①生活のための教育コンポーネントの導入、②参加型事業の強化、③家族に

おける幼児発達の三つのテーマで技術力向上や、住民参加型のコミュニティ活動の強化を

図った。 

 生活のための教育コンポーネントの導入について、プロジェクトでは両保健ネットワー

クのうち、合計 71 施設/90 名/100 コミュニティを対象とし、2013 年 10 月に保健省が発行

した「生活のための現地教育ガイド」を参照した活動が開始された。最初にファシリテー

ターの養成が実施され、その後、プロジェクトのローカルコンサルタント及びファシリ

テーターが保健医療従事者に対して研修を実施し、コミュニティでの生活のための現地教

育に関する組織化やコミュニティでの問題分析、アクションプランの作成等が実施された。 

 指標 2-2 のとおり、アクションプランに沿った活動を実施したコミュニティは全体の

チームの 54％程度であるが、この達成状況を評価することは困難である。なぜなら、生

活のための教育の実践は、住民のニーズやコミュニティでの優先度、コミュニティ活動を

行うための環境等に影響されるとともに、認識や知識が行動変容につながるまでに、時間

を要するためである。つまり、コミュニティのイニシアティブの下、保健医療従事者や行

政機関がコミュニティを支援する形で構築されることが望ましいが、その実現には一定の

時間を要する。また、生活のための教育の実践は、SAFCI 政策で保健医療従事者の義務

であることが明記されているが、現実には保健医療従事者が日常業務に加えてコミュニテ

ィ活動を行うには負担が大きい。勤務時間後の夜や休日にコミュニティを訪問する必要も

あり、保健医療従事者が活発にコミュニティ活動を展開するには限界が生じている。この

ような保健医療従事者の活動の制約も踏まえつつ、今後は、どのように効率的・効果的に

活動を維持・発展できるかについて、対策を協議する必要がある。 

 生活のための教育活動が円滑に行われているコミュニティによって、別のコミュニティ

が興味をもち、医療施設に実施支援をリクエストするケースが確認されている。これはプ

ロジェクトのインパクト（波及効果）ととらえることができる。また、幾つかのコミュニ

ティでは環境セクター（ごみ収集）や、農業セクター（栄養・家庭菜園）及び教育セクター

（学校給食）など、他のリソースとの協力・連携が効果的に実施されているケースが確認

されている。また、活動が完了した 21 チームのうち 9 チームは既に新たなコミュニティ

活動の実施サイクルに進捗しており、生活のための教育がコミュニティで定着しつつある



– 38 – 

ことを示唆している。今後の活動展開を検討する際には、上記の成功例や波及効果の事例

も参考にすることが望ましい。 

 なお、本プロジェクトは「より良く生きる」の実現のための SAFCI 政策を直接的に支

援するもので、その手段の一つとして生活のための教育のコンポーネントの導入を具体的

な支援アプローチとして採用している。しかしながら、現状では SAFCI 医師養成コース

のなかに生活のための教育の研修が含まれていない。今後、より SAFCI 政策を推進する

ためには、本件について保健省が具体的な協議を実施することが望ましい。 

 プロジェクトでは上記支援を通して教材や補助教材等を開発するとともに、2016 年 9

月に発行された「生活のための現地教育ガイド」改訂にも協力している。また、2015 年

に他県を対象とした保健省・NGO 共催の生活のための教育に関する研修では、プロジェ

クトで養成したファシリテーターが研修講師として協力、2016 年 11 月に県保健局主催で

県内 40 市を対象とした「参加型事業と生活のための現地教育の交流会」ではプロジェク

トが支援したチームの活動と成果の共有が行われるなど、保健省や県保健局が主体となっ

て、プロジェクト期間終了後に向けた仕掛けが実施されている。 

 家族における幼児発達については、全体的に活動が遅れているが、サン・フアン保健セ

ンターの医師が住民の集会で幼児の早期発達支援にかかわる説明を行うなど、終了時評価

時点で徐々に活動が実施されていることが確認された。 

 このように、本プロジェクトによって生活のための教育のコンセプトの下でコミュニテ

ィ活動は定着しつつあり、さらに、周辺地域への広がりもみせている。今後は、保健医療

従事者が日常業務を行いながら効果的・効率的にコミュニティへの生活のための教育の導

入支援や技術的フォローアップが行えるよう、制度や実施メカニズムの改良が必要になる

と考えられる。 

 以上のことから、終了時評価時点での成果 2 の達成度はおおむね適切と考えられる。 

 

3）成果 3 

成果 3 の指標の達成度を以下に示す。 

【成果 3】 

プロジェクト対象地域において、市レベルの意思決定のために、適時で信頼性のある保健情報が

活用され、適切な分析がなされる。 

指 標 達成度 

3-1. 妊産婦と 5 歳未満児の

SNIS のデータ登録エラー

が減少した保健施設数が増

加する。 

 ベースライン調査とその後のモニタリングのデータ比較条件が一

定でないため、介入前後の比較検討はできなかった。 
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3-2. 基準で定められた 3 段

階と頻度を順守して市情報

分析委員会（市 CAI）を実

施する市の数が増加する。 

 ウユニ及びトゥピサそれぞれが管轄している市の開催率（合計開

催予定数に対する実施回数の割合）を示した。 

ウユニ：6 市は、プロジェ

クト開始時の 2013 年の開

催率は 30％と低かったが、

その後徐々に上昇し、2016

年では 79％まで上昇してい

る。 

トゥピサ：5 市は、プロジ

ェクト開始当初の 2013 年

でも既に 75％の開催率であったが、その後も上昇を続け、2016

年は 95％まで上昇した。 

 また、CAI 簡易ガイドが導入された 2015 年 9 月以降は、すべての

CAI（100％）が同ガイドに示される開催手順（準備、実施、評価）

に従って実施された。 

3-3. 市保健会議で承認さ

れ、市 CAI で優先された要

望・提案と社会的要求（マ

トリックスで取りまとめら

れ市保健社会審議会によっ

て優先された）の数が増加

する。 

 市保健計画策定には、コミュニティ参加型で問題分析マトリック

スを用いたニーズ分析を基にプロジェクト企画書が作成され、同

計画へ反映される。一方で、上記企画書とは別にコミュニティで

のニーズが生じた際には、別途、市 CAI で検討・審議されたうえ

で市保健計画への反映が検討される。 

 このような市 CAI を通したコミュニティの要望・提案を上げる

ルートは、プロジェクト企画書によるものに加えて、コミュニテ

ィ・ニーズの市保健計画反映への正式なルートとして、2016 年 6

月以降に運用が開始された。 

 したがって、「増加する」ことは成果 3 の達成度を測定することに

はならない。 

 ウユニ及びトゥピサの管轄する合計 11 市で市保健計画に記載さ

れているプロジェクト数の合計は 209 であった。そのうち 35 プロ

ジェクトが市 CAI を通したルートで採用されたものである。これ

は、市保健計画策定にこの二つのルートでのプロジェクト申請が

機能していることを示唆するものである。 

 

 成果 3 では①保健情報の質の改善、②情報分析委員会（CAI）手法の改善（特に市の

CAI と保健事業サイクルの強化）の二つのテーマで技術力向上が図られた。 

 保健情報の質の改善については、他の支援項目同様、プロジェクトではファシリテー

ターを養成したものの、実際はローカルコンサルタントが中心となって医療施設のスタッ

フに対して研修を実施した。また、施設によって PC 等のインフラが整備されていないと

ころもあり、研修の実施が困難である場合も認められた。 

 情報の質を評価するためのデータエラー数に関しては、ローカルコンサルタントのベー

スライン調査やモニタリングの条件が一定ではなく、時系列でのエラー数の推移を観察す
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ることができなかったため、介入効果を正確に判断することができなかった。また、上記

のモニタリングではエラー数ではなく、エラー幅の大きさを測定しており、適切なデータ

の信頼性を評価することができなかった。県保健局保健情報課との面談では、県全体とし

てデータエラーは改善傾向が認められているとのことであるが、必ずしもプロジェクト対

象のウユニ及びトゥピサが大きく改善している状況ではないとのことで、その一因として

担当者の離職・異動を挙げている。他方、全体的な改善の理由としては、同課が施設のモ

ニタリングを行った際に報告データと生データを比較し、不一致があれば指導するといっ

た取り組みを 2014 年から開始したことを挙げている。 

 また、CAI に関しては、JICA 短期専門家とプロジェクトのローカルコンサルタントが

協力して作成した「CAI 簡易ガイド」が 2015 年 10 月に県保健局により承認、県内全市へ

適用されることとなった。これらと並行し、「CAI 簡易ガイド」に沿った研修や保健情報

に関する研修を行った。指標 3-2 に示したとおり、研修後には規定に基づいた頻度と開催

手順に従って定められた頻度（4 回/年）で開催されるようになった。これによって、ロー

カルコンサルタントの支援の下で、住民を含むステークホルダー参加型の活動計画（アク

ションプラン）が作成されるようになるとともに、進捗管理も適切に実施されるようにな

った。また、本プロジェクトの対象 11 市中 8 市で保健省の規定に基づいた住民参加型プ

ロセスによる保健計画が策定された。保健省はこの成果を高く評価し、保健省主催の全国

ワークショップで優良事例として紹介した。さらに、8 市の保健計画は、国が推進する市

の「より良く生きる（Vivir Bien）ための統合地域開発計画（Planes Territoriales de Desarrollo 

Integral Para Vivir Bien：PTDI）」に位置づけられたことにより、PTDI のなかに保健計画の

予算執行が明記された。なお、上述の住民参加型プロセスを通した市保健計画の策定は、

コミュニティにおける問題分析マトリックスを用いた分析（成果 2）が反映されている。

つまり、PTDI の保健領域はコミュニティの現実的なニーズに基づいた計画といえ、PTDI

（保健領域）の策定が現場のニーズを反映したものとなる仕組みの構築に、プロジェクト

が大きく貢献したといえる。 

 CAI で分析された情報は、市保健計画にも反映されている。市保健計画や年間活動計画

は、CAI を含む多くの情報ソースの分析に基づいて作成されたが、分析そのものに改善の

余地があることが指摘されている。例を挙げると、計画に沿って物品購入を行っても在庫

切れが生じるなどのケースがあった。この原因として予算不足が挙げられたが、在庫管理

が適切に行われたかなど多角的な原因分析が実施されていない状況も確認されている。県

保健局保健情報課は現場レベルの分析能力の必要性を指摘し、2017 年には県内の保健ネ

ットワーク、保健施設に対して、情報分析能力強化の活動を計画している（予算確保済み）。

このような改善に向けた取り組みは、県としての問題解決能力の向上を示唆するものであ

るが、プロジェクト期間終了後も継続的な分析能力強化のための取り組みを行う必要性が

非常に高い。 

 このように、保健情報の質に関してはさらなる向上の余地があることが終了時評価調査

では確認されているが、県保健局保健情報課等のモニタリング活動が継続できれば、今後

向上することが期待できる。また、本プロジェクトの支援による住民参加型プロセスによ

る保健計画策定や、策定された市保健計画が PTDI に位置づけられたことで、PTDI の策

定が住民のニーズを反映できるような仕組みの構築に大きく貢献したことは、本プロジェ
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クトの主要な達成事項の一つと考えられる。 

 以上のことから、終了時評価調査での成果 3 の達成度はおおむね適切と考えられる。 

 

３－３ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標の指標の達成度を以下に示す。 

【プロジェクト目標】 

プロジェクト対象地域において妊婦と 5 歳未満児の健康リスクが減少される。 

指 標 達成度 

1. プロジェクト対象地域で

産前健診を受けた者のうち

4 回受けた者の割合が増加

する。 

 右の図は、産前健診の受診者数

のうち、全 4 回の健診を受けた

妊婦の割合をウユニ、トゥピサ

及びポトシ県で示したものであ

る。 

 プロジェクト開始前年の 2012

年から県全体及び対象 2 保健ネ

ットワークでは 4 回すべての産

前健診を受けた妊婦の割合は増加傾向にあり、2016 年の割合はほ

ぼ同等であった。プロジェクトの実施による産前健診受診行動へ

の影響は確認できなかった。 

 本プロジェクトの介入は保健医療従事者への技術力向上や生活

のための教育の推進等であり、妊婦の産前健診への受診行動を促

進するような直接的な介入を実施していない。 

 本プロジェクトの支援アプローチとプロジェクト目標達成度測

定のための指標との因果関係は直接的ではなく、指標としての適

切性に問題がある可能性がある。 

2. プロジェクト対象地域で

施設分娩（保健医療従事者に

より介助を受けた分娩）数が

増加する。 

 各年度で推計された分娩数に対す

る施設分娩及び保健医療従事者の

介助による分娩の割合について、

ウユニ及びトゥピサでの実数を右

図に示す。 

 ウユニの実数は、プロジェクト開

始前の 2012 年からほぼ横ばいに

推移していたが、トゥピサは 2015 年から上昇傾向がみられる。 

 指標 1 の産前健診と同様、本プロジェクトでは施設分娩への妊産

婦の行動変容を促すような直接的な介入は実施していない。 
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3. プロジェクト対象地域で

産後健診を受けた者の割合

が増加する。 

 ウユニ、トゥピサ及びポトシ県

において、各年度で施設分娩も

しくは保健医療従事者の分娩介

助を受けた妊産婦数のうち、産

後健診を受けた産婦の割合を右

図に示した。 

なお、2014 年及び 2015 年のデー

タは外部要因（健診対象時間の

短縮）の影響を強く受けていることが示唆されたため、使用しな

かった。 

 トゥピサ保健ネットワークは県全体の割合と同等の上昇を示し

ており、プロジェクトを同地区で行ったことの影響は認められな

かった。 

 他方、ウユニ保健ネットワークでは環境に違いがあるとはいえ、

トゥピサ保健ネットワークとほぼ同様の介入を行っているが、プ

ロジェクト開始時の 2013年から 2016年で割合に低下が認められ

た。低下の原因は不明である。 

 なお、本指標についても、プロジェクトの介入内容との因果関係

に問題がある可能性がある。 

4. プロジェクト対象地域で

成長発達健診を受けた 5 歳

未満児の数が増加する。 

 右図では、ウユニ、トゥピ

サ及びポトシ県で成長発達

健診を受けた 5 歳未満児の

実数を示した。 

 ウユニ及びポトシ県全体で

ほぼ横ばいであったが、ト

ゥピサでは 2015 年に若干の

上昇が認められた。 

 しかしながら、本プロジェクトが幼児発達にかかわる活動を開始

したのは 2016 年 9 月以降であることから、このような上昇また

は定常推移に対する本プロジェクトの影響は極めて限定的と考

えられる。 

5. 「生活の教育ガイド」の

実施に参加したコミュニテ

ィで任意に抽出された住民

の自己効力感・社会関係資

本・QOL（生活の質）の指標

測定値が向上する。 

 プロジェクトが実施したコミュニティの住民参加活動に関する

介入効果を科学的に解析（差の差手法：DID）したところ、人的

資本としての自己効力感、社会関係資本としての社会関係資本指

数、アウトカムとしての健康関連 QOL 指数の 3 項目とも介入効

果を客観的に示す結果が得られ、特に、社会関係資本指数が大き

く改善した。 

 健康関連 QOL 指数についても対照群に比較して大きな伸び幅が

確認されている。このことは生活のための教育が住民の健康に及
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ぼす影響を客観的に示すとともに、コミュニティの住民参加活動

の介入効果を科学的に証明する世界的にも数少ない重要な成果

である。 

6. 執行されている市保健計

画を有する市の数が増加す

る。 

 住民参加型プロセスによる市保健計画の策定は、プロジェクトが

開始されてから導入されたものであるため、「増加する」で達成

度を測定することは誤りである。 

 しかしながら、2016 年までに、本プロジェクトの対象 11 市中 8

市において、保健省の規定に基づいた住民参加型プロセスによる

保健計画が策定された。終了時評価調査時点では、さらに 1 市が

市保健計画の策定作業を実施中である。 

 この保健計画は、コミュニティのニーズ分析に基づいて計画され

たプロジェクト企画書が反映されたものであるため、おおむね望

ましいレベルで市保健計画の策定が実施されたと考えられる。 

 

 本プロジェクトは、技術力・解決能力の向上（成果 1）が SAFCI 政策の「ケアモデル」に、保健

医療従事者とコミュニティによる「より良く生きる」を追求するプロセスの醸成（成果 2）が「管理

モデル」に対応し、信頼性のある保健情報分析に基づく市の意思決定（成果 3）が成果 1 と成果 2 を

有機的に連結させるものである。このようなプロセス・概念の下で、プロジェクト目標「プロジェク

ト対象地域において妊婦と 5 歳未満児の健康リスクが減少される」をめざすものである。 

 しかしながら、プロジェクト目標の達成度を測定するための指標は、産前健診及び産後健診の受診

率の向上、施設分娩数の上昇、成長発達健診を受診する 5 歳未満児数の上昇など、本プロジェクトで

は直接的に取り扱っていない項目が設定されている。もちろん、本プロジェクトでの介入により病院

機能が向上し、妊産婦や 5 歳未満児をもつ母親等の意識や態度が変われば、これらの指標が最終的な

結果として改善することも考えられるが、因果関係としては遠いように思料される。実際の結果とし

てもポトシ県全体の平均とほぼ同等であり、プロジェクトの大きな介入効果が示唆されるような結果

は得られていない。 

 しかし、成果の達成状況では、多くの保健医療従事者がプロジェクトによって研修を受講し、ファ

シリテーターとなる人材もそれぞれのテーマで養成されている。また、保健医療従事者の技術力や問

題解決力が維持・向上するためのメカニズム（AJO 基準や統合スーパービジョンなど）も整備され

た。また、生活のための教育に基づく保健医療従事者とコミュニティの住民活動も定着、広がりをみ

せつつあり、さらに、住民のニーズを反映させた市保健計画の策定が実施されるようになっている。

また、本プロジェクトでは「生活のための現地教育ガイド」の改訂や「CAI 簡易ガイド」「適切なリ

ファラルを取り扱うための運用ガイド」等の作成や導入などを数多く実施しており、そのなかの幾つ

かは県令等として承認され、ポトシ県全体に適用されている。つまり、終了時評価調査時点では、プ

ロジェクト対象地域の妊婦と 5 歳未満児の健康リスクが減少するための基盤が整備されたと考えら

れ、他の地域への展開や波及も始まりつつある状況である。さらに、本プロジェクトの介入効果を検

証したことにより、コミュニティの住民参加活動を通じた住民の健康関連 QOL の上昇（指標 5）が

確認された。このことはプロジェクト目標の達成に貢献したと同時に、その関連性が科学的に証明さ

れたことは、本プロジェクトによる大きな達成事項の一つと認められる。また、指標 6（保健省の規

定に基づいた住民参加型プロセスによる市保健計画の策定）もおおむね満たされたといえる。 
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 ポトシ県全体で母子の健康状態の改善（上位目標）を実現するには、本プロジェクトで確認された

幾つかの課題（統合スーパービジョンの維持・強化や保健医療従事者の離職・異動、データ分析と根

拠に基づく計画立案など）への適切な対応が必要であるが、本件は「第４章 評価結果」で検討する。 

 以上のことから、プロジェクトは幾つかの課題がありながらも、将来の母子健康向上のための基盤

が整備されたといえることから、プロジェクト目標はおおむね達成されたと考えられる。 

 

３－４ プロジェクトの実施プロセス 

（1）プロジェクトの運営管理 

 ボリビア側のプロジェクト運営は、保健省の監督指導の下、プロジェクト対象地域を管轄する

ポトシ県保健局が中心となり、JICA 専門家、プロジェクトで雇用したローカルコンサルタント

が協力して、プロジェクトの運営管理が実施された。保健省関係部局等への進捗報告や連絡調整

は、JICA ボリビア事務所の所員やナショナルスタッフが主体的に行い、IDB やコチャバンバの

医療技術者養成校、ラパスの幼児発達の専門機関（カリタス・ラパス）等の外部機関との調整や

供与機材の調達、ローカルコンサルタントの雇用等も JICA ボリビア事務所が実施していた。さ

らに、同事務所のナショナルスタッフは PDM 改訂等も含めて、プロジェクトの技術面に関する

アドバイス等を行っていた。 

 プロジェクト・ダイレクターである保健大臣が参加して行われるべき合同調整委員会は PDM

改訂時の 1 回のみの開催であったが、定期的に実施された運営委員会でプロジェクト活動の進捗

管理や成果達成状況のモニタリング、実施上の課題等が協議され、プロジェクトの意思決定の役

割を担っていた。終了時評価時点までの 4 年弱の間に、9 回の運営委員会が開催されている。日

常的なプロジェクトの進捗管理は、JICA 長期専門家（業務調整）がローカルコンサルタントか

らの報告を取りまとめ、必要に応じて県保健局の関連部局や局長と共有、協議を実施していた。

技術的な内容については、ローカルコンサルタントが直接県保健局の担当部局と業務調整員とと

もに調整を行った。また。プロジェクトの運営管理や技術的支援の方法等に関する情報は、業務

調整員から電子メール等で適宜チーフアドバイザーに報告され、情報共有が図られていた。 

 本プロジェクトでの技術移転活動は、チーフアドバイザー（JICA 短期専門家）の監督指導の

下で JICA 長期専門家（業務調整員）が現場でのマネジメントを行い、実際の技術指導等はプロ

ジェクトのローカルコンサルタントが中心となって実施された（特定のテーマでは、日本から

JICA 短期専門家が派遣された）。本プロジェクトのコンポーネントは医療の技術的内容から保健

システム、保健情報、保健行政など多岐にわたり、それぞれのテーマに担当するローカルコンサ

ルタントを配置したため、最大 11 名のローカルコンサルタントが同時に活動している時期もあ

った。ローカルコンサルタントの業務マネジメントは、業務調整員の多大な労力の下で運営管理

されている。 

 

（2）関係者間のコミュニケーション 

プロジェクトの前半は、JICA 長期専門家（業務調整員）とプロジェクトのローカルコンサル

タントがプロジェクトサイトのウユニ保健ネットワーク及びトゥピサ保健ネットワークに駐在

していたため、ボリビア側実施本体の県保健局とは物理的な距離があり、連絡調整に苦慮する場

面もあった。しかしながらプロジェクトの中間期に県保健局内にプロジェクト事務所が設置され

て以降は、さまざまなプロジェクト活動が本格化し、成果も徐々に確認されたこともあり、県保
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健局内のさまざまな部局と JICA 専門家、ローカルコンサルタントとのコミュニケーションが強

化された。関係者間のコミュニケーションはプロジェクト期間を通じておおむね適切に維持され

たと考えられる。 

 他方、プロジェクトの技術支援の中心的な役割を担うローカルコンサルタントについては、適

切な専門性や十分な経験を要する人材のリクルートに苦慮するケースもあり、現場レベルでの保

健医療従事者とのコミュニケーションに困難が生じるケースが存在した。しかしながら、ローカ

ルコンサルタントの多くは熱意をもって活動し、本プロジェクトの成果やプロジェクト目標の達

成に大きく貢献している。 

 以上のことから、プロジェクト期間を通してプロジェクト運営は適切に実施され、関係者間の

コミュニケーションもおおむね良好に維持されたと考えられる。 

 

（3）オーナーシップ及び自立性  

 上述したとおり、ポトシ県保健局は局長（プロジェクト・マネジャー）の強いリーダーシップ

の下で、各部局も熱意をもって本プロジェクトを実施している。特に県保健局はポトシ県の母子

健康向上に対する本プロジェクトの支援アプローチの効果を認識し、プロジェクト期間終了後も

これまでの活動の維持、展開への強い意欲を示している。実際に、本プロジェクトを通じて県令

となったガイド等は県内の他の地域へ展開する活動が自主的に開始され、活動の持続性のために

他の開発パートナー機関やNGOに対して本プロジェクトの支援アプローチを踏襲することを求

めるなど、既に高いオーナーシップと自立性をもって活動を実施している。 

 ウユニ及びトゥピサ保健ネットワークの現場レベルのカウンターパートも、予算や人材等の制

限のあるなかでも、オーナーシップをもって多くの人材がプロジェクト活動を実施した。 

 

３－５ 阻害・貢献要因 

（1）効果発現に貢献した要因 

1）計画内容に関すること 

 本プロジェクトは、これまでの FORSA プロジェクトの経験や成果を有効に活用して実施さ

れることが想定されていた。実際に、プロジェクトのローカルコンサルタントは過去の FORSA

プロジェクトで得た知識、経験等を効果的に活用し、本プロジェクトの技術協力を主体的に実

施した。本件はローカルコンサルタントをマスタートレーナーとした技術協力の効果を高める

一因と考えられ、「有効性」の促進要因と整理できる。 

 

2）実施プロセスに関すること 

 県保健局の本プロジェクトへのオーナーシップは高く、本プロジェクトの成果品である各種

指針やツール等を県令として承認し、県内全体での適用を推進するなど、プロジェクトへの高

いコミットメントを示した。このことは、プロジェクト活動の推進と成果の創出の観点から、

本プロジェクトの「有効性」を高める一因と考えられた。 

 

（2）問題点及び問題を惹起した要因 

1）計画内容に関すること 

 保健医療従事者であるファシリテーターが現場の保健医療従事者に対して研修を提供する
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必要があるものの、プロジェクトは具体的にそのようなファシリテーターを活用した研修運営

方法（ファシリテーターの日常業務を考慮した実施計画など）を十分検討しないまま活動が開

始された。そのため、ファシリテーターによる現場レベルでの研修活動を実施できず、プロジ

ェクトのローカルコンサルタントが研修を実施した。 

 以上のことから、プロジェクトで養成された人材の有効活用や、効率的な研修の計画・実施

の観点で、プロジェクトの「効率性」を一定程度阻害したと考えられる。 

 

2）実施プロセスに関すること 

 特になし。 
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第４章 評価結果  

 

４－１ 妥当性 

以下に示す理由から、本プロジェクトの妥当性は終了時評価時点で高く維持されている。 

 

（1）ボリビアにおける保健政策及びターゲットグループのニーズとプロジェクト目標の整合性 

 プロジェクトが開始された 2013 年のボリビアの妊産婦死亡率は 190（出生 10 万対）、5 歳未満

児死亡率は 51（出生 1,000 対）と推計8されており、本プロジェクトの対象地域であるポトシ県

は 2008 年の統計データ9によると、妊産婦死亡率が 352（出生 10 万対）、5 歳未満児死亡率が 126

（出生 1,000 対）と全国で最も悪かった。また、近年の保健省の報告によると、ポトシ県の妊産

婦死亡率は 255（出生 1,000 対）（2011 年）であり、改善傾向にあるものの、全国で 2 番目に高

い。このように、プロジェクト開始後もポトシ県では依然として母子にかかわる健康指標は低く、

住民の健康向上や保健医療サービスへのアクセス向上のニーズは依然として高い。 

 かかる状況の下、ボリビア保健省は地方・農村部、母子、先住民などの健康改善に向けた取り

組みとして、多文化・コミュニティを尊重しつつ、従来の医療施設型のアプローチから住民参加

型のヘルスプロモーションアプローチ、保健医療サービスへのアクセス向上をボリビアの保健政

策の柱と位置づけ、SAFCI 政策を実施している。本プロジェクトは、ボリビアの保健基本政策

との整合性が非常に高く、保健省にとって本プロジェクトへの必要性は高かった。 

 

（2）わが国の援助方針とプロジェクト目標の整合性 

 わが国は「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：SDGs）」への支援を行うこと

を表明しており、「保健」は SDGs の 17 のゴールの一つとなっている。JICA も 2016 年 9 月に発

表した SDGs ポジションペーパーのなかで、SDG 3「すべての人に健康と福祉を（保健）」を JICA

が中心的な役割を果たしていくゴールと位置づけている。 

 また、「平和と健康のための基本方針」のなかで、中南米における重点方針として「貧困層に

おける保健サービスへのアクセス向上を念頭に置いた協力」を行うことが挙げられており、特に

地方・農村部の住民の保健サービスのアクセス向上をめざす本プロジェクトとの整合性が得られ

ている。 

 2012 年に発表された「対ボリビア多民族国家 国別援助方針」のなかでも、重点分野の一つを

「人材育成を中心とした社会開発」とし、母子保健の改善を中心とした社会開発支援を継続的に

行うこととしている。 

 以上のことから、本プロジェクトのコンセプトや枠組みはわが国 ODA 方針、対ボリビア国別

援助方針とも整合性がとれている。 

 

  

                                                        
8 WHO, World Health Statistics 2013  
9 国立統計院、保健省（2008 年） 
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（3）実施方法の適切性 

1）本プロジェクトで採用した支援アプローチの適切性  

 妊産婦や 5 歳未満児の健康リスクの原因として、本対象地域の人材の技術力不足や住民の健

康に対する意識の低さがある。また、これら課題への対応を根拠に基づいて実施するための保

健行政マネジメントとなっていない。このような課題に対して、成果 1 のケアの質向上のため

の保健医療従事者の技術力向上、成果 2 のコミュニティの住民参加活動の向上、成果 3 の信頼

性の高い分析に基づく計画・対策策定能力の向上とその実行（保健サービスの実践）は、上記

の課題にそれぞれ対応するものであるため、支援アプローチとして適切である。 

 また、本プロジェクトの対象地域は県南西部に位置し、県内でも特に支援の少ない地域であ

る。他の開発パートナー機関は主に県北部で支援を行っており、県保健局の連絡調整の下で支

援が実施されている。県保健局の局長は、本プロジェクトの支援アプローチ全般を高く評価し

ており、他の開発パートナー機関にも本プロジェクトの支援アプローチに準じた支援の実施を

求めていることから、協調のとれた支援がポトシ県内で展開される状況となっている。以上の

ことから、対象地域の選択の適切性、他の開発パートナー機関との援助協調における相乗効果

の観点より、本プロジェクトの支援アプローチの適切性が得られていると考えられる。 

 実際の技術協力の実施については、JICA 専門家の監督指導の下、ボリビア人のローカルコ

ンサルタントが中心となって実施された。これらの人材の多くは過去の FORSA プロジェクト

での経験を有していたことから、当該プロジェクトで得られた知識、技術ノウハウ等は本プロ

ジェクトの技術支援活動でも効果的に活用されたといえる。また、裨益者と同じ文化や社会的

背景を有するローカルコンサルタントの活用は、プロジェクトで行う技術支援等を効果的、効

率的に実施するために有効なアプローチであった。しかしながら、ローカルコンサルタントを

中心とした技術支援を行ううえでの課題等も確認されており、その件については以下の「効率

性」の項で述べる。 

 

2）ジェンダーや民族、社会的階層、貧困、環境等に対する配慮 

 上述のとおり、プロジェクトの対象地域であるポトシ県南西部は高地高原地域の地方・農村

部であり、先住民も多く、ポトシ県内でも特に援助の少ない地域である。地域住民の健康、特

に母子保健向上のニーズが高い地域であることから、民族や社会的階層、環境等に配慮した支

援であると考えられる。 

 

４－２ 有効性 

以下の理由から、本プロジェクトの有効性はおおむね高い。 

 

（1）プロジェクト目標の達成見込み 

 「３－３ プロジェクト目標の達成度」で示したとおり、指標 1〜4 については、成果の達成

状況とプロジェクト目標の指標との直接的な関係が十分確認できないため、指標の達成状況の観

点ではプロジェクト目標の達成度を測定できない。ただし、プロジェクト目標の指標 5 及び指標

6 は十分満たされていることに加え、また、活動の実施状況をみれば、それぞれおおむね達成し

ていると考えられる。このため、プロジェクト目標での「妊婦及び 5 歳未満児の健康リスク」を

減少するための条件を整えたと判断されるとともに、統合スーパービジョンでプロジェクトの効
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果が維持・向上する基盤が整備されたと考えられる。したがって、本プロジェクトの有効性はお

おむね高いと判断される。しかしながら、早急にケアの質の向上に関連した適切な指標を新たに

設定することが望ましい。 

 さらに、本プロジェクトでは情報の質の改善に取り組んだが、得られた情報やデータを特定の

目的に基づいてどのように整理・統合するのか、整理されたデータがどのような意味をもつのか、

データ解釈の結果をどのように活動計画や対策の実施に反映させるかなど、データの扱い方につ

いては、さらなる改善の余地がある。 

 

（2）成果及びプロジェクト目標達成のための外部条件 

1）プロジェクト目標達成のための外部条件「県及び市政府の保健政策に継続性がある」の状況 

 保健省は SAFCI 政策をボリビアの保健分野の基本政策としており、その実行を担うポトシ

県保健局も本プロジェクトの支援アプローチを重視している。したがって、プロジェクト期間

を通して本外部条件は満たされた。 

 

2）成果達成のための外部条件「研修を受けた保健医療従事者が継続して勤める」の状況 

 保健医療従事者の離職・異動はボリビア側公務員の人事にかかわることなので、プロジェク

トが「継続して勤める」ことをコントロールできない。終了時評価調査の聞き取り調査では、

ボリビアの保健医療従事者の離職・異動は多く、それにより研修等の活動が停滞するなどの事

例が多く聞かれた。しかしながら、施設内での情報や経験の共有はある程度実施されており、

また、プロジェクトでは、現場の保健医療従事者が標準的なサービスを円滑に提供するための

さまざまな指針等を作成した。さらに、ファシリテーターによる研修が困難であった場合に、

プロジェクトのローカルコンサルタントが直接研修を行うなどの対応を柔軟にとったことか

ら、成果やプロジェクト目標の達成には致命的な影響は回避された。 

 一方で、プロジェクトの研修を受けた人材が移動先で研修の効果を発揮して活動を実施する

など、プロジェクト成果の普及に貢献しているケースもあることが聞き取られた。 

 

3）成果達成のための外部条件「関係各市が保健の年間活動計画（POA）への予算計上を適宜行

い、POA に沿った資金拠出を行う」の状況 

 各市は POA に従って計画どおりの予算拠出に努力したが、さまざまな要因により必ずしも

計画額が支出されない場合も多かった。このため、以下に示したようなプロジェクトへの影響

があった。 

 医療機器メンテナンスの改善に関して、プロジェクト対象の全 11 市は、市に 1 名の医療機

器メンテナンスの技術者を雇用し、プロジェクトの研修で能力強化を行うことを計画したが、

実際に雇用され、研修を受講したのは 3 名のみであった（1 名は研修費用の一部を自己負担）。

機器のユーザーである保健医療従事者に対する研修は計画どおり実施できたため「予防的メン

テナンス」の観点では一定の成果が得られたと考えるが、「医療機器技術者の養成」の観点で

は、プロジェクトの効果が限定的となった。 

 また、医療施設内バイオセーフティの向上に必要な分別用ごみ箱やビニール袋、マスク、手

袋等の消耗品の購入は市の予算で調達されるが、予算の制約等の理由により、基準に沿った環

境整備が行えないケースも多くみられた。バイオセーフティについては、各施設で利用できる
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リソースを工夫してバイオセーフティの維持・向上に努めていたため、「バイオセーフティが

改善する」との観点では、一定の成果が得られた。 

 

（3）有効性への促進要因 

 「３－４ プロジェクトの実施プロセス」で示したとおり、県保健局の本プロジェクトへのオー

ナーシップは高く、本プロジェクトの成果品である各種指針やツール等を県令として承認し、県

内全体での適用を推進するなど、プロジェクトへの高いコミットメントを示した。このことは、

プロジェクト活動の推進と成果の創出の観点から、本プロジェクトの「有効性」を高める一因と

考えられた。 

 また、「妥当性」で示したとおり、本プロジェクトのローカルコンサルタントは、過去の FORSA

プロジェクトで得た知識、経験等を効果的に活用し、本プロジェクトの技術協力を主体的に実施

した。また、本プロジェクトは、プロジェクトの成功にはローカルコンサルタントのさらなる能

力強化が必要との認識から、本プロジェクトのチーフアドバイザーのボリビア渡航の際には頻繁

に勉強会等を開催した。本件もローカルコンサルタントをマスタートレーナーとする本プロジェ

クトの技術協力の効果を高める一因と考えられ、「有効性」の促進要因と整理できる。 

 

（4）有効性に対する阻害要因 

特になし。 

 

４－３ 効率性 

以下の理由から、本プロジェクトの効率性はおおむね高い。 

 

（1）プロジェクトへの投入の量・タイミング・質 

 プロジェクトの進捗管理、運営管理はおおむね適切に実施されていたが、「３－２ 活動と成

果の達成度」の「（1）プロジェクト活動の実績」に示したとおり、幾つかのプロジェクト活動は、

さまざまな外部要因により進捗に影響が生じた。具体的には、特定の活動に必要な専門性を有す

るローカルコンサルタントをタイミング良く雇用できなかった、研修対象となる技術者の雇用が

市の予算の制約により進まなかった、研修対象となる専門医の不在などの事例が確認されている。

このような状況に対して、プロジェクトは関係機関との協議を適宜実施し、状況に応じた計画変

更など柔軟に対応し、終了時評価時点で、予定されている活動はプロジェクト期間終了までに完

了できる見込みである。 

 なお、成果 1 の特に妊産婦ケア及び 5 歳未満児ケアについて、全体的には技術力向上を評価す

るためのスコアが上昇しているが、「プロトコールに従った緊急産科対応」及び「プロトコール

に従った栄養失調児診断とフォロー」でスコアが低下しており、この 2 点については十分な研修

効果が得られなかったと考えられる。このことに関して、研修内容や実施方法などは JICA のロー

カルコンサルタントが中心となって計画されたが、JICA 専門家が技術的視点で研修内容や実施

方法を点検し、技術指導（JICA 専門家の投入量）が結果的に十分でなかった可能性が考えられ

る。 
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（2）提供された機器及び材料の有効利用 

 「有効性」で示したとおり、本プロジェクトでは SAFCI 政策を実際の実行に移すための実施

指針（「適切なリファラルを取り扱うための技術運用ガイド」「統合スーパービジョン・モニタリ

ングガイド」「CAI 簡易ガイド」等）を作成した。これらの指針は県保健局の承認を受けており、

本プロジェクトの両保健ネットワークで活用されている。 

 また、本プロジェクトの供与機材（付属資料 5-2 供与機材リストを参照）は適切に使用、維持

管理されている。本件は終了時評価の現地調査での聞き取りや目視観察でも確認されている。 

 

（3）本邦研修で獲得した知識・技能の有効利用 

 終了時評価までに合計 4 名の保健ネットワークのスタッフ、保健医療従事者が「公衆衛生活動

における母子保健強化」のテーマで本邦の課題別研修に参加した。 

 研修員は公衆衛生活動と母子保健についての計画立案、管理、組織化、アクションプランの作

成等を実施し、帰国後は、本邦研修で獲得した知識・技能を活用してプロジェクト活動を主体的

に実施した。一例として、1 名の研修員は研修で得た知識・技能を活用して、管轄するコミュニ

ティでの住民参加型ヘルスプロモーション活動（生活のための教育）をアクションプランに従っ

て実行した。栄養士の一人は、農業の分野との連携として、コミュニティの母親グループと共に、

家庭菜園で採れた野菜を活用するレシピの作成や料理教室を開催し、栄養バランスのとれた食事

の普及に努めている。加えて、教育分野との連携では、家庭菜園で採れた野菜を学校給食に活用

するなどの取り組みも行われており、マルチセクター連携による栄養改善活動がコミュニティで

定着しつつある。 

 

（4）既存リソースとの連携 

 両保健ネットワーク内の幾つかの保健センターやコミュニティには青年海外協力隊員（JOCV）

が派遣されており、適宜、情報共有や活動フォローアップが緩やかな連携の下、継続された。例

を挙げれば、トゥピサの 2 次病院に派遣されている看護師隊員が院内バイオセーフティに関する

勉強会を開いたり、啓発用ポスターなどを作成したりした。また、トゥピサ保健ネットワークに

派遣されていた栄養士隊員は、市内の保健医療従事者がコミュニティ住民に対する栄養指導がで

きるよう研修教材を作成し、研修を実施した。同隊員が作成した教材は同保健ネットワークに引

き継がれ、生活のための教育に係る活動に使用できるようになっている。このように数名の

JOCV は、隊員の本来活動とプロジェクトの目的が一致する場合、連携した活動を実施し、本プ

ロジェクトの活動の実施・推進に貢献した。 

 

（5）効率性に対する促進要因 

 上記したような JOCV との連携は、本プロジェクトの「効率性」を高めたと考えられる。 

 

（6）効率性に対する阻害要因 

 研修はファシリテーターが現場の保健医療従事者に対して提供する必要があるものの、プロジ

ェクトはファシリテーターを活用した研修運営方法（ファシリテーターの日常業務を考慮した実

施計画など）を具体的に検討しないまま活動を開始した。このため、ファシリテーターによる現

場レベルでの研修活動を実施できず、プロジェクトのローカルコンサルタントが研修を実施した。 
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 以上のことから、プロジェクトで養成されたファシリテーターの有効活用や、効率的な研修の計

画・実施の観点で、プロジェクトの「効率性」を一定程度阻害したと考えられる。 

 

４－４ インパクト 

プロジェクトの実施によって、以下に示す正のインパクトが確認または期待されている。 

 

（1）上位目標達成の可能性 

 本プロジェクトは、プロジェクト目標が達成された 3〜5 年後に、「ポトシ県において母子の健

康状態が改善される」ことを上位目標としてめざしている。つまり、プロジェクト終了後に保健

省の監督指導の下で、ポトシ県保健局がプロジェクト非対象地域への活動展開を行いつつ、母子

ケアにかかわる技術力・解決能力のさらなる強化と、住民参加型ヘルスプロモーション活動の定

着と展開、根拠に基づく活動の実施・政策等の作成をさらに高めていくことが、上位目標達成に

必要なアプローチである。 

 ポトシ県内の非対象地域への展開に関して、「有効性」及び「３－４ プロジェクトの実施プ

ロセス」で示したとおり、プロジェクトで作成した指針は県保健局の承認が得られており、非対

象地域でも適用されるべきものとして、ポトシ県で正式に位置づけられている。また、ポトシ県

で活動する他の開発パートナー機関等にも、本プロジェクトに支援アプローチや成果品（指針や

研修教材など）を適用するよう求めている。プロジェクトで養成されたファシリテーターが県内

の非対象地域に講師派遣されたり、県内で活動する NGO を本プロジェクトに参加させたりする

など、研修教材等の共有も行っている。したがって、他の地域への展開は既に始まっており、プ

ロジェクト期間終了後も継続されることが見込まれている。ただし、ポトシ県保健局は、県全体

の保健医療従事者に対して、能力向上の機会を継続的に提供し続けることが求められる。 

 能力向上に関して、プロジェクト対象地域のトゥピサでは、2 次病院に研修センター機能が付

与されることが見込まれており、既にプロジェクトが養成したファシリテーターによる研修活動

が開始されている。ウユニでは、ファシリテーターを活用した能力強化の機会の提供や、2 次病

院に研修センターの機能をもたせるための専門医配置について、必要なコストも含めて県保健局

等と協議することが求められる。また、県保健局や各市は、技術やサービスの質の維持・向上の

ために、統合スーパービジョンを行うための人材の確保と継続的な予算措置、また実施頻度の検

討などを行うことが強く求められる。そのためにプロジェクトは、プロジェクト期間終了までに

予算計画の根拠となるスーパービジョン運営に必要なコスト分析を行うことが望ましい。 

 以上のことから、プロジェクト期間終了後のボリビア側の自助努力による上位目標達成は一定

程度期待できる。 

 

（2）その他の正のインパクト 

1）他の技術支援との連携 

 他ドナーのプロジェクト（NGO の Medicos Mundi が実施本体で、資金は IDB が提供）にお

いて、本プロジェクトが作成した「AJO ガイド」を用いてリファラル・カウンターリファラ

ルシステム強化の支援を実施している。このような他の開発パートナー機関との連携や協調は、

本プロジェクトの非対象地域への波及効果と考えられるため、本件はプロジェクトの正のイン

パクトとして整理できる。 
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 また、ポトシ県で実施されている他の JICA 技術協力「ポトシ県南西部基礎インフラ整備促

進プロジェクト」では、本プロジェクトの対象 11 市のうち 9 市で対象が重複している。同プ

ロジェクトが上水道整備を行う地域の優先づけを行うにあたり、「上水道整備」を計画に含む

市保健計画を本プロジェクトから同プロジェクトに提供した。これにより、同プロジェクトは

優先順位づけの根拠が得られるとともに、本プロジェクトも計画の実現に貢献できたと考えら

れる。 

 JICA の農業分野の専門家とも重複する活動地域があったことから、同専門家の協力を得て、

コミュニティがさまざまな種類の野菜を育てられるようになったことに加え、本プロジェクト

に参加している栄養士の指導により、女性センターに参加している母親等が栄養や食育の正し

い知識を身につけることができた。また、女性センターは、近隣の学校の給食（朝、昼の 2

食）を担当しており、育てた野菜を子どもに食べやすいようなレシピで提供するなど、現地リ

ソース（女性センターや学校など）との連携が行われている。 

 このほかにも、コミュニティの活動計画の衛生的環境づくり（ごみ拾いキャンペーンなど）

を実施するにあたり、市のごみ収集車の協力（キャンペーンに合わせたコミュニティでのごみ

収集など）を得るなど、コミュニティを通した本プロジェクトと他セクターとの間接的な連携

も確認されている。 

 

2）コミュニティの住民参加活動が住民の健康関連 QOL 指数を向上させることの科学的証明 

 「３－３ プロジェクト目標の達成度」で示したとおり、本プロジェクトの介入効果を科学

的に検証（DID 分析）したことにより、コミュニティの住民参加活動と住民の健康関連 QOL

の上昇の因果関係が確認された。このようなコミュニティの住民参加活動と健康との関連性を

科学的に検証した例は世界でも限定的である。 

 本プロジェクトのチーフアドバイザーは、ボリビア側カウンターパートと結果について分析

し、学術論文として取りまとめ、査読のある国際専門誌等へ発表することを計画している。こ

れが実現すれば、健康向上に向けたヘルスプロモーションなどの住民活動に科学的根拠を与え

ることとなり、本プロジェクトから発信される将来のインパクトとして考えることができる。 

 

（3）負のインパクト 

本プロジェクトの実施に起因する負のインパクトは、終了時評価時点において確認されない。 

 

４－５ 持続性 

プロジェクトによって生み出された便益の持続性は、終了時評価時点において一部課題が認められ

るものの、一定程度期待できる。 

 

（1）政策的、制度的側面 

 「妥当性」の項で示したとおり、SAFCI 政策はボリビアでの保健に関する基本政策であり、

プロジェクト期間終了後もその方針は持続するものと考えられる。また、ポトシ県保健局も本プ

ロジェクトの支援アプローチを高く評価し、県内のすべての地域への展開を自助努力や他の開発

パートナー機関との連携の下で進めていることから、本プロジェクトの便益が政策・制度的観点

において持続することは大いに期待できる。 
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 他方、現在確認されている課題として、保健医療従事者の離職・異動の頻度が高いことが多く

指摘されている。これはボリビア側の人事システムにかかわることであるためプロジェクトでは

対応できない課題であるが、研修効果を最大化するためには研修受講者の離職・異動を考慮した

研修計画を行うことが望ましい。 

 また、生活のための教育の実践は SAFCI 政策で保健医療従事者の義務であることが明記され

ている。しかしながら、コミュニティ活動を行うには負担が大きい場合も多く、保健医療従事者

が活発に活動を展開するには限界が生じるケースもある。このような現状を踏まえ、保健省や県

保健局は保健医療従事者が効果的・効率的にコミュニティ活動が実施できるような仕組みづくり

など、政策・制度的観点での対策が行われることが望ましい。 

 

（2）技術的側面 

 本プロジェクトで作成した指針や基準、教材などの多くは県保健局による承認を受けており、

県保健局は県内の他の地域での適用を進めていることから、指針に示される技術については、プ

ロジェクト期間終了後も維持されることが見込まれる。基本的には、研修は現行の規律・プロト

コールに沿って実施されているため、研修での学びを継続できれば、技術的な継続が見込まれる。 

 ただし、技術の維持、向上を持続的に行うには、本プロジェクトで支援した統合スーパービジ

ョンが維持されることが必要である。 

 

（3）財政的側面 

 県保健局は本プロジェクトの支援アプローチを高く評価し、プロジェクト期間終了後も活動の

維持、展開を県保健局のイニシアティブで継続する強い意志があり、必要な活動費も予算化され

ている。このため、県レベルの財政的持続性は一定程度期待できる。 

 他方、院内バイオセーフティ向上にあたり、市による財政的投入（設備や消耗品の調達）がな

されなかったために、期待するプロジェクトの活動効果が得られなかったケースも確認されてい

る。プロジェクトが支援したように、適切な保健情報やコスト分析に基づいて市保健計画が実施

されれば、将来的には必要な活動に適切な予算措置がなされると考えられる。しかしながら、根

拠に基づく計画づくりは、本プロジェクトで残された技術的課題であるため、財政的側面での持

続性向上のためにも、各市は県保健局の協力の下で根拠に基づく計画づくりにかかわる能力向上

への取り組みを強化することが望ましい。 

 

（4）統合持続性 

 一部課題が認められるものの、プロジェクトの実施によって得られた便益は一定程度持続され

ることが見込まれる。 

 

４－６ 結 論 

 本プロジェクトは、ボリビアの保健政策や日本の国別援助方針との整合性が高く、対象地域のポト

シ県南西部は母子保健に関するニーズが高いことから、実施妥当性が非常に高かった。また本プロジ

ェクトは、これまでボリビア国内各地で実施してきた FORSA プロジェクトと同様のアプローチを踏

襲し、ポトシ県内対象地域における妊産婦及び 5 歳未満児の健康リスクの減少を目的として実施され

ている。プロジェクト対象の 1 次及び 2 次レベルの保健施設での保健サービスのほとんどは、母子の
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ためのものであることから、施設における保健医療従事者の技術力向上、保健医療従事者による導入

支援の下、実施するコミュニティでの住民参加型ヘルスプロモーション、1 次及び 2 次レベルにおい

て保健サービス提供を担う市の行政能力向上の三つを柱とした本プロジェクトでのアプローチは、母

子の健康リスクの軽減のために適したアプローチであった。これまで蓄積された FORSA アプローチ

の適用や、知見・経験を有したボリビア人コンサルタントを活用したことで、高い効率性が確保され

ている。 

 活動の進捗については、プロジェクト終了時点までに、軌道修正後の活動計画に基づいた活動を完

了する予定であり、各成果については、課題が確認されているものの、おおむね達成が見込まれてい

る。プロジェクト目標の指標については、複数の指標について指標としての適切性の課題が確認され

ており、プロジェクト目標を測る新たな指標が設定されることが望ましい。しかしながら、本終了時

評価時点では、成果の達成状況等を踏まえて、プロジェクト目標である妊産婦及び 5 歳未満児の健康

リスクの減少に貢献できたと判断される。 

 プロジェクト実施運営においては、対象地域が広く、県保健局からの物理的距離もあり、困難が多

かったものの、プロジェクトオフィスを県保健局、及び両保健ネットワークの事務所に構え、カウン

ターパートと密に連絡・調整を図り、円滑なプロジェクト実施に努めたことが認められた。プロジェ

クト開始当初から、県保健局と緊密に協力してプロジェクトを実施してきたため、県保健局側は本プ

ロジェクトに対する理解が深い。プロジェクトの活動や作成した指針等は県保健局でその有効性を認

められ、県保健局で承認されている。また、県保健局から他の開発パートナー機関に対して、本プロ

ジェクトで実施した活動と同様の手法の適用を求めていることから、ポトシ県全域への波及効果及び

持続性の確保が大いに期待できる。 
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第５章 提言と教訓  

 

５－１ 提 言 

（1）保健省 

 プロジェクトで得られた結果は、SAFCI 政策の実施に有効であることが示されたため、保健

省内の関係部局で FORSA モデルの内容について分析し、議論することが推奨される。AJO

基準に基づくリファラル・カウンターリファラルのシステム改善、CAI を通じた情報の分析

の改善、統合スーパービジョンの 3 点が優先的に議論すべきテーマであると考えられる。 

 

（2）県保健局 

 本プロジェクトの活動の維持・向上のための予算確保を行うこと。 

 技術及び能力の維持・向上のために、本プロジェクトで導入した統合スーパービジョンを継

続的に実施すること。 

 県全域へ本プロジェクトの成果を拡大普及すること。 

 

（3）プロジェクト対象 11 市 

 保健の年間活動計画（POA）への予算計上を適宜行い、POA に沿った資金拠出を行うこと。 

 市保健計画や年間活動計画は、CAI を含むさまざまな情報の分析に基づいて作成されている

が、分析そのものに改善の余地があるため、分析の精度を上げること。 

 

（4）プロジェクトチーム 

 県保健局とともに、適切なプロジェクト目標の指標を検討し、設定すること。 

 

５－２ 教 訓 

（1）プロジェクトのモニタリング体制及び計画の適時見直し 

 本プロジェクトは、日本人専門家及び多数のボリビア人コンサルタントによって実施されてい

た。それぞれ担当する活動の進捗状況については把握しているものの、プロジェクト全体のモニ

タリング・進捗状況の確認については、関係者間で十分行われなかった。このため、活動計画の

見直しや修正が適時で行われなかった。プロジェクト活動全体の適切なモニタリングの実施が困

難であった要因の一つとして、非常に多くのボリビア人コンサルタントが活動していたことが考

えられる。このような形態のプロジェクトの運営では、関係者間でモニタリングの方法や頻度、

結果の活用について、共通認識をもち、実施していくことが重要である。 

 

（2）県保健局との協働 

 プロジェクト開始当初から県保健局との情報共有、協働での活動実施が行われていたことによ

り、県保健局側のオーナーシップが高まった。県保健局は、プロジェクトの活動について深く理

解しており、評価している。県保健局側のイニシアティブで、対象二つの保健ネットワークだけ

でなく、県全体でプロジェクトの活動を導入しようとの動きがある。カウンターパート側の高い

オーナーシップは、活動の持続性と波及効果が確保されるため、プロジェクトが実施したプロセ
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スは効果的で適切であった。 

 

（3）過去の協力の活用 

 本プロジェクトは、2001 年以降、ボリビア国内各地で実施してきた FORSA プロジェクトを踏

襲している。プロジェクトの枠組みだけでなく、ボリビア人コンサルタントといった人的リソー

スや、過去の案件での協力の成果を有効に活用することにより、効果的、効率的な協力が実施で

きた。しかしながら、教訓の活用が十分生かされたとはいい難く、過去の協力は好事例だけでな

く、課題や教訓もしっかりレビューして活用することがプロジェクトの実施には重要である。 
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第６章 総 括 

 

 ボリビア政府保健省が推進する SAFCI 政策の下、特に、先住民比率が高い地域での健康改善を図

るために、多文化・コミュニティを尊重した住民参加型ヘルスプロモーション及び保健サービスへの

アクセス向上を柱として位置づけていることは、本プロジェクトの協力デザイン・方針と高い整合性

を有することが確認できた。加えて、対象地域であるポトシ県は、ボリビア国内でも母子に関する保

健指標が悪く（妊産婦死亡率及び 5 歳未満児死亡率）、母子保健の向上を柱に据えた技術協力の必要

性は非常に高いといえる。そのような状況下、本プロジェクトが採用した支援アプローチは、これま

で、国内複数地域で展開してきた協力経験を経て発展した形、つまり、施設における母子保健サービ

スの改善、住民参加型ヘルスプロモーション及び市レベルの保健行政能力強化の三つの柱を有する総

合的なものであり、今回の終了時評価でも、その適切さ、（過去の協力に参加した現地人材を活用し

た）高い効率性が改めて確認された。 

 プロジェクトはその実施プロセスにおいて、カウンターパートである県保健局から物理的に離れた

遠隔地における活動を展開したこともあり、高度なマネジメントと調整を求められるものであった。

他方、全体期間のうちの大半を、日本人長期専門家 1 名と多くの現地コンサルタントのチームで活動

を進めざるを得ない体制は決して十分とはいえず、活動や成果の俯瞰的モニタリング、また時宜を得

た活動計画修正等が行えていれば、本協力の成果の進展はさらに見込めたのではないかと推察できる。 

 カウンターパートである県保健局のオーナーシップは高く、協力成果の継続と波及への道筋を示す

ものであった。しかし、昨今の厳しい財政状況（県、市レベル）にかんがみると、JICA からも、活

動の継続とそれに必要な予算措置がとられるよう、定期的に県保健局へ働きかけを行うなどの工夫が

必要と思料する。 

 今回の終了時評価を経て確認した教訓や提言に関しては、ボリビア側、日本（JICA）側双方が意

識的に現在オルロ県で実施中の類似案件（オルロ県母子保健ネットワーク強化プロジェクト）へも反

映させ、より効果的な協力を行えるような取り組みが期待される。あわせて、過去 15 年以上にわた

る国内複数地域での協力経験を活用し、ボリビア側関係者間での教訓と知見の共有を促進するなどし

て、保健人材及びシステムのさらなる強化を図ること、またその重要性をボリビア保健省が強く認識

し主体的にそれを進めることも期待される。 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．終了時評価調査日程表 

２．PDM（version 1） 

３．評価グリッド 

３－１ 実施プロセスの検証 

３－２ 評価 5項目関連 

４．主要面談者リスト 

５．投入実績表 

５－１ JICA専門家及び現地コンサルタントリスト 

５－２ 供与機材リスト 

５－３ 日本側ローカルコスト 

５－４ カウンターパートリスト 

５－５ ボリビア側ローカルコスト 

５－６ プロジェクト成果品一覧 

５－７ ボリビア国内で実施された研修一覧 

５－７－１ ケアの質 

５－７－２ リファラル・カウンターリファラル 

５－７－３ 医療機材メンテナンス 

５－７－４ バイオセーフティ及び固形廃棄物処理 

５－７－５ 保健情報分析委員会及びスーパービジョン 

５－７－６ 早期小児発達支援 

５－７－７ 生活のための現地教育 

５－７－８ 参加型事業 

５－７－９ 保健情報の質の改善 

６．協議議事録及び合同評価報告書 

付 属 資 料 





日付 曜日 時間 場所 参加者

1 2/13 月
9:00

14:00

15:30

ラパス JICAボリビア事務所、評価分析コンサルタント

7:45

9:30
ホテル会議室

JICAボリビア事務所、ポトシ県保健局（Dr. Alarcon）、
ボリビア側評価委員、プロジェクト業務調整員、ローカ

ルコンサルタント

10:30

14:30

15:30

3 2/15 水

7:30

8:30

10:30

12:30

16:00

保健センターほか関係者
JICAボリビア事務所、評価分析コンサルタント、プロ
ジェクト業務調整員、ローカルコンサルタント

7:00

9:00
アトチャ保健センター

JICAボリビア事務所、評価分析コンサルタント、プロ
ジェクト業務調整員、ローカルコンサルタント、アト

チャ保健センター

11:00

15:00

16:30

9:30 Eduardo Eguia病院

10:30 サン・アントニオ保健センター

15:00 Morrito Chicheno

6 2/18 土

8:30

10:00

14:00

トクロカ保健センター
評価分析コンサルタント、プロジェクト業務調整員、

ローカルコンサルタント、トクロカ保健センター

7 2/19 日 Patrimonioホテル
評価分析コンサルタント、チーフアドバイザー、プロ

ジェクト業務調整員、ローカルコンサルタント

10:00

10:45

11:50

15:00

15:40

17:00
評価分析コンサルタント、チーフアドバイザー、プロ
ジェクト業務調整員、ローカルコンサルタント

9 2/21 火 15:00 Argentumホテル会議室

JICAボリビア事務所、評価分析コンサルタント、プロ

ジェクト業務調整員、ローカルコンサルタント、ポトシ

県保健局

9:30
プロジェクト関係者、JICAボリビア事務所、評価分析コ

ンサルタント

17:00 評価分析コンサルタント

11 2/23 木 Patrimonioホテル
評価分析コンサルタント、チーフアドバイザー、プロ
ジェクト業務調整員

12 2/24 金 Patrimonioホテル
評価分析コンサルタント、チーフアドバイザー、プロ

ジェクト業務調整員

13 2/25 土 Patrimonioホテル
JICAボリビア事務所、評価分析コンサルタント、チーフ
アドバイザー、プロジェクト業務調整員

14 2/26 日 Patrimonioホテル
JICAボリビア事務所、評価分析コンサルタント、チーフ
アドバイザー、プロジェクト業務調整員

15 2/27 月 Patrimonioホテル
JICAボリビア事務所、評価分析コンサルタント、チーフ
アドバイザー、プロジェクト業務調整員

16 2/28 火 Patrimonioホテル
JICAボリビア事務所、評価分析コンサルタント、チーフ

アドバイザー、プロジェクト業務調整員

17 3/1 水 14:00 Argentumホテル会議室
JICAボリビア事務所、評価分析コンサルタント、チーフ
アドバイザー、プロジェクト業務調整員、ローカルコン
サルタント

18 3/2 木
9:00

19:00
Argentumホテル会議室

JICAボリビア事務所、評価分析コンサルタント、チーフ
アドバイザー、プロジェクト業務調整員、保健省、ポト
シ県保健局

9:00 Argentumホテル会議室
JICAボリビア事務所、評価分析コンサルタント、チーフ
アドバイザー、プロジェクト業務調整員、保健省、ポト

シ県保健局

13:00

終了時評価調査日程表

業務内容

保健省面談（計画課、ヘルスプロモーション課、保健サービス課）
米州開発銀行（IDB)面談
JICAボリビア事務所面談

2 2/14 火

ラパス→ウユニ
第1回評価委員会

ウユニ保健ネットワーク、ウユニの保健医療従事者との面談調査

ウユニ保健ネットワーク、ウユニの保健医療従事者との面談調査
リファラル・カウンターリファラル委員会への面談調査

ウユニ→ビントカ
ビントカ保健医療従事者、母親センターとの面談調査、家庭菜園視察
ビントカ→サン・フアン
サン・フアン保健センターとの面談調査
サン・フアン→ウユニ

4 2/16 木

ウユニ→アトチャ
アトチャ保健センターとの面談調査

アトチャ→トゥピサ
トゥピサ保健ネットワーク、トゥピサ市保健責任者との面談調査

5 2/17 金

Eduardo Eguia病院（トゥピサ市の二次病院）との面談調査

サン・アントニオ保健センターとの面談調査

Morrito Chicheno（コミュニティ）視察、面談調査

10 2/22

8 2/20 月

水

ポトシ→ウユニ→ラパス

19 3/3 金
第3回評価委員会（評価結果・内容に関する協議）

合同終了時評価報告書ドラフト作業
評価結果に係わる団内協議

第3回評価委員会（報告書構成、評価結果解釈等に関する留意点説明等）
第3回評価委員会（評価結果・内容に関する協議）

合同終了時評価報告書ドラフト作業

チーフアドバイザー、業務調整員との面談調査（プロジェクト実績の確認）

合同終了時評価報告書ドラフト作業

チーフアドバイザー、業務調整員との面談調査（プロジェクト実績の確認）

合同終了時評価報告書ドラフト作業
チーフアドバイザー、業務調整員との面談調査（プロジェクト実績の確認）

合同終了時評価報告書ドラフト作業
評価結果に係わる団内協議

合同終了時評価報告書ドラフト作業
評価結果に係わる団内協議

合同終了時評価報告書ドラフト作業
評価結果に係わる団内協議

JICAボリビア事務所、評価分析コンサルタント、プロ
ジェクト業務調整員、ローカルコンサルタント、トゥピ
サ保健ネットワーク

JICAボリビア事務所、評価分析コンサルタント、プロ

ジェクト業務調整員、ローカルコンサルタント、ポトシ
県保健局

評価分析コンサルタント

JICAボリビア事務所、ポトシ県保健局、ボリビア側評価
委員、ウユニ保健ネットワーク、ウユニの保健医療従事
者、プロジェクト業務調整員、ローカルコンサルタント

ウユニ保健ネットワーク・ウユニ二次病
院会議室

妊産婦ケア課、5歳未満児ケア課との面談調査

ポトシ県保健局

ポトシ県保健局

トゥピサ保健ネットワーク

ポトシ県保健局計画課との面談調査

同保健ネットワーク課との面談調査

同ヘルスプロモーション課との面談調査

第2回評価委員会

第9回プロジェクト運営委員会：終了時評価調査の説明、プロジェクト実績等の

説明

トクロカ保健センターとの面談調査

トゥピサ→ポトシ

業務調整員との面談調査（プロジェクト実績の確認）

チーフアドバイザー、業務調整員との面談調査（プロジェクト実績の確認）

トゥピサ保健センターとの面談調査

同国家保健情報システム課との面談調査

同バイオセーフティ課との面談調査

同局長への表敬訪問、面談調査

１．終了時評価調査日程表
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PDM (Version 1)

プロジェクト名: ポトシ県母子保健ネットワーク強化プロジェクト 日付：2014/11/5

プロジェクト期間: 2013 年 6 月～2017 年 6 月（4 年間）

対象グループ： プロジェクト対象地域の保健医療従事者

プロジェクト対象地域：

トゥピサ保健ネットワークと同ネットワークが管轄する 5 市: トゥピサ、アトチャ、モヒネテ、サン・パブロ・デ・リペス、サン・アントニオ・デ・エスモルコ

ウユニ保健ネットワークと同ネットワークが管轄する 6 市: ウユニ、コルチャ・カ、サン・ペドロ・デ・ケメス、ジカ、タウア、サン・アグスティン

実施機関: 保健省、ポトシ県、ポトシ県保健局、関係する 11 市

要　約 指　　標 データ源

上位目標：
ポトシ県において母子の健康状態が改
善される。

1.　ポトシ県において妊産婦死亡数が2002年ポストセンサス調査の（89）から減少する。
国家統計局（INE）

国家保健情報システム（SNIS）

2.　ポトシ県において出生1,000当たりの5歳未満児死亡率が2008年の（126）から減少する。
国家人口保健調査（ENDSA）-INE

SNIS

3.　ポトシ県において出生1,000当たりの新生児死亡率が2008年の（52）から減少する。
ENDSA−INE

SNIS

4.　ポトシ県において2歳未満児のうち慢性栄養失調児の割合が2012年の（18.6％）から減少する。
ENDSA−INE

SNIS

5.　プロジェクト対象地域で産前健診を受けた者のうち4回受けた者の割合が増加する。 ポトシ県保健局SNISデータ

6.　プロジェクト対象地域で施設分娩数が増加する。 ポトシ県保健局SNISデータ

7.　プロジェクト対象地域で産後健診を受けた者の割合が増加する。 ポトシ県保健局SNISデータ

8.　プロジェクト対象地域で成長発達健診を受けた5歳未満児の数が増加する。 ポトシ県保健局SNISデータ

9.　「生活の教育ガイド」の実施に参加したコミュニティで任意に抽出された住民の自己効力感・社会関係資本・QOL（生活
の質）の指標測定値が向上する。

プロジェクトモニタリング

10.　執行されている市保健計画を有する市の数が増加する。 プロジェクトモニタリング

成果 1

プロジェクト対象地域において、保健人
材が妊婦並びに5歳未満児のケアに十
分な技術力・解決能力をもつようになる。

11.　母子保健分野で選抜されたケアの質の基準が満たされる保健施設の割合が増加する。 プロジェクトモニタリング

12.　妊産婦と5歳未満児の搬送された事例のうちAJO（A：適切性、J：妥当性、O：適時性）の基準を満たす事例の割合が増
加する。

リファラル・カウンターリファラル用紙、リファラ
ル・カウンターリファラル委員会議事録を基にし
たプロジェクトモニタリング

13.　選定された医療機材の使用と技術について研修を受けた操作者の数が増加する。 プロジェクトモニタリング

14.　バイオセーフティと固形廃棄物処理のプロトコール基本要件を実施する保健施設の割合が増加する。 プロジェクトモニタリング

15.　市保健ネットワークの実施チームによって作成されたスーパービジョン計画に沿ってスーパービジョンを

受ける保健施設の数が増加する。
プロジェクトモニタリング

16.　5歳未満の幼児発達（評価と早期刺激）について研修を受けた保健医療従事者（エデュケーター）の数が

増加する。
プロジェクトモニタリング

プロジェクト目標：
プロジェクト対象地域において妊婦

と5歳未満児の健康リスクが減少さ

れる。
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外部条件

17.　「生活のための現地教育ガイド」によって定められた活動が継続されている生活のための現地教育チームの数が増加
する。

プロジェクトモニタリング

18.　生活のための現地教育チームの支援による実施中のアクションプランを有するコミュニティの数が増加する。 プロジェクトモニタリング

19.　市によるファイナンスのためにコミュニティプロジェクトの提案をする地域保健委員会（CLS）の数が増

加する。
プロジェクトモニタリング

20.　幼児発達の早期刺激方法について研修を受けた生活のための教育チームのトレーナー・メンバーの数が増

加する。
プロジェクトモニタリング

成果 3

プロジェクト対象地域において、市

レベルの意思決定のために、適時で

信頼性のある保健情報が活用され、

適切な分析がなされる。

21.　妊産婦と5歳未満児のSNISのデータ登録エラーが減少した保健施設数が増加する。
保健ネットワークのスーパービジ

ョン報告書

22.　基準で定められた3段階と頻度を順守して市情報分析委員会（CAI）を実施する市の数が増加する。
市 CAI 議事録

プロジェクトモニタリング

23.　市保健会議で承認され、市CAIで優先された要望・提案と社会的要求（マトリックスで取りまとめられ市保健社会審議
会によって優先された）の数が増加する。

市保健会議議事録・決議書

活　　動 投　入

成果 1 日本側 ボリビア側 1.関係各市が保健の年間活動計

画（POA）への予算計上を適宜行

いPOAに沿った資金拠出を行う。

2.研修を受けた保健医療従事者
が継続して勤める。

1.1.　母子保健サービスの技術の向上
1.日本人長期専門家（プロジェクト

管理）

2.日本人短期専門家（小児科、産

科、公衆衛生、バイオセキュリティ

、医療機材保全）

3.ローカル専門家

4.研修活動

5.モニタリング・評価

ポトシ県保健局
1.カウンターパートの配置

2.スペース（プロジェクト事務所）

3.現地活動費用負担

対象市
4.プロジェクト活動用の運営費用

5.バイオセーフティ並びに廃棄物管
理への投入や他の製品
6.保全用のインフラ並びにツール

7.コミュニティプロジェクトへの関与

8.システム導入のための機材や保健
職員

1.1.1.　保健省の現行の母子保健に関するケアプロトコールに沿った保健人材の技術力の開始時、現状診断を行う。

1.1.2.　県保健局、保健ネットワーク、市保健責任者と参加型で研修計画を策定する。

1.1.3.　現状診断に基づき決定した基準に沿って既存の施設の中に研修センターを設置する。

1.1.4.　選ばれた研修ファシリテーター及び指導員を養成する。

1.1.5.　「継続ケア」に焦点を当てた研修コンテンツを適合させる。JICAの他のプロジェクトで作成された成果品と国家

規準に基づいた研修コンテンツを作成する。

1.1.6.　ポトシ県の現状に基づき母子保健の技術ガイドを見直し、編集、印刷、導入する。

1.1.7.　その他研修に必要な研修マテリアルの作成、調達（印刷）を行う。

1.1.8.　優先する小児保健テーマの研修を行う：5歳未満児の総合ケア、正常新生児のケア、疾病をもつ新生児ケア、小児救急、成
長・発達の評価、栄養失調の評価・診断・治療、その他。

1.1.9.　優先する妊産婦保健テーマでの研修を行う：妊産婦の総合ケア、正常分娩のケア、産後ケア、産科救急ケア、そ

の他。

1.1.10.　保健ネットワークや病院においてケアの質向上のための技術委員会を設立する。

1.1.11.　継続的なフォローアップとモニタリングを行う。

1.2.　母子ケアでのリファラル・カウンターリファラルシステム強化

1.2.1.　対象保健ネットワークでのリファラルシステム（コミュニティから第3次施設まで）の診断を行う。

1.2.2.　対象保健ネットワークの第1次・2次保健施設においてリファラル・カウンターリファラル委員会を設立し、研修

する。

1.2.3.　選ばれた保健医療従事者に対してリファラル・カウンターリファラルの国の基準に関する研修を行う。

1.2.4.　リファラル・カウンターリファラル委員会の機能と役割についてのマニュアルを策定する。

1.2.5.　リファラルシステムのツールの取り扱いや情報分析について保健行政・保健医療従事者に対する研修を行う（指

標も含む）。

成果 2

プロジェクト対象地域において、保健医
療従事者及びコミュニティによって、母
子の「より良く生きる（Vivir Bien）」を追求
するプロセスが家族とコミュニティに生ま
れる。
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1.2.6.　リファラル・カウンターリファラル委員会がケアレベルごとの情報を分析し、関係者へのフィードバックを行う。

1.2.7.　関係者による現状分析に基づき第1次医療レベルにおける運用ガイドを作成する。

1.2.8.　コミュニティから第1次保健施設までのリファラル改善に必要な活動を行う。

1.2.9.　ポトシ県保健局及び保健ネットワーク事務局がフォローアップとモニタリングを実施する。

1.3.　医療機材メンテナンスの改善

1.3.1.　対象保健ネットワークの保健施設の医療機材の現状分析を行う。

1.3.2.　県保健局、保健ネットワーク、市の保健責任者の参加の下、機材オペレーターや技術者に対し予防メンテナンス及び特定され
た複雑ではない機材の修理についての研修計画を策定する。

1.3.3.　JICAの他のプロジェクトの経験に基づき技術ガイドを見直し更新する。

1.3.4.　機材オペレーターや技術者に対し予防的メンテナンス及びプロジェクトサイトの保健施設の特定された複雑ではない機材の修

理についての研修を実施する〔コチャバンバ医療技術者養成校、サンタクルス市 医療機器保守センター（IME）〕。

1.3.5.　県保健局による研修後のフォローアップとモニタリングを行う。

1.4.　保健施設のバイオセーフティと固形廃棄物処理の向上

1.4.1.　対象保健ネットワークの保健施設のバイオセーフティと固形廃棄物処理の現状調査を実施する。

1.4.2.　バイオセーフティと固形廃棄物処理について保健医療従事者の能力が改善する。

1.4.3.　バイオセーフティと固形廃棄物処理の基本要件の達成度についてフォローアップを実施する。

1.4.4.　必要な技術書を作成、調達（印刷）する。

1.4.5.　教材を作成する。

1.4.6.　バイオセーフティと固形廃棄物処理の委員会を結成する。

1.4.7.　バイオセーフティと固形廃棄物処理委員会のフォローアップを実施する。

1.5.　支援的スーパービジョンの改善

1.5.1.　継続ケアに基づいた、妊産婦並びに5歳未満児に関する総合的スーパービジョンのツールを策定する。

1.5.2.　総合的スーパービジョン計画を策定する。

1.5.3.　作成された計画に基づき統合的スーパービジョンを実施し、結果のフィードバック（技術支援）を行う。

1.5.4.　保健医療従事者による家庭訪問の活動と結果を測るためにフォローアップと評価のツールを作成する。

1.6.　幼児発達コンポーネント

1.6.1.　5歳未満児の発達（評価と早期刺激）に関するエデュケーターの技術能力の現状、開始時診断を行う。

1.6.2.　県レベルと市レベル（県保健局、保健ネットワーク）の責任者と幼児発達の研修計画を協働で策定する。

1.6.3.　5歳未満の幼児発達についてのチューター/トレーナーの研修を実施する。

1.6.4.　幼児発達のテーマについて「トレーナー」（保健医療従事者）を研修する：言語発達、認知力、精神運動発達、

適応力、社会性の発達。
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前提条件

保健医療従事者が適切に配置さ
れる

2.1.6.　県保健局 のヘルスプロモーション課がフォローアップとモニタリングを行う。

2.1.7.　「生活のための現地教育ガイド」に基づくコミュニティでの適用のために保健医療従事者用の「家庭訪問ガイ

ド」が作成される。

2.1.8.　家庭訪問の適用実施、モニタリング、評価を実施する。

2.2.　参加型事業の強化

2.2.1.　ファシリテーターが地域保健委員会（CLS）に対して「生活のための現地教育ガイド」と参加型事業コンポーネントの研修を行
う。

2.2.2.　コミュニティ活動の持続性のために市保健計画の策定について地域保健委員会（CLS）、市保健社会審議会

（CSMS）を支援する。

2.3.　家族における幼児発達

2.3.1.　幼児発達の早期刺激について研修を受けた職員が5歳未満児の養育責任者（母親、父親、家族）を研修する。

1.6.5.　研修のための5歳未満の幼児発達（評価・早期刺激）戦略ガイドやその他の教材を策定し、見直し、印刷し、実施

する。

1.6.6.　フォローアップとモニタリングを実施する。

成果 2

2.1.　「生活のための現地教育」コンポーネントの導入

2.1.1.　「生活のための現地教育」に関して保健施設のファシリテーターに対する研修を行う。

2.1.2.　優先されるコミュニティにおいて生活のための現地教育チームを結成する 。

2.1.3.　保健医療従事者への「生活のための現地教育ガイド」の実施において優先テーマの研修を行う。

2.1.4.　ファシリテーターがコミュニティにおいて参加型事業コンポーネントと「生活のための現地教育」の導入と普及を行う。

成果 3

3.1.　保健情報の質の改善

3.1.1.　対象保健ネットワークの保健施設の一般的保健情報システムの現状診断を行う。

3.1.2.　情報の質の改善計画を策定する（ケアとヘルスプロモーション）。

3.1.3.　国家保健情報システム（SNIS）の特定課題に関する研修を行う。

3.1.4.　情報の質の改善に寄与する情報システムに関する研修を行う。−第1次と第2次保健施設の保健医療従事者に対する SNIS、

SALMI（薬剤・投入品調達管理システム）、SOAPS（プライマリーヘルスケアソフトウェア）、家族台帳に関する研修 −各市の統計担当
者に対する情報登録に関する研修

3.1.5.　情報改善ガイドのデザイン、策定、印刷を行う。

3.1.6.　情報管理の改善についてフォローアップを行う。

3.2.　情報分析委員会（CAI）手法の改善（特に市の CAI）と保健事業サイクルの強化

3.2.1.　JICAの他のプロジェクトの経験及び国家規準に基づきCAIマニュアルの適用ガイドを作成する。

3.2.2.　保健施設、市、保健ネットワークの保健医療従事者に対してCAI手法についての研修を行う。

2.1.5.　「生活のための現地教育ガイド」による参加型事業コンポーネントの導入前・後の変化の評価を行う。
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保健医療従事者が適切に配置さ
れる

3.2.3.　保健医療従事者への情報のマネジメントに関するその他のテーマについての研修を行う（疫学、指標の取り扱い、プロジェク
ト・マネジメント、保健管理）。

3.2.4.　CAIマニュアルに基づき市のCAIの各段階（準備・実施・評価）の適用についてのフォローアップを行う。

3.2.5.　保健施設、市保健ネットワーク、トゥピサ・ウユニ保健ネットワークの保健事業サイクル（計画、実行、管理、

評価）を強化する。

3.2.6.　保健の社会技術チームの結成を支援する。

3.2.7.　市保健計画のデザインについて研修する。

3.2.8.　市保健会議の実施について技術支援する。

3.2.9.　市保健計画の策定について技術支援する。
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評価

項目 

評価設問 
判断基準 必要なデータ・情報 情報源 データ収集方法 

大項目 小項目 

 

計
画
達
成
度 

プロジェクト目標の
達成見込み 

「プロジェクト対象地域において妊婦と 5歳未満児の健康
リスクが減少される」が、プロジェクト終了までに達成す

る見込みはあるか 

 

① 指標の達成度 

② 総合判断 

① 各指標の実績 

② 関係者の意見 

① プロジェクト活動
報告書等 

② JICA専門家、C/P  

① 資料レビュー  

② 質問票 

③ インタビュー 

成果の達成見込み 成果 1：「プロジェクト対象地域において、保健人材が妊婦
並びに 5歳未満児のケアに十分な技術力・解決能力をもつ
ようになる」が達成されている、あるいはプロジェクト期

間終了までに達成される見込みはあるか 

指標の達成度 

 

① 各指標の実績 

② 関係者の意見  

① プロジェクト活動報
告書等 

② JICA専門家、C/P  

① 資料レビュー  

② 質問票 

③ インタビュー 

成果 2：「プロジェクト対象地域において、保健医療従事者

及びコミュニティによって、母子の「より良く生きる（Vivir 

Bien）」を追求するプロセスが家族とコミュニティに生まれ
る」が達成されている、あるいはプロジェクト期間終了ま

でに達成される見込みはあるか 

① 各指標の実績 

② 関係者の意見 

① プロジェクト活動

報告書等 

② JICA専門家、C/P  

① 資料レビュー  

② 質問票 

③ インタビュー 

成果 3：「プロジェクト対象地域において、市レベルの意思

決定のために、適時で信頼性のある保健情報が活用され、
適切な分析がなされる」が達成されている、あるいはプロ
ジェクト期間終了までに達成される見込みはあるか 

① 各指標の実績 

② 関係者の意見 

① プロジェクト活動

報告書等 

② JICA専門家、C/P  

① 資料レビュー  

② 質問票 

③ インタビュー 

投
入
実
績
の
確
認 

日本側投入実績 JICA専門家の投入は計画どおり実施されたか 

 

計画（値）との比較 投入実績 

 

① 投入実績表 

② プロジェクト活動

報告書等 

資料レビュー 

機材供与は計画どおり実施されたか 

 

投入実績（利用・管理

状況含む） 

① 投入実績表 

② プロジェクト活動
報告書等 

① 資料レビュー 

② 直接観察 

本邦/第三国研修は計画どおり実施されたか 

 

研修員受入実績（科目、
期間含む） 

① 投入実績表 

② プロジェクト活動
報告書等 

資料レビュー 

現地活動費は予定どおり執行されたか 

 

予算と実績 ① 投入実績表 

② プロジェクト活動

報告書等 

資料レビュー 

ボリビア側投入実績 カウンターパート（C/P）はプロジェクト実施のために適切

に配置されたか 

 

 ① 投入実績 

② 関係者の意見 

① 投入実績表 

② JICA専門家、C/P  

 

① 資料レビュー 

② インタビュー 

JICA専門家の執務スペースは適切に確保されたか  投入実績 ① 投入実績表 

② JICA専門家、C/P  

① 資料レビュー 

② インタビュー 

 

プロジェクト実施に必要な経費は適切に執行されたか 

 

 ① 投入実績 

② 関係者の意見 

① 投入実績表 

② JICA専門家、C/P  

① 資料レビュー 

② インタビュー 

評価グリッド（実施プロセスの検証） 

３
．
評
価
グ
リ
ッ
ド

　
３
－
１
　
実
施
プ
ロ
セ
ス
の
検
証
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評価

項目 

評価設問 
判断基準 必要なデータ・情報 情報源 データ収集方法 

大項目 小項目 

 

 

実
施
プ
ロ
セ
ス
の
確
認 

活動実績 活動は計画どおりに実施されたか 

 

計画（値）との比較 活動の実施状況 プロジェクト活動報告
書等 

 

① 資料レビュー 

② 質問票 

プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）はプロジ
ェクト環境に応じて、関係者合意の下、適切にアップデー

トされてきたか 

 PDMの変遷と変更理
由 

 

合同調整委員会（JCC）
議事録等 

① 資料レビュー 

② 質問票 

③ インタビュー 

技術移転 技術移転の方法に問題はなかったか 

 

 技術移転の方法及び内

容 

① プロジェクト活動

報告書等 

② JICA専門家、C/P  

① 資料レビュー 

② インタビュー 

プロジェクトのマネ
ジメント体制 

プロジェクトの進捗モニタリングはだれが、どのように、
どのような頻度で実施し、その結果がプロジェクト運営に
反映されているか 

 ① 進捗モニタリング
方法  

② フィードバック体

制  

① プロジェクト活動
報告書等 

② JICA専門家 

① 資料レビュー 

② 質問票 

活動の変更、人員・地域の選定等に係る意思決定はどのよ

うなプロセスでなされているのか 

 

 意思決定のプロセス  ① プロジェクト活動

報告書等 

② JICA専門家 

① 資料レビュー 

② 質問票 

プロジェクト関係者間のコミュニケーション及び協力関係
に問題はなかったか 

 

 JCC 及びその他ミーテ
ィング開催実績  

 

① プロジェクト活動
報告書等 

② 関係者の意見 

① 資料レビュー 

② 質問票 

プロジェクト活動にかかわる情報は C/Pほか関係者と効果
的に共有されたか 

 

 JCC 及びその他ミーテ
ィング議事録 

 

① プロジェクト活動
報告書等 

② 関係者の意見 

① 資料レビュー 

② 質問票 

オーナーシップと自

主性 

実施機関や C/P、裨益対象者のプロジェクトに対する認識

は高いか（関係機関やターゲットグループのプロジェクト
への参加度合いやプロジェクトに対する認識は高いか） 

 

 プロジェクトへの意

見、貢献度合い、会議
等への参加度合い、積
極性、期待等 

① プロジェクト活動

報告書等 

② 関係者の意見 

① 資料レビュー 

② 質問票 

③ インタビュー 

プロジェクト実施上
の問題 

その他プロジェクトの実施過程で生じている問題はある
か、またその原因は何か 

 

 促進要因・阻害要因 

 

① プロジェクト活動
報告書等 

② 関係者の意見 

① 資料レビュー 

② 質問票 

③ インタビュー 
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評価 

5項目 

評価設問 
判断基準 必要なデータ・情報 情報源 データ収集方法 

大項目 中項目 小項目 

 

妥
当
性 

 

優先性 

 

プロジェクトがめざす効果と保健医療サービスに関連したボリビア政策等

との整合性 

 

政策等との比較 ボリビアの関連政策等  ① 関連政策文書 

② 保健省（MOH）な
どの関係省庁 

① 資料レビュー 

② インタビュー 

③ 質問票 

日本の援助政策、
JICA援助方針等との
整合性 

日本の援助重点課題との関連性 政策等との比較 日本のボリビアに対する援助重
点分野 

① 対ボリビア援助政
策 

② 平和と健康のため

の基本方針 

資料レビュー 

JICAの援助方針との関連性 政策等との比較 保健医療分野の位置づけ 

 

JICA ボリビア国 国

別分析ペーパー等   

資料レビュー 

必要性 

 

ターゲットグループ

の妥当性 

プロジェクト目標とターゲットグループのニーズ

の一致性 

 ① C/Pの経験・能力 

② ポトシ県の医療サービス提供
の現状 

① プロジェクト報告

書類 

② JICA専門家、C/P  

③ 保健統計資料等 

① 資料レビュー 

② インタビュー 

方法の適
切性 

 

選択した支援アプローチの適切性   支援アプローチ選択に至る経緯 

 

① 事前評価調査報告
書等 

② JICA専門家、C/P  

① 資料レビュー 

② 質問票 

③ インタビュー 

社会的配慮 

 

ジェンダーや環境、民族、社会的階層に対する配慮

の有無 

 関係者の意見 ① JICA専門家 

② JICA担当部門 

① 資料レビュー 

② インタビュー 

日本の技術の優位性 

 

 ① 保健分野の援助実績 

② JICA専門家の有する技術、経
験 

① プロジェクト報告

書類 

② JICA担当部門 

③ JICA専門家 

① 資料レビュー 

② インタビュー 

有
効
性 

 

達成状況 

 

成果の達成状況 【成果 1】指標の達成度にかかわらず、「プロジェ
クト対象地域の保健人材が、妊婦及び 5歳未満児の

ケアに十分な技術力・解決能力が期待した程度に強
化された」といえるか  

 プロジェクト活動対象範囲内の
指標以外の成果等 

① プロジェクト活動
報告書 

② JICA専門家、C/P  

① 資料レビュー 

② インタビュー 

③ 直接観察 

【成果 2】指標の達成度にかかわらず、「プロジェ
クト対象地域において、保健医療従事者及びコミュ
ニティによって、母子の『より良く生きる』を追求

するプロセスが期待した程度に家族とコミュニテ
ィに生まれた」といえるか  

 プロジェクト活動対象範囲内の
指標以外の成果等 

① プロジェクト活動
報告書 

② JICA専門家、C/P   

① 資料レビュー 

② インタビュー 

③ 直接観察  

【成果 3】指標の達成度にかかわらず、「プロジェ
クト対象地域において、市レベルの意思決定のため
に適時で信頼性のある保健情報が期待した程度に

分析・活用される体制となったか」といえるか  

 プロジェクト活動対象範囲内の
指標以外の成果等 

① プロジェクト活動
報告書 

② JICA専門家、C/P   

① 資料レビュー 

② インタビュー 

③ 直接観察 

プロジェクト目標の

達成見込み 

指標の達成度にかかわらず、「プロジェクト対象地

域において、妊婦及び 5歳未満児の健康リスクが期
待した程度に減少した」といえるか  

総合的判断 プロジェクト活動対象範囲内の

指標以外の成果等 

① プロジェクト活動

報告書等 

② JICA専門家、C/P 

① 資料レビュー 

② インタビュー 

③ 直接観察 

 

評価グリッド（評価 5項目関連） 　
３
－
２
　
評
価
5
項
目
関
連
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評価 

5項目 

評価設問 
判断基準 必要なデータ・情報 情報源 データ収集方法 

大項目 中項目 小項目 

 

因果関係 プロジェクト目標の
達成は成果によって

引き起こされたもの
か 

ロジックに誤りはないか 論理性の検証 調査団による検証 ① プロジェクト報告
書類 

② JICA専門家、C/P  

① 資料レビュー 

② 質問票 

③ インタビュー 

ほかにプロジェクト目標達成に必要な成果、または

有効なアプローチはなかったか 

実施アプローチ

の検証 

調査団による検証関係者の意見 ① プロジェクト報告

書類 

② JICA専門家、C/P  

① 資料レビュー 

② 質問票 

③ インタビュー 

促進・阻
害要因 

 

外部条件の適切性 

 

外部条件は現状に即しているか 現状確認 調査団による検証 ① プロジェクト報告
書類 

② JICA専門家、C/P  

① 資料レビュー 

② インタビュー 

外部条件は理論的に適切か 論理性の検証 調査団による検証 ① プロジェクト報告
書類 

② JICA専門家、C/P  

① 資料レビュー 

② インタビュー 

外部条件が満たされ

たか 

成果達成に必要な外部条件「関係各市が保健の年間

活動計画（POA）への予算計上を適宜行い POAに
沿った資金拠出を行う」の状況 

 ボリビア側投入実績 ① プロジェクト報告

書類 

② JICA専門家、C/P  

① 資料レビュー 

② 質問票 

成果達成に必要な外部条件「研修を受けた保健医療
従事者が継続して勤める」の状況 

 研修受講者の離職・異動の情報 ① プロジェクト報告
書類 JICA 専門家、
C/P  

① 資料レビュー 

② 質問票 

プロジェクト目標達成に必要な外部条件「県及び市
政府の保健政策に継続性がある」の状況 

 ポトシ県及び対象市の保健政策 ① プロジェクト報告
書類 

② JICA専門家、C/P 

① 資料レビュー 

② 質問票 

③ インタビュー 

上位目標達成に必要な外部条件「ポトシ県にとって

母子保健が優先課題であり続ける」の状況 

 ポトシ県の母子保健政策 ① プロジェクト報告

書類 

② JICA専門家、C/P  

① 資料レビュー 

② 質問票 

③ インタビュー 

上位目標達成に必要な外部条件「ポトシ県の他地域
において他開発パートナーの保健医療分野の協力
が遅延なく実施される」の状況 

 他の開発パートナー機関の活動
状況 

① プロジェクト報告
書類 

② JICA専門家、C/P  

① 資料レビュー 

② 質問票 

C/Pの離職率など、その他の影響はあるか  ① 関係者の意見 

② その他想定内外の外部条件 

① JICA専門家、C/P 

② プロジェクト報告

書類 

① 資料レビュー 

② 質問票 

③ インタビュー 

効
率
性 

時間資源 

 

計画どおりに成果が達成されたか 

 

 プロジェクト活動の進捗管理 ① プロジェクト報告

書類 

② 関係者の意見 

① 資料レビュー 

② 質問票 

③ インタビュー 

投 入 の
質、量、
タイミン

グ 

 

達成されたアウトプ
ットからみて、投入
の質、量、タイミン

グは適切か 

JICA 専門家派遣人数、専門分野、派遣時期は適切
か 

実績の部分に関
しては計画値と
の比較 

① 派遣実績 

② JICA専門家の働きぶり 

① 投入実績表 

② プロジェクト報告
書類 

③ JICA専門家、C/P 

 

 

① 資料レビュー 

② 質問票 
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評価 

5項目 

評価設問 
判断基準 必要なデータ・情報 情報源 データ収集方法 

大項目 中項目 小項目 

供与機材の種類、量、設置時期は適切か ① 機材投入実績 

② 利用状況
① 投入実績表 

② JICA専門家、C/P

① 資料レビュー 

② 質問票 

③ 直接観察

本邦/第三国研修のタイミング、内容、期間は適切

か 

また、どのように成果に反映したか 

① 研修受入実績 

② 関係者の意見 

① 投入実績表 

② 研修員 

③ JICA専門家、C/P 

① 資料レビュー 

② 質問票 

現地研修のタイミング、内容、期間、フォローアッ
プは適切か 

① 現地研修開催実績 

② 研修成果 

① プロジェクト報告
書類 

② JICA専門家、C/P

① 資料レビュー 

② 質問票 

プロジェクトの現地活動費の額は適切か ① 日本側現地活動費 

② 投入実績 

① 投入実績表 

② JICA専門家、C/P 

① 資料レビュー 

② 質問票 

ボリビア側の C/P配置、予算規模は適切か ボリビア側投入実績 ① 投入実績表 

② JICA専門家、C/P

① 資料レビュー 

② 質問票 

他のリソースとの連

携 

成果達成に貢献する他のリソース等との連携実績

はあったか 

連携実績 ① プロジェクト報告

書類 

② JICA専門家、C/P 

③ 他の開発パートナ

ー機関 

① 資料レビュー 

② 質問票 

効率性を促進した要因はあるか 関係者の意見 ① プロジェクト報告

書類 

② JICA専門家、C/P 

① 資料レビュー 

② 質問票 

③ インタビュー 

効率性を阻害した要因はあるか 関係者の意見 ① プロジェクト報告
書類 

② JICA専門家、C/P 

① 資料レビュー 

② 質問票 

③ インタビュー 

イ
ン
パ
ク
ト 

因果関係 上位目標とプロジェクト目標は乖離していないか（上位目標の指標設定の
妥当性の検証も含む） 

ロジックの検証 ボリビア保健政策等 ① 保健政策等 

② 調査団による検証
① 資料レビュー
② インタビュー 

上位目標
の達成見

込み 

プロジェクト期間終了後 3〜5年程度で、ポトシ県において母子の健康指標
（妊産婦死亡率、5 歳未満児死亡率、新生児死亡率、慢性栄養失調児の割

合など）が改善する見込みはあるか 

現状からの予測 ① プロジェクト目標達成状況 

② 持続性の検証 

① プロジェクト報告
書類 

② 関係者の意見 

① 資料レビュー 

② 質問票 

③ インタビュー 

その他の
インパク
ト

上位目標以外に、プロ
ジェクトはどのよう
な変化をもたらしそ

うか、また、現時点で
発現しているインパ
クトはあるか 

正のインパクト その他の情報 ① プロジェクト活動
報告書等 

② JICA専門家、C/P 

③ 関係者の意見

① 資料レビュー 

② 質問票 

③ インタビュー 

負のインパクト その他の情報 ① プロジェクト活動

報告書等 

② JICA専門家、C/P 

③ 関係者の意見 

① 資料レビュー 

② 質問票 

③ インタビュー 
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評価 

5項目 

評価設問 
判断基準 必要なデータ・情報 情報源 データ収集方法 

大項目 中項目 小項目 

 

 

持
続
性 

プロジェ
クトの効

果が援助
終了後も
維持され

る見込み 

政策・制度的側面 

 

ボリビアにおける医療サービス強化に関連する政
策が継続・強化されるか 

 

 ボリビアの政策 ① 保健省、ポトシ県保
健局など関係当局 

② JICA専門家、C/P 

③ 関係者の意見 

① 資料レビュー 

② 質問票 

③ インタビュー 

財務的側面 

 

プロジェクトで得られた便益の維持・発展のため
の予算は継続されるか 

 

 ボリビアの政策・予算 ① 保健省、ポトシ県保
健局などの関係当局 

② JICA専門家、C/P 

③ 関係者の意見 

① 資料レビュー 

② 質問票 

③ インタビュー 

プロジェクト成果拡大のための人員・予算措置は

実施される見込みがあるか 

 

 ボリビアの政策・予算 ① 保健省、ポトシ県保

健局など関係当局 

② JICA専門家、C/P 

③ 関係者の意見 

① 資料レビュー 

② 質問票 

③ インタビュー 

技術的側面 

 

プロジェクトにより導入された技術は、プロジェ
クト終了後も維持・向上する見込みはあるか 

 

 プロジェクト成果維持のための
メカニズムの有無等技術力向上

の機会 

① プロジェクト活動
報告書等 

② JICA専門家、C/P 

③ 関係者の意見 

① 資料レビュー 

② 質問票 

③ インタビュー 

促進要因・阻害要因 持続性に影響する想定される阻害要因に対する対
応は検討されているか 

 関係者の意見 ① プロジェクト活動
報告書等 

② JICA専門家 

① 質問票 

② インタビュー 

総合的持

続性 

 

上記のような側面を総合的に勘案して、持続性は担保されているか 

 

 関係者の意見 ① プロジェクト報告

書類 

② JICA専門家、C/P 

③ 関係者の意見 

調査団による評価

分析 

－
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No. 氏名 役職 勤務先

1 湯浅資之 チーフアドバイザー 日本側プロジェクトメンバー（FORSAポトシ）
2 岡村優子 業務調整 FORSAポトシ
3 Vladimir Ticona Calderon FORSA　コンサルタント FORSAポトシ
4 Lic Alcira Vasquez FORSA　コンサルタント FORSAポトシ
5 Lic. Quimei Suarez FORSA　コンサルタント FORSAポトシ
6 Dr. Fredy Marca FORSA　コンサルタント FORSAポトシ

7 Dr Edward Vasquez Mamani ウユニ保健ネットワーク　コーディネーター ウユニ保健ネットワーク
8 Dr. Evans Flores Lucas SAFCI担当医師 ウユニ市保健責任者代理
9 Lic Maria Chara Mamani ウユニ保健ネットワーク助手 ウユニ保健ネットワーク
10 Dra. Sandra Carlo コルチャカ市保健責任者 コルチャカ市
11 Lic. Fredy Flores Tangara コルチャカ市代理（栄養課） コルチャカ市

12 Dr. Isacc Basilo エドワルド・ペレス病院院長 エドゥアルド・ペレス病院
13 Lic. Policarpia llave Mamani エドワルド・ペレス病院ナース責任者 エドゥアルド・ペレス病院
14 Lic. Maxima Alá Fernadez ソーシャルワーカー責任者 エドゥアルド・ペレス病院
15 Lic Noemi Ximena Villaca Colque 市ナース責任者 Municipio de Uyuni

16 Lic. Leonardo Condori Mayorga ネットワーク技術アシスタント CESTAS（NGO）
17 Dr. Carlos Huallas Pozo 品質管理 エドゥアルド・ペレス病院
18 Lic Ruben Huallani 総務 エドゥアルド・ペレス病院

19 Edith Ali Mendoza 地域保健委員会 Vinto K

20 Juan Quispe Llave コミュニティの住民 Vinto K

21 Santusa Ramos 母親センター Vinto K

22 Dionicia Lopez Cayo 母親センター Vinto K

23 Maria Marce Benis 母親センター Vinto K

24 Juana Acha Marce 母親センター Vinto K

25 Bernadino Ali Donaire 市議会議長 GAM Colcha K

26 Franz Flores Mamani 校長 Unidad Educactiva Buenas Nuevas

27 Lic. Fredy Flores Tangara 市保健責任者 Colcha K

28 Elsa Lopez Cayo 母親センター会長 Vinto K

29 Felisa Cayo Reyes 母親センター Vinto K

30 Lic. Maria Carmen Lopez 保健センター看護師 C.S San Juan

31 Dr. Javier Vera Quintanilla サンファン病院責任者 C.S San Juan

32 Dr. Boris Medina Martinez アトチャ SAFCI責任医師 Municipio Atocha

33 Dra. Veronica Ortega Romero  MI Saludプログラム責任者 Municipio Atocha

34 Dra. Maria del Pilar Centellas Quispe 一般医 C.S Civil Atocha

35 Dr. Nelly Flores Blas SAFCI医師 C.S Civil Atocha

36 Lic. Marina Choque Huayta ナース責任者 C.S Civil Atocha

37 Aux Soila R. Vergara 准看護師 C.S Civil Atocha

38 Wily Salazar R 保健委員会会長Comité de Salud Presidente Atocha

39 Rosalba Lopez Aldana 保健委員会記録係Comité de Salud Actas Atocha

40 Elizabeth lina Chavez 市議会保健担当Concejal Comisi´n Salud GAM Atocha

41 Irma A. Condori Flores 統計責任者 C.S Civil Atocha

42 Hernan Ayala Mamani 総務 C.S Civil Atocha

43 Polonia Velasquez Fernadez 准看護師 C.S Civil Atocha

44 Lic. Olga Calla Torerez 看護師 C.S Civil Atocha

45 Natividad Rivera 伝統医責任者 C.S Civil Atocha

46 Maria Ballesteros Romero 准看護師 C.S Civil Atocha

47 Hernan medrano M 准看護師 C.S Siete Suyos

48 Miriam Mito Choque 看護師 C.S Civil Atocha

49 Angelica Romero Rodriguez 准看護師 C.S Civil Atocha

50 Ever Lopez Lopez 環境衛生 C.S Civil Atocha

51 Maria Luz Ramos Miranda 市議会委員 GAM Atocha

52 Flora Martinez Yanez ラボ責任者 C.S Civil Atocha

53 Dra Erika Mamani トゥピサ保健ネットワーク　コーディネーター Red Tupiza

54 Lic Erica Tejerina Ibanez 総務 Red Tupiza

55 Lic Maria Luisa Mendoza 技術アシスタント Red Tupiza

56 Dra. Nancy Ocampo 市保健責任者 Municipio Tupiza

57 Lic Lourdes Mamani ナース責任者 Municipio Tupiza

58 Tec. Juan Carlos Ocampo 統計責任者 Red Tupiza

59 Doris Flores 准看護師 C.S Tupiza

60 Dra. Natalia Argandoña Mi Saludプログラム担当医 C.S Tupiza

61 Dra Patricia Villamonte 医師責任者 C.S Tupiza

62 Daniel Rivera 准看護師 C.S Tupiza

63 Lic Judith Colque Luna ソーシャルワーカー C.S Tupiza

サン・フアン保健センター（コルチャカ市）

アトチャ保健センター（アトチャ市）

トゥピサ保健ネットワーク

トゥピサ保健センター

主要面談者リスト

プロジェクトメンバー

ウユニネットワーク

エドゥアルド・ペレス病院

ビントカコミュニティ

４．主要面談者リスト
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64 Jiovana Ajalla Baltazar 人事部責任者 Hosp. Eduardo Eqguia

65 Dra Esther Pacheco Flores 生化学責任者 Hosp. Eduardo Eqguia

66 Jorge Figueroa Ventura 生物工学研究者 Hosp. Eduardo Eqguia

67 Dr. Jose Luis Vargas 医師 Hosp. Eduardo Eqguia

68 Dr. Mirko Pozo Jaldin 医師 Hosp. Eduardo Eqguia

69 Dr. Victor Velarde Condori 研修センター責任者 Hosp. Eduardo Eqguia

70 Dr Rene Diaz エドｳワルド・エギア病院院長 Hosp. Eduardo Eqguia

71 Lic. Eusebia Calcina ナース責任者 Hosp. Eduardo Eqguia

72 Lic. Maxima Condori 看護師 Hosp. Eduardo Eqguia

73 Lic. Olga Bustamante ナース責任者 Hosp. Eduardo Eqguia

74 Lic. Elizabeth Vidaurre 看護師 Hosp. Eduardo Eqguia

75 Lic. Mabel Oropeza ソーシャルワーカー Hosp. Eduardo Eqguia

76 Dr. Jose Olivera Foronda 全般外科医 Hosp. Eduardo Eqguia

77 Lic. Marcela Sivila 総務 Hosp. Eduardo Eqguia

78 Dr. Guillermo Acha ヘルスセンター院長 C.S San Antonio

79 Lic. Herminia Morales ソーシャルワーカー C.S San Antonio 

80 Marcelo Calla 保健委員会委員 Comunidad Morrito Chicheño

81 Felipe Calla 一般住民 Comunidad Morrito Chicheño

82 Froilan Ramos Choque 村長 Comunidad Tocloca

83 Luis Antonio Silesqui 市保健委員会委員 Comunidad Tocloca

84 Jose  Aguilar Choque Lider組織リーダー Comunidad Tocloca

85 Reina Aguilar Vidaurre 保健責任者 Comunidad Tocloca

86 Graciela Flores Taquichiri 准看護師 P.S Tocloca

87 Shirley Lopez Ortega 小児早期発達担当者 P.S Tocloca

88 Dr. Elvio Alberto Quispe 医師 P.S Tocloca

89 Dr. Elio Martinez SEDES保健局長 SEDES Potosi

90 Dra. Doris Andia 計画部責任者 SEDES Potosi

91 Dr. Hector Alrcon del Rio 計画部技術者 SEDES Potosi planificación

92 Dr. Eloy Tirado ネットワークサービス担当責任者 SEDES Potosi

93 Lic Carmen Quispe 医療機材メンテナンス責任者 SEDES Potosi

94 Lic. Gladis Caballero ネットワークサービス担当部の技術アシスタント SEDES Potosi

95 Dr. Javier Soliz ヘルスプロモーション責任者 SEDES Potosi

96 Lic. Nelia Machicado 社会・コミュニティ運動責任者 SEDES Potosi

97 Lic. Julia Velasquez 生活のための教育部責任者 SEDES Potosi

98 Dr. Angel Nuñez SNIS責任者 SEDES Potosi

99 Dr. Cesar Huanca バイオセーフティー責任者 SEDES Potosi

100 Dr. Ismael Colque 環境衛生部責任者 SEDES Potosi

101 Dr. Carlos Davila 妊産婦ケア部責任者 SEDES Potosi

102 Dra. Karina Flores 5歳未満児ケア部責任者 SEDES Potosi

サン・アントニオ保健センター

モリト・チチェーニョコミュニティ

トクロカコミュニティ

ポトシ県保健局

エドゥアルド・エギア病院
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Nº 専門家名 専門分野 派遣期間 派遣元機関

1 湯浅資之 チーフアドバイザー 2013年10月1日～17日 順天堂大学

2 湯浅資之 チーフアドバイザー 2014年2月1日～17日 順天堂大学

3 湯浅資之 チーフアドバイザー 2014年8月31日～9月15日 順天堂大学

4 白山芳久 CAI/POAモニタリング 2014年8月31日～9月15日 順天堂大学

5 湯浅資之 チーフアドバイザー 2015年1月31日～2月16日 順天堂大学

6 横堀雄太 新生児ケア 2015年5月10日～30日 国立国際医療研究センター

7 湯浅資之 チーフアドバイザー 2015年7月25日～8月10日 順天堂大学

8 白山芳久 CAI/POAモニタリング 2015年8月31日～9月27日 順天堂大学

9 佐々木隆典 モニタリング、評価手法 2016年2月14日～3月5日 株式会社ティーエーネットワーキング

10 湯浅資之 チーフアドバイザー 2016年3月6日～22日 順天堂大学

11 白山芳久 CAI/POAモニタリング 2016年8月20日～9月2日 順天堂大学

12 湯浅資之 チーフアドバイザー 2016年8月29日～9月9日 順天堂大学

13 前田恵理子 業務調整/住民参加 2013年6月27日～2015年6月26日 なし

14 岡村優子 業務調整/研修管理 2015年6月15日～2017年6月27日 なし

Nº コンサルタント名 専門分野 期間 派遣元機関

1 Felix Duran Quispe 社会文化調査 2013年4月～10月

2 Lic Alcira Vasquez リファラル、ケアの質 2013年10月～2017年3月

3 Roberto Alejandro Arce Canaviri ケアの質 2013年10月～2015年12月

4 Alfredo Gutiérrez G. バイオセーフティー
2014年12月～2015年3月、2015
年5月～9月

5 María del Rosario Patiño Medrano 医療機材研修調整
会計/事務

2014年7月～2015年3月
2015年4月～2016年3月

6 Quimei M. Suárez Patiño 参加型事業、生活のための教育
2013年4月～2014年3月、2014年
4月～2017年3月

7 María Cano Rocha 参加型事業、生活のための教育 2014年1月～2016年3月

8 Enrique Mendoza Cabrera コミュニティ事業、参加型事業 2013年1月～2014年10月

9 Lic. Julia Condori 参加型事業 2013年4月～2014年3月

10 Anel Patricia Ortiz Ampuero 参加型事業 2014年4月～12月

11 Freddy Marca Llusco 参加型事業 2014年12月～2017年3月

12 Sonia Cristina Hidalgo Lujan 参加型事業 2015年4月～2016年3月

13 Luis Fernando Revilla 保健情報の質の改善 2013年9月～2016年3月

14 Damaso Ticlla Colque 保健情報の管理/意思決定 2013年12月～2014年3月

15
Pablo Antonio Castellón
Macchiavelli

保健情報の管理/意思決定 2014年4月～2015年12月

16 Vladimir Ticona Calderón
コーディネーター、CAI、スーパービ
ジョン

2013年4月～2017年3月

17 Héctor David Echavarría Colque 会計/事務 2013年12月～2014年3月

18 Febee Ayaviri Ocampo 会計/事務 2014年4月～2014年10月

（１）JICA専門家

（２）現地コンサルタント

JICA専門家及び現地コンサルタントリスト

５．投入実績表

　５ー１　JICA専門家及び現地コンサルタントリスト
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Nº 到着年度 機材名 型式 メーカー 機材使用場所 機材設置場所
本邦調達/

現地調達
使用状況 使用現状

1 2014-2015 オイルヒーター 1348 MEGAFESA 保健医療施設 トゥピサ、ウユニ 現地 普通 良い

2 2014-2015 文化的に適切な分娩台 FAMETAL 保健医療施設 トゥピサ、ウユニ 現地 普通 良い

3 2014-2016 胎児用ドップラー JPB-100 JUMPER 保健医療施設 トゥピサ、ウユニ 現地 普通 良い

4 2014-2015 無線ラジオ IC-78 ICOM 保健医療施設 トゥピサ、ウユニ 現地 普通 良い

5 2014-2015 帝王切開用器具 FAVA 保健医療施設 トゥピサ、ウユニ 現地 普通 良い

6 2014-2015 酸素濃度計測器 7TM MASIMO 保健医療施設 トゥピサ、ウユニ 現地 普通 良い

7 2014-2015 出産シミュレーター OB SUSIE GAUMARD 保健医療施設 トゥピサ、ウユニ 現地 普通 良い

8 2014-2016 人間的分娩台 MP7097 FANEM/FAMETAL 保健医療施設 トゥピサ、ウユニ 現地 普通 良い

9 2014-2016 エコー HS2100 HONDA/ALOKA 保健医療施設 トゥピサ、ウユニ 現地 普通 良い

10 2014-2015 血液カウンター BC-3600 MINDRAY 保健医療施設 トゥピサ、ウユニ 現地 普通 良い

11 2014-2015 分娩用器具 DPT 保健医療施設 トゥピサ、ウユニ 現地 普通 良い

12 2014-2015 小児用酸素吸入器 MEDICAL 保健医療施設 トゥピサ、ウユニ 現地 普通 良い

13 2014-2015 新生児用酸素吸入器 MEDICAL 保健医療施設 トゥピサ、ウユニ 現地 普通 良い

14 2014-2015 大人用酸素吸入器 MEDICAL 保健医療施設 トゥピサ、ウユニ 現地 普通 良い

15 2014-2016 血液分析器 FAX 4500 AWARENESS 保健医療施設 トゥピサ、ウユニ 現地 普通 良い

16 2014-2015 血圧計 302 ALPK 保健医療施設 トゥピサ、ウユニ 現地 普通 良い

17 2014-2015 新生児用体重計 PD200 DETECTO 保健医療施設 トゥピサ、ウユニ 現地 普通 良い

18 2014-2015 運搬用保育器 TR-200 MEDIX 保健医療施設 トゥピサ、ウユニ 現地 普通 良い

19 2014-2015 保育器 LX MEDIX 保健医療施設 トゥピサ、ウユニ 現地 普通 良い

20 2014-2015 診察ランプ 1697-1-220 GRAFCO 保健医療施設 トゥピサ、ウユニ 現地 普通 良い

21 2014-2015 保温つき新生児ベッド ANPLA 2085 FANEM 保健医療施設 トゥピサ、ウユニ 現地 普通 良い

22 2014-2015 子ども用体重計 553KL HealthMeter 保健医療施設 トゥピサ、ウユニ 現地 普通 良い

23 2014-2015 簡易血中酸素濃度計 2200 ADC 保健医療施設 トゥピサ、ウユニ 現地 普通 良い

24 2016 酸素濃度モニター PM10N NELLCOR 保健医療施設 トゥピサ、ウユニ 現地 普通 良い

25 2016 注射針処理器 HM-NEEDLE HILLMED 保健医療施設 トゥピサ、ウユニ 現地 普通 良い

26 2016 噴霧器 NE-C801 OMRON 保健医療施設 トゥピサ、ウユニ 現地 普通 良い

27 2014 プロジェクト車両 Landcruser TOYOTA ネットワーク トゥピサ、ウユニ 現地 普通 良い

供与機材リスト

　５－２　供与機材リスト
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（ボリビアーノ） 2013 2014 2015 2016 （11月末時点）

年間予算 610,320.70 3,470,580.82 2,641,228.53 1,589,666.16

実施額（活動費） 588,629.80 1,877,377.80 1,877,532.94 697,712.06

実施額（供与機材費） 21,685.00 1,587,726.00 758,156.75 286,040.00

実施額合計 610,314.80 3,465,103.80 2,635,689.69 983,752.06

執行率（％） 100.0% 99.8% 99.8% 61.9%

（米ドル）USD=6.7193BOB 2013 2014 2015 2016（11月末時点）

年間予算 90,830.99 516,509.28 393,080.91 236,582.11

実施額（活動費） 87,602.85 279,400.80 279,423.89 103,837.02

実施額（供与機材費） 3,227.27 236,293.36 112,832.70 42,569.91

実施額合計 90,830.12 515,694.16 392,256.59 146,406.93

執行率（％） 100.0% 99.8% 99.8% 61.9%

（円）BOB=17.136310 JPY 2013 2014 2015 2016（11月末時点）

年間予算 10,458,644.71 59,472,948.81 45,260,910.87 27,241,012.11

実施額（活動費） 10,086,942.73 32,171,327.97 32,173,986.50 11,956,210.15

実施額（供与機材費） 371,600.88 27,207,764.93 12,992,009.10 4,901,670.11

実施額合計 10,458,543.61 59,379,092.90 45,165,995.59 16,857,880.26

執行率（％） 100.0% 99.8% 99.8% 61.9%

日本側ローカルコスト

　５－３　日本側ローカルコスト
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Nº カウンターパート名 カウンターパート専門分野 カウンターパート期間 受け入れ専門家名 勤務期間

1 ネルソン・ティコナ・カルデロン ポトシ県保健局長 2013年6月～2016年3月 湯浅専門家 5年

2 エリオ・マルティネス・ビジャルパンド ポトシ県保健局長 2016年4月～現在 湯浅専門家 1年1か月

3 エディ・サルゲロ 計画課長 2013年6月～2015年9月 湯浅専門家 2年3か月

4 エリオ・マルティネス・ビジャルパンド 計画課長 2016年10月～2016年3月 湯浅専門家

5 ドリス・アンディア 計画課長 2016年4月～現在 湯浅専門家、白山専門家 5年

6 アンヘル・ヌーニェス・リバス SNIS課長 2014年1月～現在 白山専門家、佐々木専門家 2年9か月

7 ボリーバル ネットワーク・サービス課長 2013年6月～2014年1月 6か月

8 リス・ニナ ネットワーク・サービス課長 2014年2月～2016年7月 2年6か月

9 エロイ・ティラド ネットワーク・サービス課長 2016年8月～現在 3か月

10 ハビエル・ソリス ヘルスプロモーション課長 2013年6月～現在 5年

11 フリア・ベラスケス 生活のための教育担当 2013年6月～現在 5年

12 ネリア・マチカド 社会参加担当 2013年6月～現在 5年

13 カルロス・ダビラ 女性ケア課長 2013年6月～現在 横堀専門家 5年

14 カルロス・ケンタシ 5歳以下児ケア課長 2013年6月～2016年6月 横堀専門家 3年6か月

15 カリーナ 5歳以下児ケア課長 2016年7月～現在 6か月

16 セサル・ウアンカ 環境衛生課長 2014年6月～現在 2年3か月

17 マリア・ルイサ・メンドーサ トゥピサネットワークコーディネーター 2013年6月～2014年1月 5年

18 エマヌエル・ママニ トゥピサネットワークコーディネーター 2014年1月～2015年10月 5年

19 エストル・オルギン トゥピサネットワークコーディネーター 2015年11月～2016年9月 5年

20 エリカ・ママニ トゥピサネットワークコーディネーター 2016年10月～現在 1か月

21 マリア・ルイサ・メンドーサ トゥピサネットワーク技術アシスタント 2014年2月～現在

22 イサック・バシリオ ウユニネットワークコーディネーター 2013年6月～2013年9月 5年

23 イサック・カリャパ ウユニネットワークコーディネーター 2013年10月～2016年4月 2年4か月

24 エドゥアルト・バスケス ウユニネットワークコーディネーター 2016年5月～現在 6か月

25 マリア・チャラ ウユニネットワーク技術アシスタント 2013年6月～現在 5年

26 エファイン・スナグア ウユニネットワーク統計担当 2014年5月～現在 6か月

27 フアン・カルロス・オカンポ トゥピサネットワーク統計担当 2013年6月～現在 5年

カウンターパートリスト

　５－４　カウンターパートリスト
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ボリビアーノ（BOB） 2013 2014 2015 2016 (9月時点)

493,750.00 646,575.00 792,578.00 310,168.00

実施額（旅費など） 54,893.00 185,966.50 231,086.00 16,060.00

実施額（機材など） 130,420.00 58,300.00 9,800.00 0.00

実施額（他） 32,177.40 110,822.00 206,529.10 89,374.76

実施額合計 217,490.40 355,088.50 447,415.10 105,434.76

執行率（％） 44.0% 54.9% 56.5% 34.0%

(BOB) 2012 2013 2014 2015 2016

トゥピサ管区 7,139,163.00 8,701,886.00 9,934,419.00 14,799,753.00 10,591,248.00

ウユニ管区 14,918,859.00 8,756,724.00 8,913,427.00 13,575,759.00 13,713,384.00

予算合計 22,058,022.00 17,458,610.00 18,847,846.00 28,375,512.00 24,304,632.00

名称 所在地 提供 所属機関

ポトシ事務所 ポトシ市内 執務室 ポトシ県保健局

トゥピサ事務所 トゥピサ市内 執務室 トゥピサ市役所

ウユニ事務所 ウユニ市内 執務室 ウユニ病院

ローカルコンサルタント、機材、資料など

ローカルコンサルタント、機材、資料など

業務調整員、資料など

使用状況

ボリビア側ローカルコスト

（2）対象保健ネットワーク（合計11市）

（1）ポトシ県保健局

（3）プロジェクト事務所の提供

年間予算

　５－５　ボリビア側ローカルコスト
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年 No. タイトル コンセプト その他 形態

1 新生児蘇生バナー
保健医療従事者が新生児蘇生を実施するためのステップの流

れ。
2014年版と2016年版 バナー

2 産前カルテバナー 産前検診の正しい記入練習を行うためのもの。 2014年版のみ バナー

3 パルトグラム用紙のバナー 産前検診の正しい記入練習を行うためのもの。 2014年版のみ バナー

4 地域参加型管理ガイド
コミュニティで実施する活動のための手順とステップ（保健省

作成）。
2014年版のみ 文書

5 市管理ガイド 市で実施する活動のための手続きとステップ（保健省作成）。 2014年版のみ 文書

6 継続ライフ手順 保健施設で行われる活動の手順とステップ（保健省作成）。 2014年版のみ 文書

7

レファラル、カウンターレファラルのAJO（適切性、

正当性、タイムリー）条件のプラスティックコーテ

イング

質を伴ったレファラルを実施するために、保健医療従事者の助

けとなる用紙。
2014年版のみ

用紙のプラスチックコーテ

イング

8 レファラル・カウンターレファラル票のバナー レファラルの正しい記入の練習に役立つもの。 2014年版のみ バナー

9 生活のための教育フリップボード
保健医療従事者用の、コミュニティで生活のための教育を実施

するためのもの。
2014年版のみ フリップボード

10 みんなのCAI簡易ガイド 市のCAIを実施し、測定するための簡易手順。 2015年版のみ 文書

11 研修ガイド コンピテンシー研修実施のためのステップ。 2015年版のみ 文書

12 機材使用者のためのメンテナンスガイド 機材使用者のための、簡易及び中程度の機材の取り扱い説明。 作成済みだが、印刷未 文書

13
テクニコ（技術者）のための医療機器メンテナンス

ガイド

テクニコ（技術者）のための簡易及び中程度の医療機器の取り

扱い説明。
作成済みだが、印刷未 文書

14 ポケット版の妊娠スケール 保健施設で良い産前検診を実施するのに役立つもの。 2015年版のみ ポケット版

15 AJOの質条件

ケアプロトコールに沿って、保健医療従事者が行う、レファラ

ルを取り扱うための適切性・正当性・タイムリーの質の基準が

含まれる。

唯一のバージョン
カラー印刷とプラスチック

コーテイング

16 適切なリファラルを取り扱うための運用技術書

適切で正当性があり、タイムリーなレファラルの取り扱いのた

め、非常に簡易で教育的に必要なステップが書かれており、レ

ファラルプロセス例も書かれているガイド。

再印刷中 カラー印刷された文書

17 Rotafolio SAFCIのフリップボード（地域参加型管理）

コミュニティに焦点を当て現状に適合したもので、画を使って

説明されたSAFCI政策と地域参加型管理に関する基本的で視覚

的な情報が含まれている。

2つのバージョンがある。（トゥピサネット

ワーク、ウユニネットワーク、ポトシ県保健

局のヘルスプロモーション課用の120のフ

リップボード）

フリップボード

18 フリップボード使用の実践的ガイド
コミュニティに焦点を当て現状に適合した、SAFCI政策と地域

参加型管理に関する基本的な情報が含まれている。
唯一のバージョン

印刷され、コピーされたガ

イド

19 地域参加型管理三つ折りパンフレット

コミュニティに焦点を当て現状に適合したもので、画を使って

説明されたSAFCI政策と地域参加型管理に関する基本的で視覚

的な情報が含まれている。

唯一のバージョン
印刷された三つ折りパンフ

レット

20 SAFCIポスター
コミュニティに焦点を当てた、SAFCI政策の基本的で絵で描か

れた情報のポスター。
唯一のバージョン 印刷されたポスター

21 生活のための教育ポスター 保健施設用のコミュニティでの生活のための教育の概要情報。 2016年版のみ 印刷されたポスター

22 生活のための教育フリップボード
コミュニティで生活のための教育を実施するための保健医療従

事者用教材。
2016年の第2版 フリップボード

23 SAFCIフリップボード
コミュニティで地域参加型管理を実施するための、保健医療従

事者用教材。
2016年の第2版 フリップボード

24 みんなのCAI簡易ガイド 市のCAIを実施し、測定するための管理手順。 2016年の第2版 文書

25 包括的スーパービジョン・モニタリングガイド スーパービジョン実施向上のためのもの。 2016年版のみ 文書

26 パルトグラムバナー

分娩プロセスの正しい記入の仕方の練習と迅速なレファラルの

ための危険兆候の特定ができるようになる、保健医療従事者用

の研修ツール。

印刷されたバナー

27 レファラル委員会の組織・機能マニュアル
委員会の組織と、ケアレベルに応じたそれぞれの役割が書かれ

た文書。
印刷中 カラー印刷文書

28 ヘルスプロモーション研修計画

SAFCI政策の展開（地域参加型管理）と個人・家族・コミュニ

ティレベルで行動変容い貢献するための生活のための地域教育

ガイドの手順に関して、保健医療従事者用が必要なコンピテン

シーが持てるような方法論的プロセスが含まれるもの。

ポトシ県保健局の県令がある
印刷及びデジタル版の研修

計画

プロジェクト成果品一覧

2014

2015

2016
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年 研修コース名 時　期

ワーク

ショッ

プ回数

日数
参加者

数
対象者 その他

エギア病院のエッセンシャル産科ケアにおけるファシリテーター強化ワークショップ 5月15日から 17日 1 3 12 エドゥアルド・エギア病院の救急医、専門医、看護学士
県保健局のファシリテーターによ

る

グループ1のモジュールIとIIの研修ワークショップ 7月14日から18日 1 5 5 看護助手

グループ1のモジュールIIIの研修ワークショップ 8月13日から15日 2 3 5 看護助手

グループ2のモジュールIとIIの研修ワークショップ 8月26日と27日 3 2 6 看護助手

グループ2のモジュールIIIの研修ワークショップ 9月24日と25日 4 2 6 看護助手

ウユニにおける母親の領域並びに子どものケアのファシリテーター強化ワークショップ 10月13日から 17日 2 5 12 ウユニの8ファシリテーター及びトゥピサの4ファシリテーター
県保健局のファシリテーターによ

る

グループ1のモジュールIVとVの研修ワークショップ 11月12日から14日 5 3 5 看護助手

ヘルマン・ウルキディ病院における産科と新生児の緊急事態に際するファシリテーターの強化
についてのワークショップ

11月17日から12月

18日
3 32 4 トゥピサの2ファシリテーターとウユニの2ファシリテーター

ケアの質についての研修ワークショップ。モジュールI、I-III-IV及びV 11月18日から20日 6 3 6 ウユニ、リカ、サン・アグスティンの看護助手

グループ2のモジュールIVとVの研修ワークショップ 11月27日と28日 7 2 5 トゥピサ・ネットワークの看護助手

ヘルマン・ウルキディ病院における産科と新生児の緊急事態に際するファシリテーターの強化
についてのワークショップ

2月4日から3月4日 4 29 4 トゥピサの2ファシリテーターとウユニの2ファシリテーター

質についての研修。モジュールI、II-III-IV及びV 7月7日から13日 8 7 9 トゥピサ市ネットワークの看護助手

質についての研修。モジュールI、I-III-IV及びV 7月14日から21日 9 8 6 トゥピサ市ネットワークの看護助手

質についての研修。モジュールI、II-III及びIV 7月27日から29日 10 3 9 ウユニとサン・ペドロ・デ・ケメスの看護助手

質についての研修。モジュールI、II-III、IV及びV 8月10日から12日 11 3 7 トゥピサ市の都市部の看護助手

質についての研修。モジュールI、II-III、IV及びV 8月13日から15日 12 3 6 アトチャ市の看護助手

質についての研修。モジュールI、II-III、IV及びV 8月29日から31日 13 3 7 リカ市のネットワークの看護助手

質についての研修。モジュールI、II-III、IV及びV 8月1日から3日 14 3 17 コルチャK市のネットワークの看護助手

質についての研修。モジュールI、II-III、IV及びV 9月2日から4日 15 3 6 サン・パブロ・デ・リぺス市の看護助手

基本的な超音波検査の研修 9月14日から25日 1 12 2 サン・アグスティン、コルチャKの保健センターの医師

質についての研修。モジュールI、II-III、IV及びV 10月10日から13日 16 4 33 ウユニ・ネットワークの医療スタッフと看護学士

基本的な超音波検査の研修 10月12日から23日 2 12 2 アトチャとサン・クリストーバルの保健センターの医師ら

基本的な超音波検査の研修 11月9日から20日 3 12 2 サン・アントニオとリカの保健センターの医師

モジュールI、II-III、IV及びVの研修 11月18日から21日 17 4 19 トゥピサ市の村落部の看護助手

モジュールI、II-III、IV及びVの研修 11月19日から21日 18 3 37 トゥピサのネットワークの医師と看護学士

基本的な超音波検査の研修 12月7日から13日 7 2
サン・ヘラルド保健センターとトゥピサのエスタルカ保健センターの医
師

研修メトドロジーのマネジメントにおけるファシリテーター強化のワークショップ 12月14日から17日 4 4 8
トゥピサ市の2ファシリテーター、ウユニ市の2ファシリテーター、及び4

つの県保健局

妊婦の包括的ケア、出生前、分娩、産褥、産科の緊急事態の管理のバージョンアップ・ワーク
ショップ

9月29日と30日 19 2 23
コルチャK市のネットワークの医療スタッフ、看護学士、看護

助手

トゥピサのファシリテーターによ

る

医療関係者、女性の包括的ケアにかかわる医療スタッフ、看護学士のための、産科の緊急事
態のマネジメントのバージョンアップ・ワークショップ。ポトシ、モジュールI、II、III及びIV

10月5日から7日 20 3 12 ウユニ・ネットワークの分散居住エリアの医師、看護学士
県保健局のファシリテーターによ

る

女性の包括的ケア、エッセンシャル産科ケアマネジメントのバージョンアップ・ワークショップ 10月10日と11日 21 2 12 アトチャ市の保健スタッフ
トゥピサのファシリテーターによ

る

女性の包括的ケア、エッセンシャル産科ケアマネジメントのバージョンアップ・ワークショップ 10月12日と13日 22 2 8 サン・パブロ・デ・リぺスとエスモルコ市のネットワークの保健スタッフ
トゥピサのファシリテーターによ

る

妊婦の包括的ケア、出生前管理、分娩ケア、産褥期、エッセンシャル産科ケアマネジメント、
産科の緊急事態の管理のバージョンアップ・ワークショップ

10月31日と11月1日 23 2 12 リカ市のネットワークの保健スタッフ ウユニのファシリテーターによる

2014

2015

2016

ケアの質
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月 コース名 時　期

ワーク

ショッ

プ回数

日数
参加者

数
対象者 その他

リファレンス（患者紹介）システムの運営と県リファレンス委員会

の構成についての研修ワークショップ
1月 28 日と 29日 1 2 22

県保健局ネットワークの幹部、病院長、ウユ
ニとトゥピサのネットワークのコーディネー
ター並びに保健責任者、病院委員会、ブラ
カモンテ病院長

リファレンスの質のマネジメントの研修、観察ワークショップ 2月25 日と 26日 2 2 12
ネットワークの委員会の代表者らとリ

ファレンス（委託）病院

ダニエル・ブラカモンテ委託病院のリファレンス・システムの実施

プロセス及びリファレンスの質のマネジメントについての研修ワー

クショップ

8月7日と 8日 3 2 63
病院リファレンス委員会、すべての分

野の医療関係者

「保健の質の管理及びリファレンス（紹介）、カウンターリファレ

ンス（紹介元へのフィードバック）の基準AJOのマネジメント」。

ウユニ保健ネットワーク

5月21日から 23日 4 3 28
エドゥアルド・ペレス病院の医療、看護スタッ
フ

「保健の質の管理及びリファレンス、カウンターリファレンスの基準AJOのマ
ネジメント」。トゥピサ保健ネットワーク

5月26日から28日 5 3 32
エドゥアルド・エギア病院の医療、看

護スタッフ

リファレンスの質の管理、リファレンスにおける看護の役割 6月16日と17日 6 2 31 病院の看護学士、看護助手

ケアとリファレンスの質及び事務スタッフの役割についての研修

ワークショップ
6月29日と30日 7 2 18 エギア病院の事務スタッフ　グループ1

病院のファシリテー

ターによる

ケアとリファレンスの質及び事務スタッフの役割についての研修

ワークショップ
7月1日と2日 8 2 17 エギア病院の事務スタッフ　グループ2

病院のファシリテー

ターによる

リファレンスとカウンターリファレンスのファシリテーターの、

ファシリテーション及び適切なフィードバックの技術と技能の強化

のためのワークショップ

7月16日から18日 9 3 12 病院のリファレンス委員会

ケアの質とリファレンス・システムについての研修ワークショップ 8月1日 10 1 32 トゥピサ市村落部の看護助手

リファレンスの質のマネジメントについての研修ワークショップ 10月8日から10 日 11 3 18
ペレス病院とウユニ・ネットワークの

医療、看護スタッフ

ケアの質及び、リファレンスの質のマネジメントについての研修

ワークショップ
12月3日と4日 12 2 32 コルチャK市のネットワーク

リファレンス・システム及びリファレンスの質のマネジメントにつ

いてのワークショップ
1月19日と20日 13 2 16

アトチャ市のネットワークの保健ス

タッフ

リファレンス・システム及びリファレンスの質のマネジメントにつ

いてのワークショップ
1月21日と22日 14 2 17 アトチャの保健センターのスタッフ

リファレンス・システム及びリファレンスの質のマネジメントにつ

いてのワークショップ
1月27日と28日 15 2 15

サン・パブロ・デ・リぺス市ネット

ワーク

リファレンス・システム及びリファレンスの質のマネジメントにつ

いてのワークショップ
2月5日と6日 16 2 49

トゥピサ市ネットワークの医療、看護

スタッフ

ケアの質のマネジメント及び、AJOメトドロジーを用いたリファレ

ンスのマネジメントについての研修ワークショップ
2月19日と20日 17 2 25 トゥピサ市の保健ネットワーク

ケアの質のマネジメント及び、AJOメトドロジーを用いたリファレ

ンスのマネジメントについての研修ワークショップ
2月23日と24日 18 2 24 トゥピサ市の保健ネットワーク

ケアの質のマネジメント及び、AJOメトドロジーを用いたリファレ

ンスのマネジメントについての研修ワークショップ
3月9日と10日 19 2 12 リカ市の保健ネットワーク

ケアの質のマネジメント及び、AJOメトドロジーを用いたリファレ

ンスのマネジメントについての研修ワークショップ
3月11日と12日 20 2 9 タウア市の保健ネットワーク

リファレンス・システム及びリファレンスの質のマネジメントにつ

いてのワークショップ
4月20日と21日 21 2 13

サン・アグスティン市の保健ネット

ワーク

リファレンス・システム及びリファレンスの質のマネジメントにつ

いてのワークショップ
4月28日と29日 22 2 4

サン・ペドロ・デ・ケメス市の保健

ネットワーク

ケアの質の及び、AJOメトドロジーを用いたリファレンスのマネジ

メントについての研修ワークショップ
5月7日と8日 23 2 6 モヒネテ市の保健ネットワーク

ケアの質及び、AJOメトドロジーを用いたリファレンスのマネジメ

ントについての研修ワークショップ
5月13日と14日 24 2 10 エスモルコ市の保健ネットワーク

ケアの質、及び、AJOメトドロジーを用いたリファレンスのマネジ

メントのバージョンアップのための研修ワークショップ
5月15日 25 1 12 アトチャ市の保健ネットワーク

ケアの質、及び、AJOメトドロジーを用いたリファレンスのマネジ

メントののバージョンアップのための研修ワークショップ
5月16日 26 1 4 サン・パブロ・デ・リペス市の保健ネットワーク

ケアの質、及び、AJOメトドロジーを用いたリファレンスの質のマ

ネジメントのバージョンアップのためのワークショップ
6月3日と4日 26 2 19 コルチャK市の保健ネットワーク

2014

2015
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ケアの質及び、AJOメトドロジーを用いたリファレンスのマネジメ

ントについての研修ワークショップ
6月25日と26日 28 2 19

ウユニ病院の医師、看護学士、看護助

手

リファレンスの質のマネジメント及びAJO評価についてのワーク

ショップ
6月27日と28日 29 2 12

ウユニ・ネットワークの分散居住エリ

アの医師

リファレンス、カウンターリファレンスの質のマネジメントのバージョンアップ
のためのワークショップ

7月27日 30 1 13 トゥピサ市の分散居住エリアの医師

ケアの質及びリファレンスの質のマネジメントをバージョンアップ

するためのワークショップ
7月30日と31日 31 2 11 リカ市ネットワークの保健スタッフ

リファレンスの質とAJO評価のマネジメントのバージョンアップの

ためのワークショップ
10月28日 32 1 12

ウユニ・ネットワークの分散居住エリ

アの医師

2015
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年 コース名 時　期

ワーク

ショッ

プ回数

日数
参加者

数
対象者 その他

医療機器の予防メンテナンス研修 10月20日と21日 1 2 10 ウユニ病院の医師、看護学士、看護助手

医療機器の予防メンテナンス研修 10月23日と24日 2 2 8 トゥピサ病院の医師、看護学士、看護助手。

第二レベルのケアのためのバイオメディカル機器の操作及び予防メンテナンス担当者のた
めのワークショップ

11月4日と 5日 3 2 8 トゥピサ病院の医師、看護学士、看護助手

コチャバンバの保健専門学校と連携した操作スタッフのための医療機器の予防メ

ンテナンス研修ワークショップ
9月7日と8日 4 2 19 ウユニ・ネットワークの医師と看護学士

コチャバンバの保健専門学校と連携した操作スタッフのための医療機器の予防メ

ンテナンス研修ワークショップ
9月9日と10日 5 2 9 ウユニ・ネットワークの医師と看護助手

コチャバンバの保健専門学校と連携した操作スタッフのための医療機器の予防メ

ンテナンス研修ワークショップ
9月11日と12日 6 2 19 ウユニ・ネットワークの看護助手

コチャバンバの保健専門学校と連携した操作スタッフのための医療機器の予防メ

ンテナンス研修ワークショップ
9月9日から11日 7 3 13 ウユニ・ネットワークの口腔外科医

コチャバンバの保健専門学校と連携した操作スタッフのための医療機器の予防メ

ンテナンス研修ワークショップ
9月22日と23日 8 2 10 トゥピサ・ネットワークの医師と看護学士

コチャバンバの保健専門学校と連携した操作スタッフのための医療機器の予防メ

ンテナンス研修ワークショップ
9月24日と25日 9 2 16 トゥピサ・ネットワークの看護助手

コチャバンバの保健専門学校と連携した操作スタッフのための医療機器の予防メ

ンテナンス研修ワークショップ
9月22日から24日 10 3 14 トゥピサのネットワークとウユニの生化学者

コチャバンバの保健専門学校と連携した操作スタッフのための医療機器の予防メ

ンテナンス研修ワークショップ
10月19日と20日 11 2 26 トゥピサのネットワークの看護助手

コチャバンバの保健専門学校と連携した操作スタッフのための医療機器の予防メ

ンテナンス研修ワークショップ
10月21日と22日 12 2 8 トゥピサのネットワークの看護助手

コチャバンバの保健専門学校と連携した操作スタッフのための医療機器の予防メ

ンテナンス研修ワークショップ
10月21日から24日 13 4 14 トゥピサの保健ネットワークの口腔外科医

コチャバンバの保健専門学校と連携した操作スタッフのための医療機器の予防メ

ンテナンス研修ワークショップ
10月23日と24日 14 2 8 トゥピサのネットワークの医師と看護学士

コチャバンバの保健専門学校と連携した操作スタッフのための医療機器の予防メ

ンテナンス研修ワークショップ
11月9日と10日 15 2 8 ウユニ病院の医師と看護学士

コチャバンバの保健専門学校と連携した操作スタッフのための医療機器の予防メ

ンテナンス研修ワークショップ
11月11日と12日 16 2 9 ウユニ病院の医師、看護学士、看護助手

コチャバンバの保健専門学校と連携した操作スタッフのための医療機器の予防メ

ンテナンス研修ワークショップ
11月13日と14日 17 2 11

ウユニ・ネットワークの医師、看護学士、看護助

手

コチャバンバの保健専門学校と連携した操作スタッフのための医療機器の予防メ

ンテナンス研修ワークショップ
11月23日と24日 18 2 17 ウユニ・ネットワークの医師、看護助手

コチャバンバの保健専門学校と連携した操作スタッフのための医療機器の予防メ

ンテナンス研修ワークショップ
11月23日から25日 1 3 9 看護技術者と助手

コチャバンバの保健専門学校と連携した操作スタッフのための医療機器の予防メ

ンテナンス研修ワークショップ
2月1日と2日 19 2 9 トゥピサのエギア病院の看護学士と看護助手

コチャバンバの保健専門学校と連携した操作スタッフのための医療機器の予防メ

ンテナンス研修ワークショップ
2月1日と2日 20 2 16 アトチャ市の医師、看護学士と看護助手

コチャバンバの保健専門学校と連携した操作スタッフのための医療機器の予防メ

ンテナンス研修ワークショップ
 2月3日と 4日 21 2 7 トゥピサのエギア病院の看護学士と看護助手

コチャバンバの保健専門学校と連携した操作スタッフのための医療機器の予防メ

ンテナンス研修ワークショップ
2月3日と 4日 22 2 22

トゥピサのネットワークの医師、看護学士と看護

助手

技術者のための医療機器の予防、修正メンテナンス研修ワークショップ。モジュール1　トゥ
ピサ

5月23日から 26日 2 4 3 医療機器のメンテナンス技術者

技術者のための医療機器の予防、修正メンテナンス研修ワークショップ　モジュールII　トゥ
ピサ

5月27日から31日 3 5 3 医療機器のメンテナンス技術者

技術者のための医療機器の予防、修正メンテナンス研修ワークショップ　モ

ジュールIV　コチャバンバ
6月13日から17日 4 5 3 医療機器のメンテナンス技術者

技術者のための医療機器の予防、修正メンテナンス研修ワークショップ　モ

ジュールIV　コチャバンバ
6月20日から30日 5 11 3 医療機器のメンテナンス技術者

技術者のための医療機器の予防、修正メンテナンス研修ワークショップ　モ

ジュールIV　コチャバンバ
7月18日から 29日 6 12 3 医療機器のメンテナンス技術者

技術者のための医療機器の予防、修正メンテナンス研修ワークショップ　モ

ジュールIV　コチャバンバ
8月15日から31日 7 17 3 医療機器のメンテナンス技術者

2014

2015

2016

ボリビア国内で実施された研修一覧
医療機材メンテナンス

　５－７－３　医療機材メンテナンス
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年 研修コース名 時　期

ワーク

ショッ

プ回数

日数
参加者

数
対象者 その他

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 6月2日と3日 1 2 31 アトチャ市の保健スタッフ

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 6月4日 2 1 18 ウユニ市の保健スタッフ

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 6月9日 3 1 9 タウア市ネットワークの保健スタッフ

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 6月11日 4 1 3 サン・ペドロ・デ・ケメス市ネットワークの保健スタッフ

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 6月23日 5 1 18
アポストル・サンティアゴとサン・ヘラルドの保健センター

のスタッフ

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 6月24日 6 1 18 トゥピサの保健センターのスタッフ

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 6月25日 7 1 20 サン・アントニオの保健センターのスタッフ

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 6月30日 8 1 10 サン・アグスティン市ネットワークの保健スタッフ

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 7月1日 9 1 16 トゥピサ市の村落部の看護助手

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 7月2日 10 1 12 トゥピサ市村落部の看護助手

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 7月6日 11 1 5 トゥピサ市村落部の医師

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 7月7日 12 1 21 エギア病院の看護師、看護助手、事務スタッフ

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 7月8日 13 1 50 トゥピサのエギア病院の医療、看護、事務スタッフ

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 7月14日 14 1 4 サン・パブロ・デ・リぺス市の保健スタッフ

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 7月21日 15 1 10 ウユニのペレス病院の事務スタッフ

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 7月23日 16 1 22 コルチャK市の保健スタッフ

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 7月24日 17 1 19 コルチャK市の保健スタッフ

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 8月3日 18 1 16 リカ市の保健スタッフ

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 8月11日 19 1 13 トゥピサのエギア病院の看護、事務スタッフ

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 8月12日 20 1 19 トゥピサのエギア病院の医療、看護、事務スタッフ

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 8月13日 21 1 12 ビリャ・ファティマの保健センターのスタッフ

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 8月16日と17日 22 2 27 ウユニのペレス病院の医療、看護、事務スタッフ

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 8月18日 23 1 7 エスモルコ市の保健スタッフ

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 8月19日 24 1 6 モヒネテ市の保健スタッフ

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 8月19日 25 1 5 モヒネテ市の市議会のスタッフ

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 8月20日 26 1 11 トゥピサ市のネットワークのコーディネート・スタッフ

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 8月24日 27 1 4 ウユニ保健ネットワークのコーディネート・スタッフ

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 8月26日 28 1 11 ウユニの病院スタッフ及び保健職

バイオセーフティと固形廃棄物管理に関する研修ワークショップ 8月28日 29 1 5 リカ市の保健スタッフ

2015

ボリビア国内で実施された研修一覧
バイオセーフティ及び固形廃棄物処理

　５－７－４　バイオセーフティ及び固形廃棄物処理
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年 研修コース名 時　期

ワーク

ショッ

プ回数

日数 参加者数 対象者 その他

社会文化的調査結果の普及ワークショップ 10月 1 1 50 トゥピサ・ネットワークの保健スタッフ

社会文化的調査結果の普及ワークショップ 10月 1 1 35

社会文化的調査結果の普及ワークショップ 10月 1 1 25 ポトシの県保健局職員

県保健局SEDESの保健における主幹管理のワークショップ 11月28日 1 1
15 （男11

女4）

トゥピサ、ウユニ、並びに県保健局のネットワークのコー

ディネーター及び市保健責任者

情報の質の向上及び意思決定のワークショップ 7月7日、8日 1 2
27 （男21

6女）

ポトシの県保健局スタッフ及び、ネットワークのコーディ

ネーター

招待者：FORSAラパス（母子保健に焦点を
当てた地域保険ネットワーク強化プロジェク
ト）とコチャバンバ県保健局

保健情報分析委員会（CAI）の経験のシステム化ワークショッ

プ
9月18日、19日 1 2

14（男10

女4）

トゥピサとウユニ・ネットワークの市責任者及びコーディ

ネーター
白山JICA短期専門家

保健情報分析委員会（CAI）及び情報の質についてのワーク

ショップ
3月13日 1 1

7（男5 女

2）
ウユニ・ネットワークの市責任者及びコーディネーター

保健における診断能力及び健康状況情報室の取り扱いに関する

ワークショップ
5月26日、27日 1 2

15（男12 女

3）

ウユニ・トゥピサ、ネットワークの市責任者及びコーディ

ネーター

トゥピサ・ネットワークの戦略的計画及び年間活動計画

（POA）に関するワークショップ
5月29日 1 1

10 （男8

女2）

ウユニ・トゥピサ、ネットワークの市責任者及びコーディ

ネーター

ウユニ・ネットワークの戦略的計画及び年間活動計画に関する

ワークショップ
5月30日 1 1

10 （男10

女0）
ウユニ・ネットワークの市責任者及びコーディネーター

質及び戦略的計画の改善に関するワークショップ 8月14日 1 1
5 （男3 女

2）
エドゥアルド・ペレス病院幹部

市の計画及び執行部のワークショップ 10月21日、22日 1 2
14 （男8

女6）
トゥピサ市職員

病院経営強化ワークショップ 10月29日 1 1
12 （男8

女4）

トゥピサ・ネットワークの市責任者及びコーディネーター、

エドゥアルド・エギア病院のコーディネーター

情報分析委員会の改善ワークショップ（簡略化された保健情報

分析委員会CAI）
11月21日 1 1 30

ポトシ県のネットワークの市責任者及びポトシ県のコーディ

ネーター
県保健局　SEDES

健康管理の質についてのワークショップ「意思決定」ウユニ・ネットワー
ク（モジュール1　健康分析）

2月5日 1 1
11 （男7

女4）
ウユニ・ネットワークの市責任者及びコーディネーター

ファシリテーター：湯浅チーフアドバイ

ザー

健康管理の質についてのワークショップ「意思決定」トゥピサ・ネット
ワーク（モジュール1　健康分析）

2月9日 1 1
8 （男5 女

3）
トゥピサ・ネットワークの市責任者及びコーディネーター

ファシリテーター：湯浅チーフアドバイ

ザー

市保健情報分析委員会及び市保健責任者RMSS（支援的巡回指導）
チームの強化と準備

6月30日 1 1 12 サン・アグスティンの保健スタッフ

健康管理の質についてのワークショップ「市保健情報分析委員会、健
康状況情報室、組織と機能のマニュアル（MOF）」

7月 1 3
30 （男19

女11）

トゥピサとウユニ・ネットワークの市保健責任者スタッフと

コーディネーター、エドゥアルド・ペレス、エギア病院長

健康管理の質についてのワークショップ「年間活動計画POAと

POAI」
8月14日 1 1

8 （男4 女

4）
トゥピサ、モヒネテ、アトチャの市保健責任者

市保健情報分析委員会及び市保健責任者チームの強化と準備 8月15日 1 1 8

管理モニタリングについてのワークショップ 10月14日 1 1
11 （男7

女4）
ウユニ・ネットワークの市責任者及びコーディネーター

管理モニタリングについてのワークショップ 10月18日 1 1
9  （男6 女

3）
トゥピサ・ネットワークの市責任者及びコーディネーター

健康管理の質についてのワークショップ「年間活動計画POAと

POAI」
8月26日、27日 1 2 ウユニ・ネットワークの市保健責任者スタッフ

健康増進と意思決定の経験実習 2月4日 1 1 25 サン・クリストーバル・コミュニティの村役ら

持続可能な開発ワークショップ 2月 1 2

56 （23男

女33）

27 （男14

女13）

市保健責任者スタッフ及びトゥピサ、ウユニのコーディネー

ターら
湯浅チーフアドバイザー

制度的計画の作成とそのモニタリングについてのワークショッ

プ
3月1日、2日 1 2

44 （男33

女11）
市保健責任者スタッフ及びポトシ県のコーディネーターら

包括的なモニタリングツールの操作ワークショップl 10月6日、7日 1 2
48 （男35

女13）
市保健責任者スタッフ及びポトシ県のコーディネーターら

簡略化された保健情報分析委員会（CAI）の文書管理のワーク

ショップ
7月4日 1 1

13 （男7

女6）
ウユニ・ネットワークの市責任者及びコーディネーター

簡略化された保健情報分析委員会（CAI）の文書管理のワーク

ショップ
7月5日 1 1

10  （男7

女3）
トゥピサ・ネットワークの市責任者及びコーディネーター

包括的なモニタリングツールの操作ワークショップ 9月4日 1 1
13（ 男7

女6）
市保健責任者スタッフ及びポトシ県のコーディネーターら

包括的なモニタリングツールの操作ワークショップ 9月7日 1 1
10  （男7

女3）
市保健責任者スタッフ及びポトシ県のコーディネーターら

包括的なモニタリングツールの操作ワークショップ 10月6日、7日 1 2
48 （男35

女13）
市保健責任者スタッフ及びポトシ県のコーディネーターら

2015

2016

ボリビア国内で実施された研修一覧
保健情報分析委員会及びスーパービジョン
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年 研修コース名 時　期

ワーク

ショップ

回数

　日数 参加者数 対象者 その他

早期小児発達（ラパス） 9月7日〜9日 1 3
5 （+オルロ県FORSAプ

ロジェクトより2名）
保健医療従事者

小児早期発達（トゥピサ） 9月12日〜15日 1 4 10 保健医療従事者、小学校教員

2016

ボリビア国内で実施された研修一覧
早期小児発達支援

　５－７－６　早期小児発達支援
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年 コース名 時　期

ワーク

ショッ

プ回数

日数
参加者

数

男

性

女

性
対象者 その他

ポトシ県保健局の健康増進本部の技術者のための生活のための教育ワー

クショップ
2017年8月15日 1 1 12 6 6 ポトシ県保健局の健康増進本部の技術者ら

多文化・コミュニティ家庭保健政策（SAFCI）と生活のための教育の政治会議

ワークショップ。ポトシの湯浅資之専門家と、ボリビアの9県保健局
10月15日 1 1 25 ボリビアの9県保健局の技術者ら

R2の実施計画の作成ワークショップ 11月 27、28、 29日 1 3 15 5 10
トゥピサ・ネットワークの5市の指揮チーム及び調整

チーム

ポトシ県保健局の健康増進本部
の技術者（ハビエル・ソリス博士と
ネリア・マチカド学士）

R2の実施計画の作成ワークショップ 12月 2、3 、4 日 1 3 20 8 12
ウユニ・ネットワークの6市の指揮チーム及び調整

チーム

ポトシ県保健局の健康増進本部
の技術者（ハビエル・ソリス博士と
ネリア・マチカド学士）

多文化・コミュニティ家庭保健政策（SAFCI）の普及ワークショップ（トゥピサ） トゥピサ1月 31日 1 1 16 10 6
健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師、ソーシャルワーカー）

生活のための教育研修ワークショップ、モジュール2（第一、第二段階）と湯浅
資之専門家による生活改良普及員の発表

トゥピサ2月 10 日 1 1 13 9 4
健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師、ソーシャルワーカー）

トゥピサ・ネットワークの多文化・コ
ミュニティ家庭保健政策 SAFCI

の専門家、技術者

多文化・コミュニティー家庭保健政策（SAFCI）の概念及び適用の強化のため
の研修ワークショップ（トゥピサ）

トゥピサ2月21日 1 2 15 10 5
健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師、ソーシャルワーカー）

トゥピサ・ネットワークのテ

クニカルアシスタント

ポトシ県保健局の健康増進本部の技術者のための生活のための教育（EPV）
ワークショップ

3月6 、7日 1 2 7 4 3 ポトシ県保健局の健康増進本部の技術者ら

生活のための教育研修ワークショップ、モジュール3（第二段階）、実行 トゥピサ3月14日 1 1 12 7 5
健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師、ソーシャルワーカー）

疾患予防モニタリング経験（EPV）のワークショップ。サン・アグスティン市。モ

ジュール2（第一段階）
サン・アグスティン市
3月14日

1 1 7 3 4
健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護

助手、歯科医師、ソーシャルワーカー）

生活のための教育研修ワークショップ（第二段階）、行動の同定 トゥピサ3月 21日 1 1 17 10 7
健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師、ソーシャルワーカー）

生活のための教育研修ワークショップ、モジュール4（第二段階）。課題6と7 トゥピサ5月15、16日 1 2 20 15 5
健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護

助手、歯科医師、ソーシャルワーカー）

生活のための教育（EPV）の研修ワークショップ。ウユニ・ネットワーク（ファシリ
テーター）

ウユニ・ネットワーク6

月26、27日
1 2 10 5 5

健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師、ソーシャルワーカー）

生活のための教育研修ワークショップ、モジュール2（第一、第二段階）
サン・パブロ7月 28、

29日
1 2 5 1 4 看護助手、歯科医師

生活のための教育研修ワークショップ、モジュール2（第一、第二段階） モヒネテ7月30、31日 1 2 5 3 2 医師、看護助手

生活のための教育（EPV）のワークショップ。ウユニ・ネットワーク（ファシリテー
ター）

ウユニ・ネットワーク7

月 31日、8月1日
1 2 4 2 2

健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師、ソーシャルワーカー）

生活のための教育（EPV）のための教材作成ワークショップ。モジュール6 トゥピサ8月 7、 8日 1 2 12 8 4
健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師、ソーシャルワーカー）

生活のための教育研修ワークショップ、モジュール2（第一、第二段階） アトチャ8月1、2日 1 2 11 10 1 看護学士、看護助手

生活のための教育研修ワークショップ、モジュール2（第一、第二段階）。トゥピ
サ村落

トゥピサ村落8月 11、

12日
1 2 16 8 8

健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師、環境保健技師）

生活のための教育研修ワークショップ、モジュール3（第二段階）。課題5と6
モヒネテ8月 26、27

日
1 2 12 3 9 医師、看護助手、生活のための教育チーム

生活のための教育研修ワークショップ、モジュール3（第二段階）。課題5と6
サン・パブロ9月1、2

日
1 2 5 2 3 看護助手、歯科医師

生活のための教育研修ワークショップ、モジュール3（第二段階）。課題5と6
トゥピサ村落９月

22、23 日
1 2 22 12 10

健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師、環境保健技師）

ELAMの医師ら

生活のための教育研修ワークショップ、モジュール4（第二段階）。課題7と教育
的セッション

モヒネテ9月 27、 28

日
1 2 12 4 8 医師、看護助手、生活のための教育チーム

生活のための教育研修ワークショップ、モジュール3（第二段階）。課題5と6 アトチャ9月 29、30日 1 2 7 6 1 健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手）

生活のための教育研修ワークショップ、モジュール4（第二段階）。課題7と教育
的セッション

サン・パブロ10月 1、

2 日
1 2 9 2 7 看護助手、歯科医師

生活のための教育研修ワークショップ、モジュール４（第二段階）。課題7と教育
的セッション

アトチャ10月27、28

日
1 2 10 9 1 看護学士、看護助手

生活のための教育（EPV）の研修ワークショップ。ウユニ・ネットワーク（ファシリ
テーター）

ウユニ・ネットワーク
10月7日

1 2 10 4 6
健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師、ソーシャルワーカー）

生活のための教育研修ワークショップ、モジュール4（第二段階）。課7と教育的
セッション

トゥピサ村落10月 9、

10日
1 2 23 12 11

健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師、環境保健技師）

生活のための教育（EPV）のワークショップ。ウユニ市。モジュール2（第一段階）
ウユニ市10月 30、31

日
1 2 11 4 7

健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師、ソーシャルワーカー）

生活のための教育（EPV）の研修ワークショップ。タウア市。モジュール2（第一
段階）

タウア市11月 9日 1 1 6 5 1
健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師、ソーシャルワーカー）

生活のための教育（EPV）のワークショップ。タウア市。モジュール3（第二段階） タウア市12月6日 1 1 6 5 1
健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師、ソーシャルワーカー）

生活のための教育（EPV）の研修ワークショップ。ウユニ市。モジュール3（第二
段階）

ウユニ市12月 1、2日 1 2 10 6 4
健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師、ソーシャルワーカー）

生活のための教育（EPV）のワークショップ。コルチャK市。モジュール2（第一
段階）

コルチャK市12月

11、12日
1 2 12 7 5

健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師、ソーシャルワーカー）

生活のための教育（EPV）の研修ワークショップ。コルチャK市。モジュール3

（第二段階）

コルチャK市12月 1、

2日
1 2 13 8 5

健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師、ソーシャルワーカー）

生活のための教育（EPV）の研修ワークショップ。サン・アグスティン市。モ

ジュール2（第一段階）
サン・アグスティン市
12月 3、4 日

1 2 8 3 5
健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師、ソーシャルワーカー）

ボリビア国内で実施された研修一覧
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生活のための教育（EPV）のための教材作成ワークショップ。モジュール6
トゥピサ村落3月16、

17 日
1 2 22 12 10

健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師、環境保健技師）

生活のための教育（EPV）のための教材作成ワークショップ。モジュール6 アトチャ4月 20、21日 1 2 9 8 1 看護学士、看護助手

生活のための教育（EPV）のための教材作成ワークショップ。モジュール6
サン・パブロ4月27、

28日
1 2 7 2 5 看護助手、歯科医師

生活のための教育（EPV）の研修ワークショップ。コルチャK市。モジュール4

（第二段階）

コルチャK市5月 12、

13日
1 2 19 13 6

健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師、ソーシャルワーカー）

生活のための教育（EPV）のための教材作成ワークショップ。モジュール6
モヒネテ5月 13、14

日
1 2 6 3 3 医師、看護助手、生活のための教育チーム

生活のための教育研修ワークショップ、モジュール2、3（第一、第二段階）
エスモルコ5月 28、

29日
1 2 7 2 5 医師、看護学士、看護助手

生活のための教育（EPV）の研修ワークショップ。リカ市。モジュール4（第二段
階）

リカ市6月 1、2日 1 2 4 3 1
健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師、ソーシャルワーカー、環境保健技師）

生活のための教育（EPV）の研修ワークショップ。サン・アグスティン市。モ

ジュール2（第一段階）
サン・アグスティン市
6月3、4日

1 2 5 3 2
健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
ソーシャルワーカー）

生活のための教育（EPV）のワークショップ。ウユニ市。モジュール4（第二段階） ウユニ市6月5、6日 1 2 11 7 4
健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
ソーシャルワーカー）

生活のための教育（EPV）の研修ワークショップ。タウア市。モジュール4（第二
段階）

ウユニ市タウア6月7、

8日
1 2 4 4

健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
ソーシャルワーカー）

生活のための教育研修ワークショップ、モジュール3、4（第二段階）。3ファク

ターとPA

エスモルコ6月 29、

30日
1 2 6 4 2 医師、看護学士、看護助手

生活のための教育の評価ワークショップ、モジュール7（第三段階） トゥピサ6月 15、16日 1 2 10 6 4
健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師、ソーシャルワーカー、環境保健技師）

生活のための教育研修ワークショップ、モジュール4（第二段階）。教育的セッ
ション

エスモルコ9月29、30

日
1 2 5 3 2 医師、看護学士、看護助手

生活のための教育（EPV）の研修ワークショップ。リカ市。モジュール2（第一段
階）

リカ市10月16、17、18

日
1 3 7 4 3

健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師、ソーシャルワーカー、環境保健技師）

生活のための教育（EPV）の研修ワークショップ。リカ市。モジュール3（第二段
階）

リカ市12月 13、14日 1 2 5 3 2
健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師、ソーシャルワーカー、環境保健技師）

生活のための教育（EPV）のための教材作成ワークショップ。モジュール6
エスモルコ12月2、3

日
1 2 8 4 4 医師、看護学士、看護助手

生活のための教育の評価ワークショップ、モジュール7（第三段階） アトチャ12月7 日 1 1 5 5 看護学士、看護助手

生活のための教育の評価ワークショップ、モジュール7（第三段階） サン・パブロ12月9日 1 1 4 1 3 看護助手、歯科医師

生活のための教育の評価ワークショップ、モジュール7（第三段階） モヒネテ12月14日 1 1 3 1 2 看護助手、医師

生活のための教育の評価ワークショップ、モジュール7（第三段階） トゥピサ村落2月3日 1 1 15 7 8
健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師、環境保健技師）

トゥピサ村落ファシリテーターによる生活のための教育（EPV）のワークショップ
のレプリカ

トゥピサ3月1、2日 1 2 27 16 11 健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手）

アトチャ村落ファシリテーターによる生活のための教育（EPV）のワークショップ
のレプリカ

アトチャ10月14、

15日
1 2 23 15 8 健康オペレーションスタッフ、医師、看護学士、看護助手

サン・パブロのファシリテーターによる生活のための教育（EPV）のワークショッ
プのレプリカ

サン・パブロ10月

17、18日
1 2 15 4 11 健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手）

モヒネテ村落ファシリテーターによる疾患予防モニタリング経験（EPV）のワーク
ショップのレプリカ

モヒネテ10月 20、 21

日
1 2 5 2 3 健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手）

生活のための教育の評価ワークショップ。モジュール7。第三段階 エスモルコ6月20日 1 1 5 3 2 医師、看護学士、看護助手

EPV　サン・ペドロ・デ・ケメスのEPV第三段階強化。モジュール7
サン・ペドロ・デ・ケメ
ス8月 3日

1 1 2 2 健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師）

サン・アグスティンのEPV第三段階強化。モジュール7
サン・アグスティ

ン8月 9日
1 1 5 3 2 健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、

歯科医師）

EPV　コルチャKのEPV第三段階強化。モジュール7
コルチャK市8月29、

30日
1 2 29 20 9 健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、

歯科医師）

EPV　リカのEPV第三段階強化。モジュール7 リカ8月31日 1 1 9 7 2 健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師）

EPV　タウアのEPV第三段階強化。モジュール7 タウア9月 12、13日 1 2 11 7 4 健康オペレーションスタッフ（医師、看護学士、看護助手、
歯科医師）

オルロのMSとの生活のための教育（EPV）ワークショップ（ラパス、オルロ）
2015年9月23、24、

25日
1 3 30 17 13

健康及びEPV促進にあたる県保健局の技術者ら、並びに
健康オペレーションスタッフ、地元の役員、プラン・インター
ナショナルの技術者ら

スクレのMSとの生活のための教育（EPV）ワークショップ
2015年10月7、8、9

日
1 3 27 16 11

健康及びEPV促進にあたる県保健局の技術者ら、並びに
健康オペレーションスタッフ、地元の役員、プラン・インター
ナショナルの技術者ら

ポトシのMSとの疾患予防モニタリング経験（EPV）ワークショップ
2015年10月22、

23、24日
1 3 31 16 15

健康及びEPV促進にあたる県保健局の技術者ら、並びに
健康オペレーションスタッフ、地元の役員、プラン・インター
ナショナルの技術者ら

2015

2016
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年 研修コース名 時　期
ワーク

ショッ
プ回数

日数
参加者

数
対象者 その他

SAFCI - 地域参加型管理 2014年2月20日、21日 1 13 トゥピサ都市部のファシリテーター

SAFCI - 地域参加型管理 2014年7月11日及び8月11日 2 2 22 トゥピサ農村部のファシリテーター

SAFCI - 地域参加型管理 2014年7月1日、2日 1 2 8 アトチャ市のファシリテーター

SAFCI - 地域参加型管理 2014年8月26日、27日 1 2 13 リカ市のファシリテーター

SAFCI - 地域参加型管理 2014年8月27日、28日 1 2 7 サン・アグスティン市のファシリテーター

SAFCI - 地域参加型管理 2014年9月29日、30日 1 2 16 ウユニ市のファシリテーター

SAFCI - 地域参加型管理 2014年11月8日 1 1 6 タウワ市のファシリテーター

SAFCI - 地域参加型管理 2014年11月20日、21日 1 2 10 コルチャカ市のファシリテーター

SAFCI - 地域参加型管理 2015年1月23日、24日 1 2 4 サン・パブロ・デ・リぺス市のファシリテーター

SAFCI - 地域参加型管理 2015年6月24日 1 1 7 サン・ペドロ・デ・ケメス市のファシリテーター

SAFCI - 地域参加型管理 2015年6月23日、24日 1 2 4 モヒネテ市のファシリテーター

SAFCI - 地域参加型管理 2015年4月22日、23日 1 2 8 エスモルコ市のファシリテーター

事業概要作成 2015年6月27日 1 1 13 トゥピサ都市部のファシリテーター

事業概要作成 2015年2月23日、24日 1 2 14 トゥピサ農村部のファシリテーター

事業概要作成 2015年2月25日、26日 1 2 9 アトチャ市のファシリテーター

事業概要作成 2015年2月27日、28日 1 2 4 サン・パブロ・デ・リぺス市のファシリテーター

事業概要作成 2015年3月1日、2日 1 2 5 モヒネテ市のファシリテーター

事業概要作成 2015年6月25日 1 1 3 サンペドロ・デ・ケメス市のファシリテーター

事業概要作成 2015年7月13日 1 1 8 タウワ市のファシリテーター

事業概要作成 2015年7月16日、17日 1 2 19 ウユニ市のファシリテーター

事業概要作成 2015年7月29日、30日 1 2 17 コルチャカ市のファシリテーター

事業概要作成 2015年8月12日、13日 1 2 13 リカ市のファシリテーター

事業概要作成 2015年8月12日、13日 1 2 9 サン・アグスティン市のファシリテーター

事業概要作成 2015年10月28日、29日 1 2 11 エスモルコ市のファシリテーター

市保健計画策定 2015年10月26日、27日 1 2 14 トゥピサ市のファシリテーター

市保健計画策定 2015年10月6日、8日 1 2 13 アトチャ市のファシリテーター

市保健計画策定 2015年9月1日、2日 1 2 11 サン・パブロ・デ・リぺス市のファシリテーター

市保健計画策定 2015年6月26日、27日 1 2 7 モヒネテ市のファシリテーター

市保健計画策定 2015年9月29日、30日 1 2 11 エスモルコ市のファシリテーター

2016 市保健計画策定 2016年10月31 1 1 12 コルチャカ市のファシリテーター

2014

2015

ボリビア国内で実施された研修一覧
参加型事業
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年 研修コース名 時　期
ワーク

ショッ

プ回数

日数 参加者数 対象者 その他

情報の質の改良（第一部、データの質） 2014年1月30日、31日 1 2 13（男5 女8）
ウユニ・トゥピサ、ネットワークのファシ

リテーター

情報の質における提供者の改善（第二部、提供者の養成） 2014年5月12日、13日 1 2 13（男4 女9）
ウユニ・トゥピサ、ネットワークのファシ

リテーター

情報の質における提供者の改善（第三部、モニタリング方法

論ワークショップ）
2014年5月22日、23日 1 2 9（男3 女6）

ウユニ・トゥピサ、ネットワークのファシ

リテーター

新しいツールでの全国保健情報システムSNIS-VEの改善 2014年6月16日、17日 1 2 12（男5 女7）
ウユニ・トゥピサ、ネットワークのファシ

リテーター
県保健局による研修

インジケーターガイドワークショップ 2014年6月26日 1 1 9（3男 6女）
ウユニ・トゥピサ、ネットワークのファシ

リテーター

家族ファイルの取り扱い強化ワークショップ 2014年11月4日、 5日 1 1 11（ 3男 8女）
ウユニ・トゥピサ、ネットワークのファシ

リテーター

保健における基本的な対応のソフトウェア強化ワークショッ

プ
2014年11月6日、7日 1 1 11（ 男3 女8）

ウユニ・トゥピサ、ネットワークのファシ

リテーター

家族ファイル及びデータの質に関するプライマリーヘルスケ

アソフトウェア（SOAPS）ワークショップ
2014年11月20日 1 1 17 （男8 女9） ウユニネットワークの保健関係スタッフ

全国保健情報システム

（SNIS） 県保健局

（SEDES）主催

モジュール3　SNIS（国家保健情報システム）（トゥピサ） 2014年2月17日、18日 1 2 20（男8 女12） トゥピサ市の保健関係スタッフ

モジュール1　プライマリーヘルスケアソフトウェア

（SOAPS）ワークショップ（ウユニ）
2015年5月6日、7日 1 2 15（男5 女10） ウユニ市の保健スタッフ

モジュール1　プライマリーヘルスケアソフトウェア

（SOAPS）ワークショップ（リカ）
2015年5月30日、31日 1 2 17（男8 女9） リカ市の保健スタッフ

モジュール1　プライマリーヘルスケアソフトウェア

（SOAPS）ワークショップ（コルチャK）
2015年6月2日 1 1 28（男13 女15） コルチャK市の保健スタッフ

モジュール1　プライマリーヘルスケアソフトウェア

（SOAPS）ワークショップ（タウア）
2015年6月8日、9日 1 2 9（男3 女6） タウア市の保健スタッフ

モジュール1　プライマリーヘルスケアソフトウェア（SOAPS）ワーク
ショップ（サン・ペドロ・デ・ケメス）

2015年6月10日、11日 1 2 4（男2 女2）
サン・ペドロ・デ・ケメス市の保健スタッ

フ

モジュール1　プライマリーヘルスケアソフトウェア

（SOAPS）ワークショップ（サン・アグスティン）
2015年7月29日、30日 1 2 9（男5 女4） サン・アグスティン市の保健スタッフ

モジュール1　プライマリーヘルスケアソフトウェア

（SOAPS）ワークショップ（リカ）
2015年10月29日 1 1 11（男5 女6）

ウユニ・ネットワークの保健スタッフ－ELAM医師
ら

モジュラー2　家族ファイルシステム（サン・アグスティン） 2015年2月27日 1 1 8（男3 女5） サン・アグスティン市の保健スタッフ

モジュール2　家族ファイルシステム（タウア） 2015年8月14日 1 1 8（男3 女5） タウア市の保健スタッフ

モジュール2　家族ファイルシステム（ウユニ） 2015年9月3日、4日 1 2 16（男6　女10） ウユニ市の保健スタッフ

モジュール2　家族ファイルシステム（リカ） 2015年10月3日、4日 1 2 13（男7　女6） リカ市の保健スタッフ

モジュール2　家族ファイルシステム（コルチャK） 2015年10月1日、2日 1 2 22（男7 女15） コルチャKの保健スタッフ

モジュール2　家族ファイルシステム（サン・ペドロ・デ・ケ

メス）
2015年8月31日 1 1 4 （男2　女2）

サン・ペドロ・デ・ケメス市の保健スタッ

フ

モジュール3　全国保健情報システム（トゥピサ） 2015年8月21日、22日 1 2 18（男8 女10） コルチャK市の保健スタッフ

モジュール3　全国保健情報システム（サン・アグスティン） 2015年12月1日 1 1 11（男6 女5） サン・アグスティン市の保健スタッフ

モジュール3　全国保健情報システム（リカ） 2015年12月9日 1 1 14（男6 女8） リカ市の保健スタッフ

モジュール3　全国保健情報システム（タウア） 2015年12月7日 1 1 4（男3　女1） タウア市の保健スタッフ

モジュール3　全国保健情報システム（サン・ペドロ・デ・ケ

メス）
2015年10月8日 1 1 4（男2　女2）

サン・ペドロ・デ・ケメス市の保健スタッ

フ

モジュール3　全国保健情報システム（ウユニ） 2015年11月30日 1 1 16（男10 女6） ウユニ市の保健スタッフ

モジュール3　全国保健情報システム（ウユニ） 2015年2月25日 1 1 16 （男10 女6） ウユニ市の保健スタッフ

モジュール1　プライマリーヘルスケアソフトウェア

（SOAPS）ワークショップ（サン・ペドロ・デ・リペス）
2015年7月24日 1 2 9 （男9 女0） サン・パブロ・デ・リぺス市の保健スタッフ

モジュール1　プライマリーヘルスケアソフトウェア

（SOAPS）ワークショップ（エスモルコ）
2015年8月24日 1 1 6 （男3 女3） エスモルコ市の保健スタッフ

モジュール1　プライマリーヘルスケアソフトウェア

（SOAPS）ワークショップ（モヒネテ）
2015年9月25日、26日 1 2 4 （男2 女2） モヒネテ市の保健スタッフ

モジュール1　プライマリーヘルスケアソフトウェア

（SOAPS）ワークショップ（トゥピサ）
2015年10月22日、 23日 1 2 24 （男8 女16） トゥピサ市の保健スタッフ

モジュール1　プライマリーヘルスケアソフトウェア

（SOAPS）ワークショップ（アトチャ）
2015年10月22日、23日 1 2 10 （男3 女7） アトチャ市の保健スタッフ

モジュール2　家族ファイルシステム（サン・ペドロ・デ・リ

ペス）
9月20日、 21日 1 2 6 （男5 女1） サン・パブロ・デ・リペス市の保健スタッフ

モジュール2　家族ファイルシステム（エスモルコ） 2015年8月25日 1 1 6 （男3　女3） エスモルコ市の保健スタッフ

モジュール2　家族ファイルシステム（モヒネテ） 2015年1月26日、27日 1 2 5 （男2 女3） モヒネテ市の保健スタッフ

モジュール2　家族ファイルシステム（トゥピサ） 2015年10月13日、14日 1 2 19 （男6 女13） トゥピサ市の保健スタッフ

モジュール2　家族ファイルシステム（アトチャ） 2015年10月12日 1 1 9 （男0 女9） アトチャ市の保健スタッフ

モジュール3　全国保健情報システム（サン・パブロ） 2015年12月11日 1 1 9 （男7　女2） サン・パブロ・デ・リペス市の保健スタッフ

モジュール3　全国保健情報システム（アトチャ） 2015年12月14日 1 1 9 （男4　女5） アトチャ市の保健スタッフ

モジュール4　医薬品、消耗品の物流管理システム（ウユニ） 2015年3月1日 1 2 23（男10 女13） ウユニ並びに5市のコーディネーター職員

保健情報の質の改善

2014

2015

ボリビア国内で実施された研修一覧
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